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（別添）

ナノテク・部材イノベーションプログラム基本計画

１．目的

このプログラムは、情報通信、ライフサイエンス、環境、エネルギーなど、あらゆる

分野に対して高度化あるいは不連続な革新（ジャンプアップ）をもたらすナノテクノロ

ジー及び革新的部材技術を確立するとともに、その実用化や市場化を促進することで、

我が国産業の国際競争力の維持・強化や解決困難な社会的課題の克服等を可能とするこ

とを目的とする。

２．政策的位置付け

○第３期科学技術基本計画（２００６年３月閣議決定）

・ 「ナノテクノロジー・材料分野」は、特に重点的に研究開発を推進すべき分野（重点推

進４分野）の一つに指定、優先的に資源配分することとされている。

・ 我が国の材料技術は、基礎研究から応用研究、素材、部材の実用化に至るまでの全ての

段階において世界のトップレベルを堅持しており、我が国製造業の国際競争力の源泉と

なっている。

○「イノベーション２５」（２００７年６月閣議決定）

・ 「ナノテクノロジー・材料分野」は、中長期的に取り組むべき課題として、「１．生涯

健康な社会形成」、「２．安全・安心な社会形成」、「４．世界的課題解決に貢献する

社会形成」、及び「５．世界に開かれた社会形成」の分野に位置付けられている。

・ 所要の措置を講じていくことが必要である事項として以下の点が指摘されている。

・学際領域・融合領域における教育等人材育成、拠点形成

・社会受容を促すための積極的な取り組み

・知的財産確保のための戦略的な取り組み

○「経済成長戦略大綱」（２００６年７月財政・経済一体改革会議）

・ 「我が国の国際競争力の強化」の取り組みとして、高度な部品・材料産業やモノ作り中

小企業の強化が掲げられている。

・ 「技術戦略マップ」の活用等により、ユーザー企業との垂直連携による研究開発を推進

することを通して、我が国経済発展の基盤である高品質、高性能な部品・材料産業の強

化を図ることが今後の取組として記載されている。

○「新産業創造戦略２００５」（２００５年６月経済産業省）

・ 部材分野は、新産業群の創出を支える共通基盤技術として位置づけられている。

・ 「高度部材・基盤産業」の集積を形成していることが、「ものづくり」に不可欠な基盤

技術のネットワーク化を通じた現場レベルでの迅速かつ高度な摺り合わせを可能とし

ており、我が国「ものづくり」の強みの源泉となっていると記載されている。

３．達成目標

・世界に先駆けて、ナノテクノロジーを活用した不連続な技術革新を実現する。



・我が国部材産業の強みを更に強化することで、他国の追随を許さない競争優位を確保す

るとともに部材産業の付加価値の増大を図る。

・ナノテクノロジーや高機能部材の革新を先導することで、これら部材を活用した情報通

信、ライフサイエンス、環境、エネルギーなどの幅広い産業の付加価値の増大を図る。

・希少金属などの資源制約の打破、圧倒的な省エネルギー社会の実現など、解決困難な社

会的課題の克服を目指す。

４．研究開発内容

［プロジェクト］

Ⅰ．ナノテクノロジーの加速化領域

ナノテクノロジーを活用した不連続な技術革新を加速・促進する。

（１）異分野異業種融合ナノテクチャレンジ（運営費交付金）

①概要

革新的なナノテクノロジーの研究開発を促進し、キーデバイスの早期実現を目指すた

め、大学や研究機関などの川上と企業などの川下の連携、異業種異分野の連携による提

案公募によって、ナノテク実用化に向けたチャレンジを支援する。

②技術目標及び達成時期

マテリアル・プロセス研究、加工・計測技術研究、昨今の環境意識向上に対応した研

究、社会課題を解決するための基盤技術研究に加え、異分野等の融合研究を推進するこ

とにより、２０１１年度までにナノテクノロジーの産業化のための基盤的技術を確立し、

実用化を図る。

③研究開発期間

２００５年度～２０１１年度

Ⅱ．情報通信領域

ナノテクノロジーや革新的部材開発技術を駆使して既存技術の微細化の壁を突破し、電子

デバイス・光デバイスで世界をリードするとともに、高度化された製造技術の開発を行う。

（１）ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発－うち新材料・新構造ナノ電子

デバイス（運営費交付金）

①概要

従来の半導体は、性能の向上（高速化、低消費電力化、高集積化）を確保するために

微細化が進められてきたが、絶縁性、誘電率等の物理的限界、微細化に伴う製造コスト

の増大など、集積度向上によるメリットが十分達成されなくなってきている。

本研究開発では、シリコンで培った微細化技術やデバイス原理を活用しながら、シリ

コン材料の物理的限界を突破するための“新材料”および “新（デバイス）構造”の開

発を行い、次世代の電子デバイス技術を確立する。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、産業界が１０年後を見据えた将来の電子デバイスを開発する際

に、産業技術として活用できるかどうかの実現可能性を見極め、また技術シーズを確立

する。



③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（２）スピントロニクス不揮発性機能技術プロジェクト（運営費交付金）

①概要

将来のエレクトロニクスにおいて中核的な基盤技術となり得るスピントロニクス技術

（電子の電荷ではなく、電子の自転＝「スピン」を利用する全く新しいエレクトロニク

ス技術）を確立するため、強磁性体ナノ構造体におけるスピンの制御・利用基盤技術を

開発し、我が国が世界に誇るシーズ技術を核として、産学官の共同研究体制を構築し、

将来の中核的エレクトロニクス技術における我が国の優位性の確保を図る。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、超高集積で高速な不揮発性メモリとして期待されるスピンメモ

リのための基盤技術を確立する。また、新ストレージ・メモリデバイス、不揮発性スピ

ン光機能素子、スピン能動素子等の新しい動作原理によるスピン新機能素子の実現のた

めの基盤技術を確立する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（３）ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発－うち窒化物系化合物半導体基

板・エピタキシャル成長技術の開発（運営費交付金）（再掲）

①概要

窒化物系化合物半導体は、パワーデバイス、高周波デバイス、発光デバイス等、重要

なデバイスの飛躍的な性能向上と消費電力削減への貢献を期待されている。このため、

従来の半導体材料では実現出来ない領域で動作可能なハイパワー・超高効率の電子素子、

超高速電子素子等の作成に必要な窒化物系化合物半導体先進技術の国際競争力を強化す

べく、高品質かつ大口径単結晶基板、高品質かつ大口径エピタキシャル成長技術等の開

発を行う。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、次世代窒化物系半導体デバイスを実現する以下結晶作製技術を

開発する。

１）基板技術（ＧａＮ、ＡｌＮバルク結晶作製技術）

・口径２～４インチで高品質エピ成膜を可能とする低コストの単結晶基板作製技術の確

立。

２）エピ技術（エピタキシャル成膜及び計測評価技術）

・低欠陥高品質エピ層を実現する成膜技術及び膜成長過程を計測評価する技術の確立。

・高出力かつ高安定動作可能なエピ層の実現

・高耐圧超高速な新しいデバイス構造の開発

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度



（４）三次元光デバイス高効率製造技術（運営費交付金）

①概要

波面制御素子による空間光変調技術を確立し、ガラス中に三次元造形を高精度に一括

形成できるプロセス技術を開発する。この技術を用いて、具体的な光デバイスを作製し、

当該技術の有効性の確認と市場への早期参入のための基盤技術を確立する。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに波面制御素子による空間光変調技術を用いたフェムト秒レーザー

照射技術等を確立し、高精度の光デバイスを高速に作製できるプロセス技術を開発する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（５）低損失オプティカル新機能部材技術開発＊（運営費交付金）（再掲）

①概要

近接場光の原理・効果を応用した低損失オプティカル新機能部材技術を開発し、実用

化の目処を得ることを目的とする。動作原理に近接場光を用いるオプティカル新機能部

材は、従来の材料特性のみに依存した光学部品では不可能な機能・性能を発揮し、液晶

プロジェクター・液晶ディスプレイなど情報家電の省エネルギー、高性能・高信頼化を

図る上でのキーデバイスとなることが期待できる。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、共通基盤技術として、ナノ構造部材の設計・作製・評価技術を

開発するとともに、ナノ構造部材に発現する近接場光の機能を動作原理とする低損失オ

プティカル新機能部材を検討し機能を確認する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（６）超フレキシブルディスプレイ部材技術開発＊（運営費交付金）（再掲）

①概要

製造工程等の省エネルギー化を実現するために行う。従来、表示デバイスの製造には、

真空蒸着と高温下での焼成と、それに伴う排ガス排水処理が必須であった。これを、ロ

ールｔｏロール方式に代替することで常圧、常温下での製造を実現し、フレキシブルな

薄型ディスプレイを製造する。そのために、有機ＴＦＴ材料およびコンタクトプリント

技術等を開発する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術的目標及び達成時期

２００９年度までに、実用化に向けた実証のための巻き取り方式ディスプレイのプロ

トタイプを試作する。またフレキシブルデバイス材料開発に貢献する部材ならびに薄膜

複合化技術を開発し、これらをパネル化するための実用化技術を確立する。

③研究開発期間



２００６年度～２００９年度

（７）半導体機能性材料の高度評価基盤開発（運営費交付金）（再掲）

①概要

情報通信機器の高機能化や低消費電力化等の要求を満たす半導体集積回路を実現する

ため、新たな機能性材料開発に貢献する評価基盤技術を開発し、さらに開発した機能性

材料を半導体及び半導体集積回路に適用できる統合的なソリューション技術を開発する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術的目標及び達成時期

２０１１年度までに、半導体デバイス性能に直結する接合素子の性能性及び信頼性等、

半導体製造プロセス全体を俯瞰しつつ、機能性材料開発が可能となる評価基盤技術を開

発し、開発した機能性材料を用いた統合的なソリューションが提案できる材料評価基盤

を構築する。

③研究開発期間

２００９年度～２０１１年度

Ⅲ．ライフサイエンス・健康・医療領域

ナノテクノロジーを駆使して初めて可能となる診断・治療により革新的な医療を実現する。

（１）次世代ＤＤＳ型悪性腫瘍治療システムの研究開発事業（運営費交付金）

①概要

ＤＤＳのさらなる裾野の拡大、及び早期実用化を目指し、様々な外部エネルギー（機

器技術）と薬剤技術を組み合わせることにより、比較的人体の深部にある臓器（肺、消

化器）等のがんを対象としたＤＤＳ型治療システムの開発を行う。

②技術目標及び達成時期

光線力学治療システムの前臨床試験の開始及び治療効果・安全性の検証と、超音波診

断・治療システムの前臨床試験を可能とする薬剤及び装置の完成に関する開発を難治性

がんの治療に向けて行う。

③研究開発期間

２００６年度～２００９年度

（２）個別化医療実現のための技術融合バイオ診断技術開発（運営費交付金）（再掲）

①概要

我が国が有する微細加工技術・表面処理技術といったナノテク等の強みを活かし、染

色体異常を高感度、高精度かつ迅速、安価で非コード領域までを検出するゲノムアレイ

や解析基盤技術開発を行うとともに、全自動解析システムの開発を行う。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、ＢＡＣ（染色体の断片）を用いた非コード領域を含むゲノム全

領域を検出できる高精度ゲノムアレイを開発する。さらに、臨床現場において、微量サ

ンプル（数ナノグラム）から、１２時間以内に染色体異常（増幅、欠失、コピー数多型

等）を、低コストかつ定量性・再現性を確保して検出ができる自動染色体異常解析シス



テムのプロトタイプを開発する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（３） 分子イメージング機器研究開発プロジェクト（運営費交付金）

ⅰ）生活習慣病超早期診断眼底イメージング機器研究開発プロジェクト

①概要

細小血管の分子レベルでの代謝機能を非侵襲で可視化する細胞代謝イメージングを

実現し、代謝異常を細胞レベルで観察することにより、生活習慣病に起因する血管病

変等合併症の早期の診断・治療を図る。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに、ナノテクノロジーを活用した光学基盤技術等を確立すること

により、細胞やタンパク質レベルの組織診断を可能とする機器を開発する。

③研究開発期間

２００５年度～２００９年度

ⅱ）悪性腫瘍等治療支援分子イメージング機器研究開発プロジェクト

①概要

良性・悪性の区別も含めた腫瘍の超早期診断を実現するため、悪性腫瘍に特異的に

反応する標的物質を利用することにより生体細胞の分子レベルの機能変化を抽出・検

出できる機器の開発を行う。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに、全身で３mm、局所で１mmの分解能を有する分子イメージング

機器を開発する。

③研究開発期間

２００５年度～２００９年度

ⅲ）新規悪性腫瘍分子プローブの基盤技術開発

①�概要

分子イメージングにおいて、病変を可視化する分子プローブの開発を一層強化・促

進するため、分子プローブの基盤要素技術と評価システムの開発を行う。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに、新規の近赤外蛍光分子プローブ及び小動物用近赤外蛍光イメ

ージングシステムを試作し、同システムを用いて分子プローブのがん特異性を定量的

に評価するための条件等を明らかにする。

③研究開発期間

２００８年度～２００９年度

Ⅳ．エネルギー・資源・環境領域

ナノテクノロジーや革新的部材開発技術を駆使して、エネルギー・資源・環境等の社会的

制約を克服すると同時に我が国の強みであるナノテク関連産業・部材産業の競争力を強化す

る。



（ⅰ）エネルギー制約の克服

（１）サステナブルハイパーコンポジット技術の開発（運営費交付金）（再掲）

①概要

炭素繊維複合材料は、軽量、高強度等の優れた特性を有している。従来の熱硬化性樹

脂を用いた炭素繊維複合材料では成形性・加工性に乏しくリサイクルが困難であったた

め、熱可塑性樹脂を用いた炭素繊維複合材料（ＣＦＲＴＰ）の開発を行う。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１２年度までに、炭素繊維と熱可塑性樹脂との中間基材を開発し、高速成形技術、

接合技術及びリサイクル技術を開発する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１２年度

（２）マルチセラミックス膜新断熱材料の開発（運営費交付金）（再掲）

①概要

住宅やビルなどの冷暖房における大幅な省エネを実現する画期的な断熱性能を持つ壁

および窓材料を、セラミックスのナノ多孔体構造やポリマー複合化構造などからなるマ

ルチセラミックス膜アセンブリ技術によって開発する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、熱貫流率（熱の伝わりやすさ）が０．３Ｗ／ｍ2Ｋ以下、壁厚さ

１０ｍｍ程度の超断熱壁材料および熱貫流率が０．４Ｗ／ｍ2Ｋ以下、光（可視光）透過

率が６５％以上（Ｌｏｗ－Ｅガラス使用）、ヘイズ率が１％以下の超断熱窓材料を実現

する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（３）カーボンナノチューブキャパシタ開発プロジェクト（運営費交付金）（再掲）

①概要

高純度、高密度に配向した長尺の単層カーボンナノチューブの大量合成技術を開発す

るとともに、これを用いた従来よりも格段にパワー（電力）と蓄電量が大きなキャパシ

タを開発する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、単層カーボンナノチューブの高度配向技術及び大量生産技術を

確立するとともに、キャパシタ製造技術を確立することで、２０Ｗｈ／Ｋｇの高エネル

ギー密度と耐久性を有する電気二重層キャパシタを開発する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度



（４）革新的省エネセラミクス製造技術開発（運営費交付金）（再掲）

①概要

小型炉設備で生産可能な小型セラミック中空ユニットを複数組みあわせることで、これ

までその製造が難しかった複雑形状かつ大型セラミックス部材を省エネで製作することが

できる革新的なセラミック部材製造技術を開発する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１３年度までに、高機能化された小さな精密ブロックを立体的に組み上げ、高効率

で接合、一体化をし、複雑形状や大型の部材を製造可能とする革新的なプロセス技術の基

盤を確立し、高耐性部材、高温断熱部材及び高比剛性部材の試作を行う。

③研究開発期間

２００９年度～２０１３年度

（５）革新的ガラス溶融プロセス技術開発（運営費交付金）（再掲）

①概要

プラズマ等による高温を利用し瞬時にガラス原料をガラス化することにより、極めて

効率的にガラスを気中で溶融（インフライトメルティング法）し省エネに資する革新的

ガラス溶融プロセス技術を開発する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１２年度までに、インフライトメルティング法により原料を溶解する技術、カレ

ットをガラス原料として利用するため高効率で加熱する技術、カレット融液とインフラ

イトメルティング法による原料融液とを高速で混合する技術を開発する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１２年度

（６）高温超電導電力ケーブル実証プロジェクト（運営費交付金）（再掲）

①概要

革新的な高効率送電技術を確立して高温超電導ケーブルの実用化を促進するため、工

業生産プロセスで実用化レベルに達している高温超電導線材（ＤＩ－ＢＳＣＣＯ等）を

活用し、首都圏の系統に接続する実証試験及び評価を行う。

なお、本事業は、発電用施設による電気の供給の円滑化を図る観点から行うものであ

る。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、２００ＭＶＡ級の中間接続部を有した三心一括型高温超電導ケ

ーブルを、冷却装置や保護装置などの付帯設備とともに６６ＫＶ実系統に接続して、１

２ヶ月以上の長期連系試験を行うことによって総合的な安全性や信頼性を実証する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１２年度



（７）発電プラント用超高純度金属材料の開発（運営費交付金）（再掲）

①概要

超高純度金属材料を発電設備の蒸気配管等に実用化することを目指し、高純度金属材

料の高度化に向けた低コスト・量産化製造技術を開発し、実使用環境における超高純度

金属材料の耐久性試験等を行う。

なお、本事業は、発電用施設における電気の供給の円滑化を図る観点から行うもので

ある。

②技術目標及び達成時期

２００９年までに、不純物総量１００ｐｐｍ未満、溶解量数１００ｋｇ以上での低コ

スト・量産化技術製造技術を開発するとともに、製造された超高純度材料が発電プラン

トの各種機器に適用でき、本材料の持つ優れた特性を長期に亘って発揮できることを確

認する。

③研究開発期間

２００５年度～２００９年度

（８）セラミックリアクター開発（運営費交付金）（再掲）

①概要

低温域かつ高効率なエネルギー変換を可能とする次世代型セラミックリアクターの実

現のため、世界最高効率の燃料電池ミクロセルの集積構造技術等の開発を行う。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに、新電解質材料の適用や電極反応の高効率化等による、低温作動

時 (６５０℃以下)での出力性能を向上させる材料技術と共に、ミクロセルの集積構造

化や精緻なインターフェース構築のための製造プロセス技術を開発。そして、これらの

技術を統合することにより、次世代型セラミックリアクターとしてのプロトタイプモジ

ュール実証（出力性能２ｋＷ／Ｌ等）を行う。

③研究開発期間

２００５年度～２００９年度

（ⅱ）資源制約の克服

（１）希少金属代替材料開発プロジェクト（運営費交付金）

①概要

ハイテク製品の製造に不可欠であり世界的な需給逼迫が懸念されるレアメタル（タン

グステン、インジウム、ディスプロシウム）について、ナノテクノロジー等の最先端技

術を活用して、代替材料開発・使用量削減を行う。なお、平成２１年度からは、これま

での対象３鉱種に加えて、白金、セリウム、テルビウム等も研究開発の対象とする。

②技術目標及び達成時期

タングステン、インジウム、ディスプロシウムについては２０１１年度までに、白金、

セリウム、テルビウム等については２０１３年度までに、使用原単位について現状と比

較して削減ができる製造技術を開発し、ユーザー企業、大学等の外部機関に対して機能



評価のためにラボレベルで提供（試料提供）できる水準に至るまでの技術を確立するこ

とを目標とする。また、製品の機能や製造コストは現状と同等であることを少なくとも

維持することを前提とする。

〔対象元素〕

・超硬工具向けタングステン（Ｗ）

・透明電極向けインジウム（Ｉｎ）

・希土類磁石向けディスプロシウム（Ｄｙ）

・排ガス浄化向け白金族（Ｐｔ）

・精密研磨向けセリウム（Ｃｅ）

・蛍光体向けテルビウム、ユーロピウム（Ｔｂ、EU）

③研究開発期間

２００７年度～２０１３年度

（ⅲ）環境制約の克服

（１）グリーン・サステイナブルケミカルプロセス基盤技術開発

①概要

化学品等の製造プロセスにおけるシンプル化、クリーン化、原材料・資源の多様化・

有効利用、更に、廃棄物の減容化、容易なリサイクル等を実現し、産業競争力強化、国

際規制の先取りを図って、将来にわたっても持続的に化学品等を製造するための必要な

ＧＳＣ（グリーン・サステイナブルケミストリー）プロセスを開発する。

②技術的目標及び達成時期

２０１５年度までに、有害な化学物質を削減できる又は使わない革新的な製造プロセ

ス及び化学品の開発、廃棄物、副生成物を削減できる革新的な製造プロセス及び化学品

の開発、資源生産性を向上できる革新的製造プロセス及び化学品の開発を行う。

③研究開発期間

２００８年度～２０１５年度

（２）革新的マイクロ反応場利用部材技術開発＊（運営費交付金）（再掲）

①概要

マイクロリアクター、ナノ空孔などの精密反応場を利用し、反応分子の自由な運動を

活性種レベルで制御した革新的な化学反応プロセスと新機能材料創成技術の確立を目指

す。さらに、マイクロリアクターとナノ空孔反応場の組み合わせ、各反応場とマイクロ

波等のエネルギー供給手段との組み合わせにより協奏的反応場を構成し、さらなる高効

率生産等を可能にする基盤技術を開発する。これらの技術の確立により、反応システム

の小型化、多段プロセスの簡略化等を通じた化学産業の製造工程等の省エネルギー化を

図る。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術的目標及び達成時期

２０１０年度までに、マイクロリアクター技術、ナノ空孔技術を軸とし、これらに更

にマイクロ波、超臨界流体等のエネルギー供給手段を組み合わせた協奏的反応場を構成



することにより、これまでにない革新的な化学反応プロセスを確立し、新機能材料創成

技術を実現する。さらに、これらの技術を用いて高性能・高機能電子材料、医薬中間体

などの部材を開発する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（３）循環社会構築型光触媒産業創成プロジェクト（運営費交付金）

①概要

我が国で発見された光触媒技術の新産業分野開拓を目指し、サイエンスにさかのぼる

ことにより、紫外光のみならず、可視光レベルでの性能・機能の飛躍的な向上のための

技術基盤を構築する。これにより、従来では困難とされてきた医療関連分野や住宅建材

分野、環境関連分野等に光触媒技術を導入し、光触媒の最大のメリットである自然エネ

ルギーを利用した安心・安全な環境を提供できる技術を開発する。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、材料レベルで紫外光応答型２倍、可視光応答型１０倍の感度向

上を達成し、その高感度光触媒を適用した薄膜プロセス技術の基盤技術を確立する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（４）高感度環境センサ部材開発＊

①概要

ダイオキシンをはじめとする極微量有害有機物質を超高感度で安価かつ簡易に計測す

るために、高感度セラミックセンシング材料を用いた環境センサーを開発する。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、ダイオキシン類、エストラジオール及びビスフェノールＡにつ

いて、０．００１ｎｇ・ｍｌの濃度において有意な電気信号として検出し得る小型・携

帯型計測器に挿入可能な寸法のセンサ部材の開発を目標とする。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（５）次世代高信頼性ガスセンサ技術開発（運営費交付金）（再掲）

①概要

一酸化炭素中毒やガス漏れなどのガス事故を限りなくゼロに近づけるため、センサ素

子のナノレベルでのメカニズム解析及び開発設計を行い、コードレスで高信頼性を有す

る次世代高信頼性ガスセンサ（ＣＯセンサ・メタンセンサ）を開発する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、最先端のナノテクノロジー及びＭＥＭＳ技術を導入し、電池駆

動で５年以上の長寿命、高信頼性（数百ｐｐｍ以下の故障率）、低コストなＣＯとメタ

ンのセンサを開発する。



③研究開発期間

２００８年度～２０１１年度

Ⅴ．材料・部材領域

極めて広範囲な産業領域に波及する材料・部材領域について、ユーザー製造業等との連携

（川上・川下連携）を促進し、高度な部材産業群の「すり合わせ力」を一層強化する。

（１）鉄鋼材料の革新的高強度・高機能化基盤研究開発（運営費交付金）（再掲）

①概要

プラント、構造物や自動車等の革新的な高効率化、省エネルギー化、長寿命化、安全・

安心化を図るため、最新の科学的知見を導入し、鉄鋼材料及び鋼構造体を超高機能化す

る基盤的研究開発を行う。具体的には、高強度鋼、高機能鋼の実用化拡大の基盤となる

(１)高級鋼厚板(高強度鋼、極低温用鋼、耐熱鋼)溶接部の信頼性・寿命を大幅に向上す

る溶接施工技術（高密度・清浄熱源溶接技術）、及び金属組織制御技術を基本とする材

料技術（クリープ破壊及び水素破壊の機構解明等を踏まえた）の開発、(２)部材の軽量

化を図るために強度、加工性等の最適機能傾斜を付与する機械部品鍛造技術（駆動部材

の信頼性確保のための耐疲労破壊特性の向上を踏まえた）の開発を行う。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、高級鋼厚板（高強度鋼・極低温用鋼・耐熱鋼）の溶接を予熱・

後熱なしに可能とする溶接技術と材料技術を開発するとともに、傾斜機能部材の鍛造技

術を開発する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（２）超ハイブリッド材料技術開発（運営費交付金）

①概要

従来実現が不可能と考えられていた相反する複数機能（トレードオフ機能）を両立で

きる材料を、異種素材の組合せ（ハイブリッド化）により実現するための技術を開発す

る。要素技術として、異種材料間の界面挙動をシミュレーション技術等により解明し、

ナノレベルよりもさらに微小な原子・分子レベルでのハイブリッド化構造・配列制御の

ための合成技術を開発する。従来の単一材料では実現困難であったトレードオフの性能

を引き出すことで、自動車用構造材料、パワーデバイス用材料、光学材料等を出口イメ

ージとした、高機能革新部材製造に必要な技術基盤を開発する。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、電気・電子材料、光学材料、その他工業材料について従来材料

では実現できなかった相反機能を解消するとともに、市場評価が可能な成果物を供試し、

市場（ユーザー）から、客観的な実用化研究開発課題を抽出する。また、単なる相反機

能の解消ではなく、相反機能を制御・実現する技術を開発する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度



（３）先端機能発現型新構造繊維部材基盤技術の開発＊（運営費交付金）

①概要

電界紡糸や溶融紡糸等により創製される極微細な繊維状材料に対してナノオーダーの

成形加工や微細な界面加工ならびに複合化することで材料を高機能化した革新的部材を

創出する。高機能新材料を求めるユーザーの要望を満たす繊維の極微細加工と高次複合

化を解決する基盤技術開発を行う。

②技術的目標及び達成時期

２０１０年度までに、電界紡糸法による繊維高機能化、大型装置化技術およびナノ溶

融分散紡糸法による超極細炭素繊維製造技術を開発し、これら基盤技術を活用して、高

性能・高機能電池用部材、高性能・高機能フィルター用部材、高性能・高機能医療衛生

用・産業用部材を開発する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（４）次世代光波制御材料・素子化技術＊（運営費交付金）（再掲）

①概要

ガラス材料に関する精密モールド技術を確立し、機能性の高い光波制御素子を低コス

トで生産できるプロセス技術を開発することで部材の小型化・高機能化を図りつつ、省

エネを実現する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までにサブ波長レベルの微細構造をガラス表面にモールド成形する技術

を実現し、実装可能な具体的なデバイスを作製する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（５）高機能複合化金属ガラスを用いた革新的部材技術開発（運営費交付金）

①概要

複合化金属ガラス（金属ガラスマトリックス中に第二相として微結晶や微粒子または

微小空隙等を分散させたもの）を創製して、次世代高密度記録媒体、超微小モータ用部

材および高強度・高導電性電気接点部材を開発する。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、複合化金属ガラス合金を創製し、従来の金属ガラス単層合金の

持つ優れた特徴に加えて、塑性加工性、硬磁気特性、高電気伝導性等を付与する。この

複合化金属ガラスの新規特性を用いて、従来の金属ガラス単層合金では為しえなかった

革新的部材の開発を行い、さらに多様な工業製品に応用することで、我が国産業の優位

性を確保する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度



（６）マグネシウム鍛造部材技術開発プロジェクト＊（運営費交付金）

①概要

マグネシウム合金部材について、製品歩留まりが高く、高耐疲労性を付与する鍛造技

術の開発を行う。また、循環型素材としてのマグネシウム合金部材の特性を活かし、リ

サイクル材の鍛造用ビレット化に係る課題抽出を行う。当該技術開発により、マグネシ

ウム鍛造部材製造技術の基盤を構築し、我が国の家電、自動車等の川下産業の競争力の

強化に不可欠な高度部材を供給する。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに高強度・高耐疲労・加工性に優れたマグネシウム鍛造技術を確立

する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

Ⅵ．共通基盤領域

ナノテクノロジー、部材分野の研究開発に必要な加工・計測・解析技術等の共通基盤の確

立とともに、リスク不安に対処したリスク管理手法を開発し、社会に貢献する産業化の支援

を相互的に推進する。

（１）ナノ粒子の特性評価手法開発（運営費交付金）

①概要

ナノ粒子のキャラクタリゼーション、計測技術の確立とともに、生体影響等評価手法、

暴露評価手法及びナノテクノロジーによるリスク不安に対処したリスク管理手法を開発

する。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、生体影響等評価手法、暴露評価手法及びリスク評価手法を開発

し、ナノ粒子のリスク評価及び管理の考え方の提言を行う。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

注：＊印のある研究開発プロジェクトは、２００６年度より開始された新産業創造高度部

材基盤技術開発の一環として実施しているもの。



５．政策目標の実現に向けた環境整備（関連施策）

ナノテクノロジーは、情報通信、ライフサイエンス、環境、エネルギーなどの分野にお

ける科学技術の進歩や課題解決に貢献する重要な技術シーズである。そのため、ナノテク

ノロジーの研究開発と一体となった関連施策を実施することで、その成果を市場に出して

いくことが重要である。主な関連施策を、以下に示す。

〔技術戦略マップ〕

・ＮＥＤＯ及び経済産業省では、技術戦略マップを策定、毎年改訂し、ナノテクノロジー・

部材分野の将来の方向性を見定めながら、合理的かつ効果的な研究開発プロジェクトを

推進している。また、技術戦略マップを活用して、多様な連携（川上川下の垂直連携、

異業種間の水平連携など）による研究開発を促進、支援し、当該分野の技術革新を促進

している。

〔サンプル提供・実用化促進〕

・ＮＥＤＯでは、実施するナノテクノロジー関連の研究開発プロジェクト成果のサンプル

を対象として、それらを活用した用途の開発、実用化ないし製品化提案を有する企業と

のマッチングを図ることで、プロジェクトの事業化を促進する取組みを実施している。

〔標準化〕

・経済産業省では、ナノテクノロジー関連の研究開発成果を社会及び市場等に普及するた

めの環境整備として、ナノテクノロジーの標準化活動（ＩＳＯ／ＩＥＣ、ＪＩＳ）を推

進している。

〔広報〕

・ナノテクノロジーに関する先端技術及び製品等の世界最大の展示会である「ｎａｎｏ ｔ

ｅｃｈ」が毎年日本で開催されている。

〔社会受容〕

・ナノテクノロジーの産業化の推進とともに、ナノ粒子のキャラクタリゼーション技術や

人の健康や環境に及ぼす影響等の潜在的な課題に関する知見を蓄積する等のナノテクノ

ロジーの社会受容に対する取組みを推進している。

・経済産業省では、２００６年度から「ナノ粒子の特性評価手法開発」を開始し、工業ナ

ノ粒子の有害性評価手法、また、そのリスク評価手法の確立を目標としたプロジェクト

を開始しているところ。

・ＯＥＣＤでは、２００６年９月、化学品委員会に工業ナノ材料作業部会（ＷＰＭＮ）が

設置され、代表的な１４種の工業ナノ材料について、試験計画の合意と試験実施を目的

とする「スポンサーシッププログラム」が実施されている。スポンサーシッププログラ

ム対象物質のうち、カーボンナノチューブ（単層、多層）、フラーレンの３物質につい

ては日本が中心となって担当し、「ナノ粒子の特性評価手法開発」等の成果で貢献して

いる。

〔人材育成〕

・経済産業省では、「製造中核人材育成事業」を実施しており、産学連携による波及効果

の高い人材育成プログラムを開発、実践している。ナノテクノロジー関連の人材育成プ

ログラムも複数実施している。

（例）ナノテク製造中核人材の養成プログラム



概要：情報家電、燃料電池、ロボット、医療機器、バイオ等の応用分野において、その

産業の基盤と創出を支える中堅企業を対象として、「基礎加工技能・技術、特殊な

要素技能・技術に習熟し、製造技術の高度化を図る人材」及び「豊富なナノ加工プ

ロセスの知識や先端機器を使いこなすノウハウ等を習熟し、製造現場の技能・技術

を統括できす人材」を育成するもの。

・ＮＥＤＯでは、我が国の産業技術の発展のため、先端分野や融合分野の技術を支える人

材の育成と、人的交流の面から産学連携を促進するための「場」の形成を促進する取組

みを実施している（ＮＥＤＯ特別講座）。具体的には、優れた成果を生み出しつつあり、

大学が技術の中核となっている研究開発プロジェクトをコアプロジェクトとし、そのプ

ロジェクトリーダーの所属大学に拠点を設置し、関連技術の人材育成、人的交流の拡大、

周辺研究の実施を行うもの。ナノテクノロジー関連の研究開発プロジェクトも複数実施

している。

〔関係機関との連携〕

・ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発－うち新材料・新構造ナノ電子デ

バイスプロジェクト、希少金属代替材料開発プロジェクトにおいては、文部科学省との

合同会議を設置するなど、連携しつつプロジェクトを推進している。

〔他省庁との連携〕

・総合科学技術会議／連携施策群において、「ナノバイオテクノロジー」「ナノテク研究

推進と社会受容」等が設置され、関係省庁と連携して実施している。



６．研究開発の実施に当たっての留意事項

事業の全部又は一部について独立行政法人の運営費交付金により実施されるもの（事業に

（運営費交付金）と記載したもの）は、中期目標、中期計画等に基づき、運営費交付金の総

額の範囲内で、当該独立行政法人の裁量によって実施されるものである。

７．改訂履歴

（１）平成１２年１２月２８日付け制定。

（２）平成１４年２月２８日付け制定。材料ナノテクノロジープログラム基本計画（平成１

２・１２・２７工総第１６号）は、廃止。

（３）平成１５年３月１０日付け制定。ナノテクノロジープログラム基本計画（平成１４・

０２・２５産局第８号）は、廃止。

（４）平成１６年２月３日付け制定。ナノテクノロジープログラム基本計画（平成１５・０

３・０７産局第１号）は、廃止。

（５）平成１７年３月３１日付け制定。ナノテクノロジープログラム基本計画（平成１６・

０２・０３産局第７号）は、廃止。

（６）平成１８年３月３１日付け制定。ナノテクノロジープログラム基本計画（平成１７・

０３・２５産局第４号）は、廃止。

（７）平成１９年４月２日付け制定。ナノテクノロジープログラム基本計画（平成１８・０

３・３１産局第１３号）は、廃止。

（８）平成１４年２月２８日付け制定。

（９）平成１５年３月１０日付け制定。革新的部材産業創出プログラム基本計画（平成１４・

０２・２５産局第９号）は、廃止。

（１０）平成１６年３月７日付け制定。革新的部材産業創出プログラム基本計画（平成１５・

０３・０７産局第５号）は、廃止。

（１１）平成１７年３月３１日付け制定。革新的部材産業創出プログラム基本計画（平成１

６・０３・０７産局第５号）は、廃止。

（１２）平成１８年３月３１日付け制定。革新的部材産業創出プログラム基本計画（平成１

７・０３・２５産局第３号）は、廃止。

（１３）平成１９年４月２日付け制定。革新的部材産業創出プログラム基本計画（平成１８・

０３・３１産局第１４号）は、廃止。

（１４）平成２０年４月１日付け、ナノテク・部材イノベーションプログラム基本計画制定。

ナノテクノロジープログラム基本計画（平成１９・０３・２０産局第 1号）および革新

的部材プログラム基本計画（平成１９・０３・１９産局第 4号）は、本イノベーション

プログラム基本計画に統合することとし、廃止。

（１５）平成２１年４月１日付け制定。ナノテク・部材イノベーションプログラム基本計画

（平成２０・０３・２４産局第１号）は、廃止。



平成２１・０３・２６産局第１号

平 成 ２ １ 年 ４ 月 １ 日

エネルギーイノベーションプログラム基本計画

１．目的

資源に乏しい我が国が、将来にわたり持続的発展を達成するためには、革新的なエネル

ギー技術の開発、導入・普及によって、各国に先んじて次世代型のエネルギー利用社会の構

築に取り組んでいくことが不可欠である。他方、エネルギー技術開発は、長期間を要すると

ともに大規模投資を伴う一方で将来の不確実性が大きいことから、民間企業が持続的な取組

を行うことは必ずしも容易ではない。このため、政府が長期を見据えた将来の技術進展の方

向性を示し、官民双方がこの方向性を共有することで、長期にわたり軸のぶれない取組の実

施が可能となる。

エネルギー安全保障の確立や、世界全体の温室効果ガスを２０５０年までに半減すると

いう長期目標を達成するため、以下に政策の柱毎に目的を示す。

１－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上

１９７０年代以来、官民をあげて省エネルギーに取り組み、産業構造の転換や新たな

製造技術の導入、民生機器の効率改善等により世界最高水準の省エネルギーを達成して

いる。今後、「新・国家エネルギー戦略」に掲げる、２０３０年までにＧＤＰあたりのエ

ネルギー利用効率を約３０％向上を実現していくためには、産業部門はもとより、全部

門において、総合エネルギー効率の向上に資する技術開発とその成果の導入を促進する。

１－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化

ほぼ１００％を石油に依存する運輸部門は、我が国エネルギー需給構造上、最も脆弱

性が高く、その需給構造の次世代化は、将来に向けた早急な対策が不可欠な課題となっ

ている。

「新・国家エネルギー戦略」に掲げる目標（２０３０年に向け、運輸部門の石油依存

度が８０％程度となることを目指す）の実現のためにも、官民が中長期的な展望・方向

性を共有しつつ、技術開発と関連施策を推進する。

１－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進

太陽光、風力、バイオマスなどの新エネルギーは、エネルギー源の多様化や地球温暖

化対策の観点から重要である。しかし、現時点では経済性や出力安定性といった普及へ

向けての課題が存在する。

そのため、これらの課題解決に向けた技術開発の推進及び新エネルギーの導入促進の

ための関連施策の実施により、更なる新エネルギーの普及を推進する。

１－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保

原子力発電は供給安定性に優れ、運用時にＣＯ２を排出しないクリーンなエネルギー

源である。安全確保を大前提に核燃料サイクルを含む原子力発電を着実に推進する。

１－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用

化石燃料資源の大宗を輸入に依存する我が国にとって、その安定供給の確保は国家安

全保障に直結する課題である。このため、石油・天然ガス等の安定供給確保を目指し、

我が国企業による資源国における資源開発等に対する支援等の施策を進めるとともに、

その有効かつクリーンな利用を図る。



２．政策的位置付け

○ 低炭素社会づくり行動計画（２００８年７月閣議決定）

２００８年６月の福田総理（当時）のスピーチ「福田ビジョン」等を受け、我が国が

低炭素社会へ移行していくための具体的な道筋を示すため、国全体を低炭素化へ動か

す仕組みや革新的な技術開発、国民一人ひとりの行動を促すための取組について策定。

「環境エネルギー技術革新計画」や「Cool Earth－エネルギー革新技術計画」等に

示された革新的技術の開発に５年間で３００億ドル程度を投入するという具体的な

目標が示された。

○ 環境エネルギー技術革新計画（２００８年５月）

温室効果ガスの大幅な削減を目指すだけでなく、エネルギー安全保障、環境と経済の

両立、開発途上国への貢献等を考慮し、以下の戦略等を策定。

１．低炭素社会実現に向けた我が国の技術戦略

２．国際的な温室効果ガス削減策への貢献策

３．革新的環境エネルギー技術開発の推進方策

○ Cool Earth－エネルギー革新技術計画（２００８年３月）

２００７年５月の総理イニシアティブ「クールアース５０」を受け、世界全体の温

室効果ガスの排出量を現状に比して２０５０年までに半減するという長期目標を達

成するため、エネルギー分野における革新的な技術開発について検討をおこない、２

１の技術を選定。

○ エネルギー基本計画（２００７年３月閣議決定）

重点的に研究開発のための施策を講ずべきエネルギーに関する技術及びその施策

として、

１．総合エネルギー効率の向上に資する技術

２．原子力利用の推進とその大前提となる安全の確保に資する技術

３．運輸部門のエネルギー多様化に資する技術

４．新エネルギーに関する技術

５．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用に資する技術

以上が位置づけられている。

○ 新・国家エネルギー戦略（２００６年５月）

世界最先端のエネルギー需給構造の実現を図るため

１．省エネルギーフロントランナー計画

２．運輸エネルギーの次世代化計画

３．新エネルギーイノベーション計画

４．原子力立国計画

以上の計画が位置づけられている。また、資源外交、エネルギー環境協力の総合

的な強化を図るため、「総合資源確保戦略」が位置づけられている。

○ 第３期科学技術基本計画（２００６年３月閣議決定）

国の存立にとって基盤的であり国として取り組むことが不可欠な研究開発課題を

重視して研究開発を推進する「推進４分野」であるエネルギー分野、分野別推進戦略

（２００６年３月総合科学技術会議）における「推進４分野」であるエネルギー分野

に位置付けられている。



○ 経済成長戦略大綱（２００６年７月財政・経済一体改革会議）

資源・エネルギー政策の戦略的展開として

１．省エネルギーフロントランナー計画

２．次世代自動車・燃料イニシアティブ等による運輸エネルギー次世代化

３．新エネルギーイノベーション計画

４．原子力立国計画

５．資源外交、環境・エネルギー協力等の総合的な強化

以上が位置づけられている。

○ 京都議定書目標達成計画（２００５年４月閣議決定）

「京都議定書の約束を達成するとともに、更に「脱温暖化社会」に向けて長期的・

継続的な排出削減を進めるには、究極的には化石燃料への依存を減らすことが必要で

ある。環境と経済の両立を図りつつ、これらの目標を達成するため、省エネルギー、

未利用エネルギーの利用等の技術革新を加速し、効率的な機器や先進的なシステムの

普及を図り、世界をリードする環境立国を目指す。」とされている。

３．達成目標

３－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上

転換部門における「エネルギー転換効率向上」、産業部門における「製造プロセス効率

向上」、民生・運輸部門における「省エネルギー」などにより、ＧＤＰ当たりのエネルギ

ー消費指数を２０３０年度までに少なくても３０％改善することを目指す。

３－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化

バイオマス由来燃料、ＧＴＬ、ＢＴＬ、ＣＴＬなどの新燃料、電気自動車や燃料電池

自動車などの導入により、現在ほぼ１００％の運輸部門の石油依存度を２０３０年まで

に８０％程度とすることを目指す。

３－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進

太陽光、風力、バイオマスなどの新エネルギーの技術開発や燃料電池など革新的なエ

ネルギー高度利用を促進することにより、新エネルギー等の自立的な普及を目指すこと

で、エネルギー源の多様化及び地球温暖化対策に貢献する。

３－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保

２０３０年以降においても、発電電力量に占める比率を３０～４０％程度以上とする

ことを目指すため、高速増殖炉サイクルの早期実用化、既設軽水炉代替へ対応する次世

代軽水炉の開発、軽水炉技術を前提とした核燃料サイクルの確立、放射性廃棄物対策な

どの技術開発を推進する。

３－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用

石油・天然ガスの化石燃料の安定供給確保を目指し、資源獲得能力の強化に資する先

端的な技術開発を推進するとともに、環境負荷低減のために化石燃料の効率的かつクリ

ーンな利用を促進するための技術開発・導入を目指す。



４．研究開発内容

４－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上

４－Ⅰ－ⅰ．共通

（１）省エネルギー革新技術開発事業（運営費交付金）

①概要

テーマ公募型事業として、「Cool Earth-エネルギー革新技術計画」に基づき、

「先導研究」、「実用化開発」及び「実証研究」の３つの技術開発フェーズに加え、

「挑戦研究」フェーズを追加し、革新的な省エネルギー技術の開発を行う。

②技術目標及び達成時期

世界全体の温室効果ガス排出量を現状に比べて２０５０年までに半減するとい

う長期目標を実現するための「Cool Earth-エネルギー革新技術計画」の主旨に基

づき、大幅な省エネルギー効果を発揮する革新的なエネルギー使用合理化技術に

ついて研究開発・実用化を推進する。

③研究開発時期

２００３年度～２０１３年度

（２）エネルギー使用合理化産業技術研究助成事業（運営費交付金）

①概要

産業界や社会のニーズに応える省エネルギー技術のシーズの発掘とその育成、

並びに、省エネルギー技術に関する次世代の研究リーダーの育成を図る。この目

的のため、産業界からの期待が高い技術領域・課題を提示した上で、大学や独立

行政法人の研究者等から研究開発テーマを募集する。厳正な外部評価によって省

エネルギー効果があり且つ独創的・革新的なテーマを選定し、研究者代表者個人

を特定して助成金を交付する。

②技術的目標及び達成時期

独創性のある研究者等を助成すると共に、中間評価ゲート方式が醸成する競争

的環境の下で企業との連携を強化させることにより、１０～１５年後の実用化が

有望な革新的省エネルギー技術の研究開発を促進する。本事業では革新的省エネ

ルギー技術の実用化への第１歩となる特許について、助成期間終了後の出願比率

を１００％とすることを目標とするとともに、省エネルギー技術に関する次世代

の研究リーダーの育成を図る。

③研究開発期間

２０００年度～

（３）新エネルギー技術実用化補助事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照）

（４）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照）



４－Ⅰ－ⅱ．超燃焼システム技術

（１）環境調和型製鉄プロセス技術開発（運営費交付金）（再掲）

①概要

高炉ガスからの効率的な二酸化炭素分離と中低温排熱の有効活用及び水素を炭

素（コークス）の一部代替として鉄鉱石を還元する革新的製鉄プロセスの開発を

行う。

②技術的目標及び達成時期

最終的な技術開発目標として製鉄プロセスにおけるＣＯ２排出量を３０％削減

することを目指し、２０５０年までに実用化する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１７年度

（２）資源対応力強化のための革新的製銑プロセス技術開発（運営費交付金）

①概要

高品位な製鉄材料（鉄鉱石・石炭等）の入手が困難になってきていることから、

原料使用量の低減及び、比較的入手が容易な低品位原料の使用拡大を図ることが

喫緊の課題となっている。本技術開発では、還元剤として低品位な石炭と鉄鉱石

の塊成物を開発し、炉内反応の高速化・低温化を実現することにより、省エネル

ギーで高効率な革新的製銑プロセスを開発する。

②技術的目標及び達成時期

２０１１年度までに、①革新的塊成物の組成・構造条件の探索、②革新的塊成

物の製造プロセス、③革新的塊成物による高炉操業プロセスを開発する。これら

による効果は、年産４００万トン規模の中型高炉に適用した場合の炭材使用量の

うち高品位炭使用量が約８０％から５０％程度に削減可能となるとともに、革新

的塊成物を高炉に使用する操業技術の改良による還元材比の低減により、新開発

のプロセスを含めた製銑プロセスでの投入エネルギーは約１０％削減される。

③研究開発期間

２００９年度～２０１１年度

（３）革新的ガラス溶融プロセス技術開発（運営費交付金）

①概要

プラズマ等による高温を利用し瞬時にガラス原料をガラス化することにより、

極めて効率的にガラスを気中で溶融（インフライトメルティング法）し省エネに

資する革新的ガラス溶融プロセス技術を開発する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術的目標及び達成時期

２０１２年度までに、インフライトメルティング法により原料を溶解する技術、

カレットをガラス原料として利用するため高効率で加熱する技術、カレット融液

とインフライトメルティング法による原料融液とを高速で混合する技術を開発す

る。



③研究開発期間

２００８年度～２０１２年度

（４）革新的マイクロ反応場利用部材技術開発（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、マイクロリアク

ター、ナノ空孔などの精密反応場を利用し、反応分子の自由な運動を活性種レベ

ルで制御した革新的な化学反応プロセスと新機能材料創成技術の確立を目指す。

さらに、マイクロリアクターとナノ空孔反応場の組み合わせ、各反応場とマイク

ロ波等のエネルギー供給手段との組み合わせにより協奏的反応場を構成し、さら

なる高効率生産等を可能にする基盤技術を開発する。これらの技術の確立により、

反応システムの小型化、多段プロセスの簡略化等を通じた化学産業の製造工程等

の省エネルギー化を図る。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術的目標及び達成時期

２０１０年度までに、マイクロリアクター技術、ナノ空孔技術を軸とし、これ

らに更にマイクロ波、超臨界流体等のエネルギー供給手段を組み合わせた協奏的

反応場を構成することにより、これまでにない革新的な化学反応プロセスを確立

し、新機能材料創成技術を実現する。さらに、これらの技術を用いて高性能・高

機能電子材料、医薬中間体などの部材を開発する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（５）鉄鋼材料の革新的高強度・高機能化基盤研究開発（運営費交付金）

①概要

プラント、構造物や自動車等の革新的な高効率化、省エネルギー化、長寿命化、

安全・安心化を図るため、最新の科学的知見を導入し、鉄鋼材料及び鋼構造体を

超高機能化する基盤的研究開発を行う。具体的には、高強度鋼、高機能鋼の実用

化拡大の基盤となる (１)高級鋼厚板(高強度鋼、極低温用鋼、耐熱鋼)溶接部の信

頼性・寿命を大幅に向上する溶接施工技術（高密度・清浄熱源溶接技術）、及びク

リープ破壊、金属組織制御技術を基本とする溶接材料技術（クリープ破壊及び水

素破壊の機構解明等を踏まえた）の開発、(２)部材の軽量化を図るために強度、

加工性等の最適機能傾斜を付与する機械部品鍛造技術（駆動部材の信頼性確保の

ための耐疲労破壊特性の向上を踏まえた）の開発を行う。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、高級鋼厚板（高強度鋼・極低温用鋼・耐熱鋼）の溶接を

予熱・後熱なしに可能とする溶接技術と材料技術を開発するとともに、傾斜機能

部材の鍛造技術を開発する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度



（６）希少金属等高効率回収システム開発

①概要

小型電子・電気機器にはベースメタルや、金、銀等の貴金属の他、インジウム、

ニッケル等の希少金属等を含有している。現状では、これらの機器が廃棄された

後は、非常に高温で処理する乾式製錬技術を用いてリサイクル・処理されている

ため、多大なエネルギーを消費するばかりか、回収可能な金属が銅、金、銀等に

限定されており、その他の希少金属等は回収できずに廃棄処分されている。この

ため、湿式製錬技術を活用した高効率な最適技術の開発等を通じて、回収工程の

省エネルギー及び希少金属等の回収率向上を図る。

②技術目標及び達成時期

・ 従来方法（乾式製錬）で処理する場合に比べて、大幅な省エネルギーの実現（省

エネルギー効果：原油換算で約７８万ｋｌ／年削減）

・ 廃小型電子・電気機器、廃超硬工具等中に含まれる希少金属等の回収率の向上（イ

ンジウム０％→９０％、ニッケル５０％→９５％、コバルト０％→９５％タンタ

ル０％→８０％、タングステン９０％→９５％、レアアース ０％→８０％）

③研究開発期間

２００７年度～２０１０年度

（７）低品位鉱石・難処理鉱石に対応した革新的製錬プロセス技術の研究開発

①概要

世界的な鉱石品位の低下、不要元素等の不純物の増加に対応するため、我が国

非鉄金属業においては、低品位鉱石の利用拡大による我が国の鉱物資源の安定供

給確保の強化が喫緊の課題となっているため、低品位・難処理鉱石の革新的な省

エネルギー型の製錬プロセスを開発する。

②技術目標及び達成時期

低品位鉱石及び難処理鉱石から効率的に銅等有用な非鉄金属を回収するため、

低品位鉱石・難処理鉱石に対応した省エネルギー型プロセスによる新たな選鉱技

術、製錬技術及び不純物対策技術の研究開発を行う。

（１）高品位精鉱回収技術

低品位鉱石・難処理鉱石から高品位の精鉱を得る選鉱技術の開発。

ハンドリングが難しい極微細鉱等難処理鉱を処理する製錬技術の開発。

（２）有用金属の抽出等回収技術

低品位精鉱から含有金属を高効率に回収する製錬技術の開発。

（３）高濃度不純物の除去等対策技術

不要な元素（ヒ素、ビスマス、アンチモン等）等を多く含む精鉱からの

不純物除去、分離、安定化等技術の開発。

上記要素技術を開発し、将来的にエネルギー消費原単位の悪化が予測される非

鉄金属製錬について、省エネルギー見込み量、原油換算約２．６万ＫＬを達成。

③研究開発期間

２００９年度～２０１２年度



（８）環境調和型水循環技術開発

①概要

我が国が強みを持つ、膜技術を始めとする水処理技術を強化し、省水型・環境

調和型の水循環システムの開発に資する省エネ・省水型の要素技術を開発する。

②技術目標及び達成時期

２０１３年度までに、以下の技術を開発する。

� 革新的膜分離技術の開発：

従来法に比べ膜透過加圧エネルギー等を 50％以上削減。

� 省エネ型膜分離活性汚泥法（MBR）技術の開発：

従来法に比べ膜洗浄の曝気（空気気泡）エネルギー等を 30％以上削減。

� 有用金属・有害物質の分離・回収技術の開発：

従来法に比べ汚泥の削減により汚泥処理･処分エネルギーを 80％以上削減。

� 高効率難分解性物質分解技術の開発：

従来法に比べ窒素処理に係るエネルギーを 50％以上削減。

オゾン酸化法等のエネルギーを 50％以上削減。

③研究開発期間

２００９年度～２０１３年度

（９）微生物機能を活用した環境調和型製造基盤技術開発

i）微生物機能を活用した高度製造基盤技術開発（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、省エネルギーか

つ環境負荷が少ないといった特徴を有する微生物機能を活用した有用物質の革新

的な生産プロセス（モノ作り）の技術を構築するため、産業用途に必要な機能既

知遺伝子で構成されたゲノムを持ち、物質生産性向上につながる性能を備えた高

性能宿主細胞の創製や、微生物反応の多様化・高機能化技術を開発するとともに、

バイオマスを原料として有用物質を体系的かつ効率的に生産する（バイオリファ

イナリー）ための基盤技術を開発する。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、物質生産性向上につながる性能を備えた高性能宿主細胞

を創製するとともに、バイオプロセスの実用化適用範囲の拡大のための微生物反

応の多様化・高機能化技術の開発を行う。バイオリファイナリー技術については、

バイオマスを高効率で糖化し、糖から高効率で各種化成品の基幹物質を生産する

バイオプロセス体系を構築する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度



ii）微生物群のデザイン化による高効率型環境バイオ処理技術開発（運営費交付

金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、従来エネルギー

多消費・廃棄物多排出型であった廃水・廃棄物処理において、微生物群の構成及

び配置等を人為的に制御（デザイン化）することで、その処理効率を大幅に向上

させ、省エネルギーで廃棄物も少ない高効率型廃水、廃棄物処理の基盤技術を確

立する。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、特定有用微生物群を人為的に安定導入・維持もしくは人

為的に空間配置・優先化させる等のデザイン化技術を開発し、従来の廃水、廃棄

物処理に比べより高効率で省エネルギーな処理技術を開発するとともに、実用化

に資するための実証可能なテストプラント規模にて評価する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（１０）省エネルギー型化学技術創成研究開発補助事業

①概要

化学企業が有する技術シーズの中で、省エネルギーのポテンシャルが大きいに

もかかわらず民間だけで事業を進めるには開発リスクが大きいこと等がネックに

なって十分な研究開発費が投じられていない技術に対して、戦略的な研究開発支

援を実施することにより、化学産業のみならず、各種最終製品や他産業において

抜本的なエネルギー効率の改善を促進するものである。

②技術的目標及び達成時期

２０１０年度までに、将来の発展が有望な技術に関する研究開発の実施とその

実用化と普及を通し、化学産業のみならず他分野も含めた我が国省エネルギー対

策への一層の寄与を目標とする。

③研究開発期間

２００４年度～２０１０年度

（１１）エネルギー使用合理化繊維関連次世代技術開発

①概要

製造エネルギーの低減を図ることができる革新的な繊維製品製造技術の開発や、

使用することでエネルギー消費の低減が可能となる新たな繊維製品を開発。

②技術的目標及び達成時期

２０１０年度までに、以下の開発を行う。

①次世代資材用繊維の開発

②ポリエチレンテレフタレート製造エネルギー低減技術の開発

③研究開発期間

２００５年度～２００９年度



（１２）高効率ガスタービン実用化技術開発

①概要

省エネルギー及びＣＯ２削減の観点から電力産業用高効率ガスタービンの実用

化を目指し、大容量機（２５万ｋＷ程度（コンバインド出力４０万ｋＷ））の高効

率化（５２％→５６％）のために１７００℃級ガスタービンの実用化に必要な先

端要素技術を適用した各要素モジュールの検証等を実施する。また、小中容量機

（１０万ｋＷ程度）の高効率化（４５％→５１％）のために有望とされている高

湿分空気利用ガスタービンの実用化に必要な多段軸流圧縮機、多缶燃焼器等の開

発を行うとともにシステムの信頼性等の検証を行う。

②技術的目標及び達成時期

１７００℃級ガスタービン実用化技術開発：先端要素技術を活用した燃焼器、

タービン、圧縮機等各モジュールの検証等を行い、送電端熱効率５６％以上の達

成が可能なことを確認する。

高湿分空気利用ガスタービン実用化技術開発：２０１１年までに軸流圧縮機の

３．５％（空気重量比）吸気噴霧冷却技術、低ＮＯx 燃焼技術（運用負荷帯で１

０ｐｐｍ以下）等を開発すると共に、実機に近い条件での要素機器の信頼性・耐

久性を確認する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１１年度

（１３）エネルギー使用合理化高効率パルプ工程技術開発（運営費交付金）

①概要

紙パルプ産業では、環境に関する自主行動計画に基づき、２０１０年度までに

製品当り化石エネルギー原単位を１９９０年度比１３％削減し、ＣＯ２排出原単

位を１０％削減することを目指し、紙パルプ工程における省エネルギー対策を着

実に進めているものの、より一層の省エネルギー対策を進めるためには、技術開

発によるブレークスルーが必要となっている。紙パルプ産業は、エネルギー多消

費型産業のひとつであり、紙パルプ工程での省エネルギー対策は波及効果が大き

いことから、紙パルプ工程におけるエネルギー使用合理化に資する技術開発を提

案公募により実施する。

②技術的目標及び達成時期

京都議定書の第１約束期間中、又は、第２約束期間中を目途として実用化に至

るような技術開発を行うことで、京都議定書の第１約束期間の目標を着実に達成

するとともに、現在、検討が行われている第２約束期間に向けた省エネルギー対

策の更なる深化を進めていく。

③研究開発期間

２００５年度～２０１０年度

（１４）革新的省エネセラミックス製造技術開発（運営費交付金）

①概要

小型炉設備で生産可能な小型セラミック中空ユニットを複数組みあわせること



で、これまでその製造が難しかった複雑な形状を持つ大型セラミックス部材を省

エネで製作することができる革新的なセラミック部材製造技術を開発する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１３年度までに、高機能化された小さな精密ブロックを立体的に組み上げ、

高効率で接合、一体化をし、複雑な形状の部材や大型の部材を製造可能とする革

新的なプロセス技術の基盤を確立し、高耐性部材、高温断熱部材及び高比剛性部

材の試作を行う。

③研究開発期間

２００９年度～２０１３年度

（１５）発電プラント用超高純度金属材料開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照）

（１６）先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発（４－Ⅴ－ⅳ参照）

（１７）噴流床石炭ガス化発電プラント開発（４－Ⅴ－ⅳ参照）

（１８）石油精製高度機能融合技術開発（４－Ⅴ－ⅱ参照）

４－Ⅰ－ⅲ．時空を超えたエネルギー利用技術

（１）カーボンナノチューブキャパシタ開発プロジェクト（運営費交付金）

①概要

高純度、高密度に配向した長尺の単層カーボンナノチューブの大量合成技術を

開発するとともに、これを用いた従来よりも格段にパワー（電力）と蓄電量が大

きなキャパシタを開発する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、単層カーボンナノチューブの高度配向技術及び大量生産

技術を確立するとともに、キャパシタ製造技術を確立することで、２０Ｗｈ／Ｋ

ｇの高エネルギー密度と耐久性を有する電気二重層キャパシタを開発する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（２）イットリウム系超電導電力機器技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅳ参照）

（３）高温超電導電力ケーブル実証プロジェクト（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅳ参照）

（４）固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発(運営費交付金)(４－Ⅲ－ⅴ参照)

（５）燃料電池先端科学研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（６）固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発(運営費交付金）(４－Ⅲ－ⅴ参照）

（７）水素貯蔵材料先端基礎研究事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（８）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（９）固体酸化物形燃料電池実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（１０）大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証事業（運営費交付金）（４－Ⅳ

－ⅴ参照）

（１１）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発(運営費交付金)(４－Ⅳ－ⅴ参照)

（１２）革新型蓄電池先端科学基礎研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅲ参照）



４－Ⅰ－ⅳ．省エネ型情報生活空間創生技術

（１）グリーンＩＴプロジェクト（運営費交付金）

①概要

情報化社会の進展に伴うIT機器の消費電力の大幅な増大に対応し、抜本的な省

エネを実現するため、サーバ、ネットワーク機器等の各装置の省エネに加え、省

エネ型の巨大コンピューティング技術（グリーン・クラウドコンピューティング

技術）、パワーエレクトロニクス技術を開発する。

②技術目標及び達成時期

２０１２年度までに、ＩＴ機器・システムのエネルギー消費効率を２倍に向上

させる基盤技術を開発する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１２年度

（２）次世代高効率ネットワークデバイス技術開発（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ネットワークで

伝送されるデータ量の爆発的増加に伴い、関連機器の消費エネルギーが増大して

いる中で、ネットワーク全体の消費電力量を抑制することが喫緊の課題であり、

消費エネルギーの低減に大きく貢献するルータ・スイッチの高速化のための研究

開発を実施するとともに、機器そのものの消費エネルギーを低減するための研究

開発を実施する。

②技術的目標及び達成時期

２０１１年度までに、１チャンネルあたり４０Ｇｂｐｓ超の通信速度に対応す

るトラフィック計測・分析・管理技術や４０Ｇｂｐｓのインターフェース、さら

なる通信速度向上（１００Ｇｂｐｓ超）を実現するハードウェア技術、ＳＦＱ（単

一磁束量子）スイッチに関する実現を可能とするための基盤技術を開発する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（３）次世代大型低消費電力ディスプレイ基盤技術開発（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、次世代の大型液

晶及び大型プラズマディスプレイに関する低消費電力ディスプレイを実現するた

めの研究開発を行う。

②技術的目標及び達成時期

２０１１年度までに、液晶に関しては、高効率バックライト、革新的なＴＦＴ

アレイプロセス技術・製造装置及び低消費電力型の画像処理エンジン等に係る技

術を確立する。また、プラズマディスプレイに関しては、超低電圧駆動等に係る

技術を確立する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度



（４）有機発光機構を用いた高効率照明の開発（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、蛍光灯に代わる

高効率照明として有機ＥＬ発光機構を用いるための技術開発課題（発光効率、演

色性、面均一性、生産コスト）等を明らかにし、それをブレークスルーしうる技

術シーズを抽出する。

②技術目標及び達成時期

２００９年までに現在一般に普及している蛍光灯照明に代わる高効率照明とし

ての必要スペックを達成するとともに、次世代照明として同じく期待されている

ＬＥＤとの差別化要素を技術的に達成し、大面積／高スループット／低コストで

量産するプロセス技術を開発する。また、現在蛍光灯の間接・拡散照明が用いら

れている照明機器を代替する有機ＥＬ照明を実用的なコストで製造できる技術を

確立する。

③研究開発期間

２００７年度～２００９年度

（５）マルチセラミックス膜新断熱材料の開発（運営費交付金）

①概要

住宅やビルなどの冷暖房における大幅な省エネを実現する画期的な断熱性能を

持つ壁および窓材料を、セラミックスのナノ多孔体構造やポリマー複合化構造な

どからなるマルチセラミックス膜アセンブリ技術によって開発する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、熱貫流率（熱の伝わりやすさ）が０．３Ｗ／ｍ2Ｋ以下、

壁厚さ１０ｍｍ程度の超断熱壁材料および熱貫流率が０．４Ｗ／ｍ2Ｋ以下、光（可

視光）透過率が６５％以上（Ｌｏｗ－Ｅガラス使用）、ヘイズ率が１％以下の超断

熱窓材料を実現する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（６）超フレキシブルディスプレイ部材技術開発（運営費交付金）

①概要

製造工程等の省エネルギー化を実現するために行う。従来、表示デバイスの製

造には、真空蒸着と高温下での焼成と、それに伴う排ガス排水処理が必須であっ

た。これを、ロールｔｏロール方式に代替することで常圧、常温下での製造を実

現し、フレキシブルな薄型ディスプレイを製造する。そのために、有機ＴＦＴ材

料およびコンタクトプリント技術等を開発する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。



②技術的目標及び達成時期

２００９年度までに、実用化に向けた実証のための巻き取り方式ディスプレイ

のプロトタイプを試作する。またフレキシブルデバイス材料開発に貢献する部材

ならびに薄膜複合化技術を開発し、これらをパネル化するための実用化技術を確

立する。

③研究開発期間

２００６年度～２００９年度

（７）低損失オプティカル新機能部材技術開発（運営費交付金）

①概要

近接場光の原理・効果を応用した低損失オプティカル新機能部材技術を開発し、

実用化の目処を得ることを目的とする。動作原理に近接場光を用いるオプティカ

ル新機能部材は、従来の材料特性のみに依存した光学部品では不可能な機能・性

能を発揮し、液晶プロジェクター・液晶ディスプレイなど情報家電の省エネルギ

ー、高性能・高信頼化を図る上でのキーデバイスとなることが期待できる。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、共通基盤技術として、ナノ構造部材の設計・作製・評価

技術を開発するとともに、ナノ構造部材に発現する近接場光の機能を動作原理と

する低損失オプティカル新機能部材を検討し機能を確認する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（８）次世代光波制御材料・素子化技術（運営費交付金）

①概要

ガラス材料に関する精密モールド技術を確立し、機能性の高い光波制御素子を

低コストで生産できるプロセス技術を開発することで部材の小型化・高機能化を

図りつつ、省エネを実現する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までにサブ波長レベルの微細構造をガラス表面にモールド成形す

る技術を実現し、実装可能な具体的なデバイスを作製する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（９）次世代高効率エネルギー利用型住宅システム技術開発・実証事業

（運営費交付金）

①概要

ゼロ・エミッションハウスによる生活の大幅な省エネの実現に向け、家屋内直

流配電システムや、電力需給の状態に応じた太陽電池等の分散型電源の制御、電

力ネットワークを活用した家電の制御等、住宅全体としてエネルギーの最適制御



を行うシステムの開発・実証を行う。

②技術的目標及び達成時期

２０１１年度までに、直流給電・配電に関する規格の標準化、直流配電の電流・

電圧の規格化、蓄電池設置に係る安全規制の改正に対する提案が可能となる技術

を確立する。

③研究開発期間

２００９年度～２０１１年度

４－Ⅰ－ⅴ．先進交通社会確立技術

（１）エネルギーＩＴＳ（運営費交付金）

①概要

平成１９年５月の「次世代自動車・燃料イニシアティブ」に基づき、運輸部門

のエネルギー消費効率改善のため、自動運転・隊列走行技術、高度交通流制御技

術等の省エネルギーに資するＩＴＳ 技術の開発を行う。

②技術的目標及び達成時期

２０１２年度までにＣＯ２削減効果評価方法の確立を図るとともに、２０２０

年代に実用化が見通せる運転制御、隊列走行の基盤技術の確立を目指す。

③研究開発期間

２００８年度～２０１２年度

（２）サステナブルハイパーコンポジット技術の開発（運営費交付金）

①概要

炭素繊維複合材料は、軽量、高強度等の優れた特性を有している。従来の熱硬

化性樹脂を用いた炭素繊維複合材料では成形性・加工性に乏しくリサイクルが困

難であったため、熱可塑性樹脂を用いた炭素繊維複合材料（ＣＦＲＴＰ）の開発

を行う。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１２年度までに、炭素繊維と熱可塑性樹脂との中間基材を開発し、高速成

形技術、接合技術及びリサイクル技術を開発する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１２年度

（３）次世代構造部材創製・加工技術開発（次世代航空機用）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、航空機、高速車

両等の輸送機器への先進材料の本格導入を加速させるため、先進複合材料及び先

進金属材料について部材開発、設計試作及び評価を実施することで、軽量化によ

りエネルギー使用効率を大幅に向上させる革新的な構造部材の創製・加工技術の

開発を行う。



②技術目標及び達成時期

２０１２年度までに、複合材の構造健全性診断技術、チタン合金の創製・加工

技術を確立するとともに、航空機用エンジンへの適用を目指し、耐熱・耐衝撃性

に優れた複合材料を開発する。

③研究開発期間

２００３年度～２０１２年度

（４）環境適応型小型航空機用エンジン研究開発（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、エネルギー使用

効率を大幅に向上し、環境対策にも優れた次世代の小型航空機用エンジンの開発

にとって重要な要素技術の研究開発を行う。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、エネルギー使用効率を大幅に向上する構造設計技術、騒

音、ＮＯｘ等の環境負荷対応に優れた環境対策技術、インテグレーション技術、

高バイパス比化等の高性能化技術といった要素技術の研究開発・実証を行う。

③研究開発期間

２００３年度～２０１０年度

（５）省エネ用炭素繊維複合材技術開発

①概要

航空機、自動車、鉄道、船舶等の輸送機械等における炭素繊維複合材の適用範

囲を拡大し、省エネルギーの促進を図るため、先進的な炭素繊維複合材成形技術

や、耐雷対策の容易化技術等の研究開発・実証を行う。

②技術目標及び達成時期

２０１３年度までに、従来の方法に比べ、曲率の大きな部位の成形も行うこと

ができるＶａＲＴＭ（バータム）法等の炭素繊維複合材成形技術や、炭素繊維複

合材を用いた製品の耐雷性能を容易に確保する技術の研究開発・実証を行う。

③研究開発期間

２００８年度～２０１３年度

（６）燃料電池システム等実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（７）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照）

４－Ⅰ－ⅵ．次世代省エネデバイス技術

（１）ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発 －うち窒化物系化合物

半導体基板・エピタキシャル成長技術の開発（運営費交付金）

①概要

窒化物系化合物半導体は、パワーデバイス、高周波デバイス、発光デバイス等、

重要なデバイスの飛躍的な性能向上と消費電力削減への貢献を期待されている。

このため、従来の半導体材料では実現出来ない領域で動作可能なハイパワー・超



高効率の電子素子、超高速電子素子等の作成に必要な窒化物系化合物半導体先進

技術の国際競争力を強化すべく、高品質かつ大口径単結晶基板、高品質かつ大口

径エピタキシャル成長技術等の開発を行う。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、次世代窒化物系半導体デバイスを実現する以下結晶作製

技術を開発する。

１）基板技術（ＧａＮ、ＡｌＮバルク結晶作製技術）

・口径２～４インチで高品質エピ成膜を可能とする低コストの単結晶基板作製

技術の確立。

２）エピ技術（エピタキシャル成膜及び計測評価技術）

・低欠陥高品質エピ層を実現する成膜技術及び膜成長過程を計測評価する技術

の確立。

・高出力かつ高安定動作可能なエピ層の実現

・高耐圧超高速な新しいデバイス構造の開発

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（２）次世代低消費電力半導体基盤技術開発（ＭＩＲＡＩ）（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ＩＴ化の進展、

ＩＴ利活用の高度化を支え、あらゆる機器に組み込まれている半導体の低消費電

力化を図るため、テクノロジーノード（微細化レベル）４５ｎｍ以細の次世代低

消費電力半導体を実現するため、微細加工の基盤技術やマスク（半導体素子製造

過程で用いる原板）の低コスト化・製造時間短縮に必要な基盤技術の開発等を行

う。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、マスク設計・描画・検査の各工程に共通的なマスクデー

タ処理技術、繰り返しパターンやパターン重要度を利用した描画・検査高速化技

術等の基本的な開発及びＥＵＶＬマスク基盤技術として、許容欠陥の指標明確化、

ブランクスの位相欠陥検査技術の確立等を完了する。

③研究開発期間

２００１年度～２０１０年度

（３）半導体アプリケーションチッププロジェクト（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、情報通信機器、

特に、情報家電（車載を含む）の低消費電力化を実現できる半導体アプリケーシ

ョンチップ技術の開発を行う。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに情報家電の低消費電力化を実現できるアプリケーションチ



ップ技術を開発する。

③研究開発期間

２００３年度～２００９年度

（４）次世代プロセスフレンドリー設計技術開発（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、あらゆる機器に

組み込まれている半導体の低消費電力化を図るため、テクノロジーノード４５ｎ

ｍ以細の半導体に対応するＳｏＣ（Ｓｙｓｔｅｍ ｏｎ Ｃｈｉｐ）設計技術を

開発する。具体的には、テクノロジーノード４５ｎｍ以細の半導体の共通設計基

盤技術開発として、ＤＦＭ（Ｄｅｓｉｇｎ Ｆｏｒ Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｉｎ

ｇ）基盤技術を中核とした設計及び製造の全体最適を確保する全く新しいＳｏＣ

製造フローを開発する。

②技術目標及び達成時期

テクノロジーノード４５ｎｍ以細のＳｏＣ開発において製造性を考慮した共

通設計基盤技術を確立し、システムＬＳＩデバイスの省エネルギーを実現すると

ともに、設計生産性を従来予想に比べ２倍にすることを目標とする。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（５）半導体機能性材料の高度評価基盤開発（運営費交付金）

①概要

情報通信機器の高機能化や低消費電力化等の要求を満たす半導体集積回路を

実現するため、新たな機能性材料開発に貢献する評価基盤技術を開発し、さらに

開発した機能性材料の半導体及び半導体集積回路への適用を可能とする統合的な

ソリューション技術を開発する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術的目標及び達成時期

２０１１年度までに、半導体デバイス性能に直結する接合素子の性能性及び信

頼性等、半導体製造プロセス全体を俯瞰しつつ、機能性材料開発が可能となる評

価基盤技術を開発し、開発した機能性材料を用いた統合的なソリューションが提

案できる材料評価基盤を構築する。

③研究開発期間

２００９年度～２０１１年度

４－Ⅰ－ⅶ．その他

（１）次世代構造部材創製・加工技術開発（次世代衛星基盤）

①概要

国際商業市場における我が国衛星メーカーの競争力を強化するべく、準天頂衛

星システム※（利用者に対し、米国が運用するＧＰＳとの補完による高精度な位置

情報等の提供を可能にするシステム）の構築に不可欠な基盤技術（産業競争力強



化にも直結する衛星の軽量化、長寿命化に関する技術等）の開発を行う。本プロ

ジェクトの一部については、他部門と比較して需要増加の割合が高い運輸部門の

エネルギー消費を抑制すべく、自動車、高速車両等の輸送機器の軽量化・効率化

にも資する複合材料製造設計等の基盤技術を確立するためのものであり、エネル

ギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

※ 静止軌道と一定の角度をなす傾斜軌道に複数の衛星を配置し、見かけ上、常に

天頂付近に最低１つの衛星を位置させるシステム。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、準天頂衛星システムの構築に不可欠な基盤技術（産業競

争力強化にも直結する衛星の軽量化、長寿命化に関する技術等）の開発を実施し、

宇宙空間での技術実証を行う。

③研究開発期間

２００３年度～２０１０年度

４－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化

４－Ⅱ－ⅰ．共通

（１）新エネルギー技術実用化補助事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照）

（２）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照）

４－Ⅱ－ⅱ．バイオマス由来燃料

（１）新エネルギー技術研究開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参照）

（２）Ｅ３地域流通スタンダードモデル（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参照）

（３）バイオマス等未活用エネルギー実証事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参照）

（４）バイオマスエネルギー地域システム化実験事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参

照）

（５）セルロース系エタノール革新的生産システム開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ

参照）

４－Ⅱ－ⅲ．ＧＴＬ等の合成液体燃料

（１）天然ガスの液体燃料化（ＧＴＬ）技術実証研究（運営費交付金）（４－Ⅴ－ⅱ参

照）

４－Ⅱ－ⅳ．燃料電池自動車および水素関連技術

（１）固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発(運営費交付金)(４－Ⅲ－ⅴ参照)

（２）燃料電池先端科学研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（３）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（４）水素貯蔵材料先端基盤研究事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（５）水素社会構築共通基盤整備事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（６）燃料電池システム等実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

４－Ⅱ－ⅴ．電気自動車

（１）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照）

（２）革新型蓄電池先端科学基礎研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅲ参照）



４－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進

４－Ⅲ－ⅰ．共通

（１）新エネルギー技術研究開発（運営費交付金）

① 概要

新エネルギーの自立的普及に向けて、太陽光、風力、バイオマスなど新エネル

ギー分野でのイノベーションを促進すべく、高効率かつ低コストを目指した先進

的技術開発を実施する。具体的には以下の研究開発を実施する。

Ａ．革新的な太陽電池の開発を実施する研究拠点を形成し、海外との研究協力等を

行いながら、超長期の視野に立って、飛躍的な性能向上を目指した太陽光発電技

術の開発を推進する。（革新型太陽電池国際研究拠点整備事業）

Ｂ．中長期的に、より一層の高効率化と低コスト化を目指して、革新的な材料、構

造等を採用した太陽光発電技術の開発を推進する。（太陽光発電システム未来技

術研究開発）

Ｃ．２０２０年の目標発電コスト１４円／ｋＷｈおよび太陽光発電システムの大幅

な効率向上を実現すべく、未来技術研究開発などで得られた要素技術開発の成果

の内、実用化が期待できる太陽電池作製に係る技術について課題を設定し早期実

用化を助成する。（太陽光発電システム実用化促進技術開発）

Ｄ．電力供給源としての太陽光発電の信頼性を確立し、今後の太陽光発電システム

の円滑な普及促進を図るため、太陽光発電システムの大量普及時に不可欠な性能

評価技術やリサイクル・リユース技術等システムの共通基盤技術に係る研究等を

実施する。（太陽光発電システム共通基盤技術研究開発）

Ｅ．ＰＶシステムの普及拡大のため、「集中連系型太陽光発電システム実証研究」

の設備を有効利用しながら、認証制度にも資する複数台連系に係わる試験方法を

確立する。（単独運転検出装置の複数台連系試験技術開発研究）

Ｆ．風力発電技術の国際的な動向を把握しつつ、我が国の複雑地形における風力発

電利用上の各種課題を克服するための基礎から応用までの技術について研究開

発を行う。具体的には我が国の厳しい風特性を反映した風特性モデルの確立及び

高々度風況観測を簡便に行うためのリモートセンシング技術の精度検証・評価を

行う。

また、全国規模での落雷電流計測、落雷様相観測による雷特性の把握、落雷特

性・落雷保護対策と被害実態との相関把握、上記を踏まえた効果的な落雷保護対

策の検討及び実機規模での実雷による保護対策検証等を実施し、高精度落雷リス

クマップを作成するとともに、風力発電設備へのより効果的な落雷等に対する対

策を策定する。（次世代風力発電技術研究開発事業）

Ｇ．我が国特有の海上特性や気象・海象条件を把握し、これらの自然条件に適した

洋上風況観測法や風力発電システムに関する技術開発とその実証を行なうと共

に、環境影響評価システム手法を確立する。（洋上風力発電技術研究開発）

Ｈ．バイオマスのエネルギー利用の促進を図るためには、発生地域が分散し、形状・

性状が多種多様にわたるバイオマス資源を利用しやすい形態の有用エネルギー

へ効率的に転換できる技術を開発する。（バイオマスエネルギー等高効率転換技

術開発）



Ｉ．世界的にもベンチャー企業による太陽光発電、新型風力発電、燃料電池、バイ

オ燃料分野におけるイノベーション活動が活発化していることを踏まえ、詳細目

標設定・多段階選抜形の米国ＳＢＩＲ制度を参考に特定のキーテクノロジーに対

するベンチャーのチャレンジを強力に支援する。（新エネルギーベンチャー技術

革新事業）

② 技術目標及び達成時期

Ａ．２０５０年までに「変換効率が４０％超」かつ「発電コストが汎用電力料金並

み（７円/ｋＷｈ）」の太陽電池を実用化することを目指した研究開発の中で、変

換効率４０％超の実現に向けた技術の基礎・探索研究段階と位置づけて研究開発

を実施する。

Ｂ．２０２０年頃に業務用電力料金並の発電コスト（１４円／ｋＷｈ、モジュール

製造原価として７５円／Ｗ程度）、２０３０年頃に火力発電の発電コスト（７円

／ｋＷｈ、モジュール製造原価として５０円／Ｗ程度）の実現に向けた中・長期

的な技術開発を行う。

Ｃ．２０１５年に向けて市場競争力を備えた本格生産・商用化を目指す。

Ｄ．２０２０年度の技術開発目標である発電コスト１４円／ｋＷｈを目指し、中期

的な視点での太陽光発電の普及拡大に資する。

Ｅ．２００９年度末までに、電力系統側が受け入れ可能な、導入台数の制限のない

能動型単独運転検出装置の試験方法を確立する。

Ｆ．２０１２年度までに、風力発電の基礎から応用までの技術について、国際的な

動向を把握しつつ、我が国特有の気象・地形に起因する各種問題（風車耐久性等）

を克服するための研究開発を行って、我が国の風車産業の振興に資するとともに、

ＩＥＡ ＲＤ＆Ｄ ＷＩＮＤなどの最先端の国際的風力発電共同研究に研究成果

を反映させる。

また、２０１２年度までに、高精度落雷リスクマップを作成するとともに、風

力発電設備へのより効果的な落雷等に対する対策を策定する。

Ｇ．２０１３年度までに、我が国の海象・気象条件に適した、洋上風況観測システ

ム、洋上風力発電システム及び環境影響評価の手法等の技術を確立する。

Ｈ．２００４年度より、バイオマスエネルギー転換プロセスにおける各工程のボト

ルネックを抽出し、２００８年度までに開発が完了するよう、それぞれのボトル

ネックをブレークスルーする要素技術開発を提案公募方式により実施する。更に、

２００５年度より２００９年度まで、バイオマスのエネルギー転換・利用技術等

の分野において２０３０年の普及を目指した新規な革新的技術を発掘するため

の先導技術研究開発を提案公募方式により実施する。

Ｉ．潜在的なオプションの顕在化や関連産業分野の技術開発による技術革新により、

新エネルギー導入促進技術オプションの多様化と経済性の向上に寄与する。

③ 研究開発期間

２００７年度～２０１１年度



（２）新エネルギー技術フィールドテスト事業（運営費交付金）

① 概要

２０１０年度の新エネルギー導入目標達成に向け、新技術を活用した太陽光発

電及び太陽熱利用システムの有効性の検証、バイオマス熱利用システムの性能・

経済性等の検証、風車立地に必要な高所の風況データの収集・解析など総合的な

新エネルギーフィールドテストを実施する。具体的には以下のフィールドテスト

を実施する。

Ａ．新技術を活用した太陽光発電システム等を設置し、出力特性等の情報収集及び

分析を行うことで、その有効性を確認するとともに、ガイドラインの策定等によ

り広く情報発信を行う。（太陽光発電新技術等フィールドテスト事業）

Ｂ．新利用形態の太陽熱利用システムや未利用分野においてシステムを設置し、出

力特性等の情報収集及び分析を行うことで、その有効性を確認するとともに、ガ

イドラインの策定等により広く情報発信を行う。（太陽熱高度利用システムフィ

ールドテスト事業）

Ｃ．広く薄く賦存するバイオマスを、民間企業や研究機関等において研究開発が終

了段階をむかえた高効率に熱利用できるシステムを設置し、設置場所の熱需要に

合わせたフィールドテストを実施することにより、実運転におけるバイオマス熱

利用転換システムとしての課題抽出、解決を行い、早期実用化を図り、バイオマ

スエネルギーの導入促進を行う。（地域バイオマス熱利用フィールドテスト事

業）

Ｄ．風力発電の導入目標（２０１０年度３００万ｋＷ）を達成するため、共同研究

事業者と大型風車の導入普及に必要な高所の風況データの収集・解析・評価を行

い、公開する。（風力発電フィールドテスト事業）

② 技術目標及び達成時期

Ａ．設置システムについて、２００７年度に策定したガイドラインを２００９年度、

２０１２年度及び２０１５年度に見直し改訂する。

Ｂ．設置システムについて、２００７年度に策定したガイドラインを２００９年度

に改訂する。また、２０１２年度及び２０１５年度に見直し改訂する。

Ｃ．一定レベルまで確立されたバイオマス熱利用技術について、性能や経済性等の

状況・データを収集・分析し、熱利用システムの有効性を実証するとともに、こ

れらの結果を公表することで汎用性の高い熱利用システムの確立し、２０１０年

度のバイオマス熱利用の導入目標（３０８万ＫＬ）達成を目指す

Ｄ．２０１０年度までに、高所の風況データの解析・評価を行い、導入普及に有用

な資料の取りまとめを行い、これらの結果を風力発電事業者、研究機関や風力発

電事業を計画している各種団体等に公開することにより、風力発電導入の素地を

形成し、風力発電の導入を拡大する。

③ 研究開発期間

２００７年度～２０１１年度



（３）新エネルギー技術実用化補助金（運営費交付金）

① 概要

科学技術基本計画における戦略的技術領域・課題にかかる技術課題等で石油代

替エネルギーの製造・生成・利用に資する実用化開発を行う民間企業に対し助成

支援する。

② 技術目標及び達成時期

助成事業終了後３年以上を経過した時点で２５％の実用化達成率。加えて、知

的資産経営の方針に対する審査時の評価を通じて、「技術等の知的資産を活かす

経営の下で収益拡大を図る（技術を経営、収益につなげる）」意識を普及させる。

③ 研究開発期間

２０００年度～

（４）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金）

① 概要

産業界や社会のニーズに応える石油代替技術のシーズの発掘とその育成、並び

に、石油代替技術に関する次世代の研究リーダーの育成を図る。この目的のため、

産業界からの期待が高い技術領域・課題を提示した上で、大学や独立行政法人の

若手研究者等から研究開発テーマを募集する。厳正な外部評価によって石油代替

効果があり且つ独創的・革新的なテーマを選定し、研究者代表者個人を特定して

助成金を交付する。

② 技術目標及び達成時期

独創性のある若手研究者等を助成すると共に、中間評価ゲート方式が醸成する

競争的環境の下で企業との連携を強化させることにより、１０～１５年後の実用

化が有望な革新的石油代替技術の研究開発を促進する。本事業では革新的石油代

替技術の実用化への第１歩となる特許について、助成期間終了後の出願比率を１

００％とすることを目標とするとともに、石油代替技術に関する次世代の研究リ

ーダーの育成を図る。

③ 研究開発期間

２０００年度～

４－Ⅲ－ⅱ．太陽・風力

（１）太陽光発電無線送受電技術の研究開発

① 概要

将来の新エネルギーシステムとして期待される宇宙太陽光発電システム（ＳＳ

ＰＳ）の中核的技術として応用可能なマイクロ波による太陽光発電無線送受電技

術の確立に向け、安全性や効率性等の確保に不可欠な精密ビーム制御技術の研究

開発を行う。

② 技術目標及び達成時期

２０１２年度までに複数のフェーズドアレイパネル間の位相同期を行い、パイ

ロット信号の方向にマイクロ波を電送するレトロディレクティブ技術を活用した

精密ビーム制御技術の確立を目指す。



③ 研究開発期間

２００８年度～２０１２年度

４－Ⅲ－ⅲ．電力系統制御・電力貯蔵

（１）革新型蓄電池先端科学基礎研究（運営費交付金）

① 概要

電池の基礎的な反応原理・反応メカニズムを解明することで、既存の蓄電池の

性能向上及び革新型蓄電との実現に向けた基礎技術の確立を目指す。

② 技術目標及び達成時期

世界最高レベルの放射光施設を用いた評価装置により、蓄電池の反応メカニズ

ムを解明するとともに、２０３０年に電気自動車の航続距離５００ｋｍ、コスト

１／４０を実現すべく、新材料の開発を行う。

③ 研究開発期間

２００９年度～２０１５年度

（２）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照）

（３）大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証事業（運営費交付金）（４－Ⅳ－

ⅴ参照）

４－Ⅲ－ⅳ．バイオマス・廃棄物・地熱等

（１）Ｅ３地域流通スタンダードモデル創成事業（運営費交付金）

① 概要

離島(全域)におけるエタノール３％混合ガソリン（Ｅ３）の製造から給油まで

の大規模なフィールドテストを通じ、Ｅ３利用に関する社会システムモデルの構

築と一般社会へ適用する際の技術課題の抽出を行う。

② 技術目標及び達成時期

２０１０年の｢京都議定書目標達成計画｣の導入目標（５０万ｋｌ）に資するた

め、２００９年度にＥ３利用の社会モデルを構築し、２０１１年度までにその検

証を行う。

③ 研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（２）バイオマス等未活用エネルギー実証事業（運営費交付金）

① 概要

地域に賦存する未活用な資源であるバイオマスをエネルギーとして有効活用す

るため、溶融ガス化等熱化学的変換技術による燃料化システムやメタンガス等生

物化学的変換技術による燃料化システム等の実証試験事業、事業可能性調査等を

実施し、利用ノウハウ等を蓄積、本格的なバイオマス等エネルギーの導入を推進

する。

② 技術目標及び達成時期

２００９年度までに、バイオマス等の種別やエネルギー変換手法、更には地域



特性を加味した一連のエネルギー転換システム毎のフィージビリティスタディや

試験設備の設置により、バイオマス等の運搬・収集、エネルギー転換及びエネル

ギー利用に係るデータの収集、分析、評価を実施し、その結果をフィードバック

することによって本格的なバイオマス等エネルギーの導入を目指す。

③ 研究開発期間

２００１年度～２００９年度

（３）バイオマスエネルギー地域システム化実験事業（運営費交付金）

① 概要

バイオマスエネルギーの資源収集・運搬、転換、残渣処理、利用までの一連の

利活用システムについての、各要素の連携の最適化を図るための実証を実施する

ことによって、地域特性に適合した地域主導によるバイオマスの地産地消・地域

循環型の先導的モデルシステムを構築することによりバイオマスエネルギーの導

入を促進する。

② 技術目標及び達成時期

２００９年度までに、国内バイオマス資源の安定的かつ経済的な供給システム、

最適なエネルギー転換技術、エネルギー転換後に発生する残渣の処理等の一連の

地産地消型エネルギー転換システムについて、ノウハウ蓄積、課題抽出及びその

対策方法の策定、技術確立を行う。また、ここで確立されたバイオマスエネルギ

ーシステムは他地域への波及を先導する事例となることを目標とする。

③ 研究開発期間

２００５年度～２００９年度

（４）セルロース系エタノール革新的生産システム開発（運営費交付金）

① 概要

大規模安定供給が可能で、かつ食料と競合しない、草本系、木質系のセルロー

ス系バイオマス原料の栽培からバイオエタノール製造までの一貫生産システムを

構築し、環境負荷、経済性等を評価する。加えて、大規模生産に当たり危惧され

ている、生態系破壊、森林破壊、ライフサイクルでの環境負荷増大等の負の影響

についての適切な評価、認証等、持続可能なバイオ燃料の生産拡大を担保する社

会システム整備のあり方についても調査研究を行う。

② 技術目標及び達成時期

２０１５年までに、製造コスト４０円／Ｌ以下、エネルギー回収率３５％以上

を達成するための技術開発を行う。

③ 研究開発期間

２００９年度～２０１３年度



４－Ⅲ－ⅴ．燃料電池

（１）固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発（運営費交付金）

① 概要

自動車用、家庭・業務用等に利用される固体高分子形燃料電池（ＰＥＦＣ）の

実用化・普及に向け、要素技術、システム化技術及び次世代技術等の開発を行う

とともに、共通的な課題解決に向けた研究開発の体制の構築を図る。

② 技術目標及び達成時期

２００９年度までに、固体高分子形燃料電池の経済性・耐久性の向上や高性能

化のための技術開発を行い、燃料電池の普及段階へ向けて必要な基本的技術を確

立する。

③ 研究開発期間

２００５年度～２００９年度

（２）燃料電池先端科学研究（運営費交付金）

① 概要

燃料電池の基本的反応メカニズムについての根本的な理解を深めるために、高

度な科学的知見を要する現象解析及びそのための研究体制の整備を行い、現状の

技術開発における壁を打破するための知見を蓄積する。

② 技術目標及び達成時期

２００９年度までに、燃料電池内における反応機構を電気化学（電極触媒反応、

イオン移動、分子移動等）及び材料化学（溶解・腐食反応、錯形成反応、ラジカ

ル反応、固相内拡散等）の観点から解明する。また、燃料電池新技術の性能を適

切に評価・実証するための基本システムを構築する。

③ 研究開発期間

２００５年度～２００９年度

（３）固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発（運営費交付金）

① 概要

固体酸化物形燃料電池(ＳＯＦＣ)は発電効率が高く、分散型電源として期待さ

れるが、実用化・普及のためには耐久性・信頼性向上、低コスト化等の課題を解

決することが必要であり、材料開発や劣化要因解明など基盤的な要素技術の研究

を行う。

② 技術目標及び達成時期

２０１２年度までに、①耐久性・信頼性の向上のための劣化要因解明等の基礎

研究、②低コスト化のための材料等や高出力セルスタックの開発、③起動停止対

応等の実用性向上のための技術開発を実施する。

③ 研究開発期間

２００８年度～２０１２年度



（４）セラミックリアクター開発（運営費交付金）

① 概要

低温域かつ高効率なエネルギー変換を可能とする次世代型セラミックリアクタ

ーの実現のため、世界最高効率の燃料電池ミクロセルの集積構造技術等の開発を

行う。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

② 技術目標及び達成時期

２００９年度までに、新電解質材料の適用や電極反応の高効率化等による、低

温作動時 (６５０℃以下)での出力性能を向上させる材料技術と共に、ミクロセ

ルの集積構造化や精緻なインターフェース構築のための製造プロセス技術を開発。

そして、これらの技術を統合することにより、次世代型セラミックリアクターと

してのプロトタイプモジュール実証（出力性能２ｋＷ／Ｌ等）を行う。

③ 研究開発期間

２００５年度～２００９年度

（５）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金）

① 概要

水素の製造･輸送・貯蔵等に係る機器やシステムについて、性能・信頼性･耐久

性の向上や低コスト化を目指す水素利用技術の研究開発を行い、水素社会の実現

に必要な基盤技術の確立を図る｡

② 技術目標及び達成時期

２０１２年度までに、水素製造・貯蔵・輸送・充填に関する機器やシステムの

信頼性・耐久性向上、低コスト化、性能向上等実用化検証や要素技術開発、及び

当該技術を飛躍的に進展させることができる革新的技術開発や調査研究などを行

い、その成果を産業界に提供することにより、水素エネルギー初期導入間近の関

連機器製造・普及技術として完成させ、水素社会の真の実現に必要な基盤技術の

確立を図る。

③ 研究開発期間

２００８年度～２０１２年度

（６）水素貯蔵材料先端基盤研究事業（運営費交付金）

① 概要

世界トップ水準の優れた研究者を中核に、国内外の研究機関・企業のバーチャ

ルな連携の下、高圧水素貯蔵に比べよりコンパクトかつ効率的な水素貯蔵を可能

とする水素貯蔵材料の性能向上に必要な条件等を明らかにすることにより、燃料

電池自動車の航続距離の飛躍的向上を図る。

② 技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、水素貯蔵材料の基本原理、さらには水素貯蔵能力の革新

的向上に必要な条件を明らかにすることにより、水素をより安全・簡便・効率的

かつ低コストに輸送・貯蔵するための技術基盤を確立する。



③ 研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（７）水素先端科学基礎研究事業（運営費交付金）

① 概要

水素の輸送や貯蔵に必須な材料に関し、水素脆化等の基本原理の解明及び対策

の検討を中心とした高度な科学的知見を要する先端的研究を、国内外の研究者を

結集し行うことにより、水素をより安全・簡便に利用するための技術基盤を確立

する。

② 技術目標及び達成時期

２０１２年度までに、水素脆化、水素トライボロジーの基本原理の解明及び対

策の検討等を行い、水素をより安全・簡便に利用するための技術指針を産業界に

提供する。

③ 研究開発期間

２００６年度～２０１２年度

（８）水素社会構築共通基盤整備事業（運営費交付金）

① 概要

燃料電池の導入・普及に資する基盤整備のため、製品性能の試験・評価手法及

び国内外の基準・標準の確立を図る。

② 技術目標及び達成時期

２００９年度を目途に、安全性等に係るデータを取得し、そのデータを基に試

験・評価手法の確立、国際標準の確立、規制の再点検を三位一体で進める。

③ 研究開発期間

２００５年度～２００９年度

（９）固体酸化物形燃料電池実証研究（運営費交付金）

① 概要

発電効率が高く、分散型電源として期待される固体酸化物形燃料電池（ＳＯＦ

Ｃ）の研究開発・実用化の促進のため、耐久性を始めとしたデータの取得・課題

抽出等のための実証を実施する。

② 技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、ＳＯＦＣシステムの実証試験を数十～数百台規模で実施

し、蓄積が不足している耐久性を始めとした実証データの取得・課題抽出等を行

い、ＳＯＦＣ技術開発等へのフィードバックを行う。

③ 研究開発期間

２００７年度～２０１０年度



（１０）燃料電池システム等実証研究（運営費交付金）

① 概要

実条件に近い中での燃料電池自動車等の実証走行や、高圧水素貯蔵システム、

多角的な燃料供給システムの検証を進め、水素エネルギー社会における水素利用

の課題等を抽出するとともに、燃料電池・水素に対する国民的理解の醸成を図る。

② 技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、実使用条件下における技術的課題を抽出するとともに、

環境特性、エネルギー総合効率、安全性、耐久性等に関する基準・標準に資する

データを取得し、燃料電池自動車、水素ステーションの研究開発等へのフィード

バックを行う。

③ 研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（１１ ）将来型燃料高度利用技術開発（４－Ⅴ－ⅱ参照）

４－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保

４－Ⅳ－ⅰ．軽水炉・軽水炉核燃料サイクル

＜新型軽水炉＞

（１）次世代軽水炉等技術開発

①概要

２０３０年前後に見込まれる大規模な代替炉建設需要に対応するため、安全

性・経済性、信頼性等に優れ、世界標準を獲得し得る次世代軽水炉の技術開発を

行

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、次世代軽水炉の実現に必要となる要素技術開発等及びプ

ラント概念の成立性について見通しを得るための概念設計検討を行う。

③研究開発期間

２００８年度～２０１０年度（見直し）

＜軽水炉使用済燃料再処理技術の高度化＞

（２）使用済燃料再処理事業高度化

①概要

再処理施設で用いられるガラス固化技術について、より多くの白金族元素等を

含む高レベル廃液を溶融可能な新しい性状のガラスを開発するとともに、これに

対応しうる新型の溶融炉を開発することにより、我が国の使用済燃料再処理技術

の高度化を図る。新型ガラス溶融炉の開発に際しては、六ヶ所再処理工場の運転

経験を反映する研究もあわせ行う。

②技術目標及び達成時期

より多くの白金族元素等を含む高レベル廃液を溶融可能なガラス及び溶融炉の

開発等によって、より高品質のガラス固化体を製造可能なガラス固化技術を開発

する。



また、本事業によって開発されたガラス固化技術を、５年程度で更新が計画さ

れている日本原燃株式会社六ヶ所再処理工場のガラス溶融炉及び同工場のガラス

固化施設の運転に反映させる。

③研究開発期間

２００９年度～２０１１年度

＜プルサーマルの推進＞

（３）全炉心混合酸化物燃料原子炉施設技術開発

①概要

プルサーマルが当面のプルトニウム利用策として期待されていることを踏まえ、

既存の軽水炉に比べ約３倍のプルトニウムを装荷することができる全炉心混合酸

化物燃料原子炉に必要な技術開発を行う。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、原子炉の開発に必要な設計、解析、試験等を行い、全炉

心混合酸化物燃料原子炉技術を確立する。

③研究開発期間

１９９６年度～２０１１年度

＜軽水炉サイクルから高速増殖炉サイクルへの円滑な移行のための技術開発＞

（４）高速炉再処理回収ウラン等除染技術開発

①概要

ＦＢＲ実証炉及び関連サイクル施設の早期実現を図るため、文部科学省と連携し、

「高速増殖炉サイクル実用化研究開発」を推進する。そのなかで、次世代再処理工場

から発生する高線量回収ウラン等を既存軽水炉燃料製造施設で取扱可能とする、次

世代再処理工場と調和可能な回収ウラン等の除染技術について、調査・基礎試験等を

行い、商業的に利用可能な除染技術候補の検討等を実施する。選定された技術につ

いては、プロセス試験等を実施する。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、回収ウラン等の除染プロセスの候補技術の洗い出し及び

候補プロセス技術の基礎試験を終了し、次世代再処理技術との適合性の検証を行

い、プロセス試験を実施すべき除染プロセス技術を選定する。

また、２０１５年までに、選定した除染プロセス技術について工学化規模での

プロセス試験を行い、商業的に利用可能な転換前高除染技術としての実効性を検

証する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１５年度

＜ウラン濃縮技術の高度化＞

（５）遠心法ウラン濃縮技術開発

①概要

我が国におけるウラン濃縮技術や生産能力の維持・向上のため、世界最高水準



の性能を有するなど国際的に比肩し得る経済性と性能を有する新型遠心分離機を

開発する。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに、国際役務価格＄１００／ｋｇＳＷＵ相当を目指して、現

在実用化している金属胴遠心分離機の約５倍という高い分離性能や同遠心分離器

を上回る寿命など国際的に比肩し得る技術レベルを有する新型遠心分離機の開発

を目指すとともに、最終仕様の新型遠心分離機を多数台用いたカスケード試験の

実施により商用プラントとしての信頼性を確立し、運転要領の策定を行う。

③研究開発期間

２００２年度～２００９年度

＜回収ウラン＞

（６）回収ウラン利用技術開発

①概要

六ヶ所再処理工場で回収される回収ウランを再濃縮し、再び軽水炉で利用する

ため、濃縮施設等既存施設への影響等を把握し、転換プロセスを中心とした回収

ウラン利用技術を開発する。併せて劣化ウラン酸化固形化についても検討を行う。 
②技術目標及び達成時期

２０１２年頃までに、劣化ウランの取扱・管理の容易さや貯蔵効率を向上させ

るための劣化ウラン酸化固形化（再転換を含む）技術の研究開発を行い、同技術

に係る基礎プロセスを確立する。２０１５年度頃までに、再処理により回収され

る回収ウランの濃縮が可能な商用遠心分離機の設計を確定する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１５年度

＜共通基盤技術開発＞

（７）革新的実用原子力技術開発

①概要

第４世代原子力システムに関する国際フォーラム（ＧＩＦ）や国際原子力エネ

ルギー・パートナーシップ（ＧＮＥＰ）等の国際協力枠組みにおいて国際連携に

よる研究開発が提案されている技術分野や、近年希薄化が懸念される原子力を支

える基盤技術分野について、産業界の参画やニーズ提示のもと、大学等が実施す

る研究活動への支援や将来の原子力人材の育成を実施しており、各分野の目的に

沿った革新的な技術開発を行う。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度まで、基盤技術分野、国際協力技術分野において個別テーマ毎に

研究開発を実施する。

③研究開発期間

２０００年度～２０１１年度（見直し）



４－Ⅳ－ⅱ．高速増殖炉（ＦＢＲ）サイクル

（１）発電用新型炉等技術開発

①概要

ＦＢＲ実証炉及び関連サイクル施設の早期実現を図るため、文部科学省と連携

し、「高速増殖炉サイクル実用化研究開発」を推進する。具体的には、実証炉に必

要な要素技術のうち、設計・建設段階において必要となる実プラント技術として、

格納容器設計技術、耐震性評価技術、高温材料設計技術、保守・補修技術、大型

構造物製作技術の試験等を実施する。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、実証炉の概念設計へ反映しうる設計基準データ等の技術

的根拠を得る。

③研究開発期間

２００７年度～２０１０年度

（２）高速炉再処理回収ウラン等除染技術開発（４－Ⅳ－ⅰ参照）

４－Ⅳ－ⅲ．放射性廃棄物処理処分

（１）地層処分技術調査等

①概要

ⅰ）地層処分共通技術開発

高レベル放射性廃棄物等の地層処分における共通的技術として、今後段階的

に進められる処分地選定の際に重要となる地質等調査技術の高度化開発を行う。 
ⅱ）高レベル放射性廃棄物関連処分技術開発

高レベル放射性廃棄物処分に係る基盤技術として、人工バリア等の長期性能

評価技術、処分場操業の際のオーバーパック溶接や搬送・定置等の遠隔操作技

術の開発を行う。 
ⅲ）ＴＲＵ廃棄物処分関連技術開発

ＴＲＵ廃棄物の地層処分に係る基盤技術として、高レベル放射性廃棄物との

併置処分の可能性も念頭に、ＴＲＵ廃棄物に固有に含まれる核種の閉じ込め技

術や人工バリア等の長期性能評価技術の開発を行う。 
②技術目標及び達成時期

ⅰ）地層処分共通技術開発

２０１１年度までに、処分地選定の初期段階で必要となる地上からの調査技

術のうち、特に沿岸域の環境や高精度での地下水評価等に係る調査評価技術の

高度化・確証を行う。 
ⅱ）高レベル放射性廃棄物関連処分技術開発

２０１１年度までに、人工バリア等の長期性能評価技術や遠隔操作等の工学

技術について高度化を図り、幅広い地質環境に対応可能な技術選択肢と成立性

を提示する。

ⅲ）ＴＲＵ廃棄物処分関連技術開発

２０１１年度までに、ＴＲＵ廃棄物に固有に含まれるヨウ素１２９や炭素１



４の閉じ込め、高アルカリ環境下での人工バリアの性能評価等に関し、幅広い

地質環境に対応可能なデータ・モデルの整備と技術選択肢の提示を行う。 
③研究開発期間

１９９８年度～２０１１年度

（２）管理型処分技術調査等

ⅰ）地下空洞型処分施設性能確証試験

①概要

ＴＲＵ廃棄物や発電所廃棄物等の余裕深度処分において検討されている「地下

空洞型処分施設」の成立性確認のため、実規模大の空洞を利用した総合的な確証

試験を行う。 
②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、実規模大の空洞内にコンクリートピット等からなる地下

空洞型処分施設を構築し、施工性や初期性能の総合的な確証を行う。 
③研究開発期間

２００６年度～２０１１年

（３）放射性廃棄物共通技術調査等

①概要

ⅰ）放射性廃棄物重要基礎技術研究調査

放射性廃棄物処分に係る国内外の最新知見の収集・分析、重要かつ基礎的な

課題の抽出並びに研究を実施し、長期に及ぶ処分事業等を支える技術基盤の拡

充を図る。 
ⅱ）放射性核種生物圏移行評価高度化調査

放射性廃棄物処分の安全評価に共通的な基盤情報として、生物圏における核

種移行プロセスを評価するため、日本の風土を反映した核種移行パラメータ・

モデルを整備する。

②技術目標及び達成時期

ⅰ）放射性廃棄物重要基礎技術研究調査

２０１１年度までに、放射性廃棄物処分に共通的な重要基礎技術として、地

質環境の長期安定性評価、人工バリアや岩盤の長期挙動評価等に係る知見を整

備する。

ⅱ）放射性核種生物圏移行評価高度化調査

２０１１年度までに、沿岸域の環境も含めたわが国表層環境への適用とＴＲ

Ｕ廃棄物に固有の核種等を考慮した、生物圏核種移行のモデルとデータベース

を構築する。

③研究開発期間

２００１年度～２０１１年度



４－Ⅳ－ⅳ．原子力利用推進に資する電力系統技術

（１）イットリウム系超電導電力機器技術開発（運営費交付金）

①概要

世界的にも我が国が最先端の技術力を有する次世代高温超電導線材を活用し、

経済社会の基盤となる電力の安定的かつ効率的な供給システムを実現するため、

系統を適正に制御し、電力供給を安定化させるための技術及び発電電力を無駄な

く輸送するための高効率な送電技術の確立を目指す。

②技術目標及び達成時期

２０１２年度までに、イットリウム系超電導線材を用いたＳＭＥＳ、電力ケー

ブル、変圧器実現のための重要な技術開発を行い、各機器の成立性を実証する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１２年度

（２）高温超電導ケーブル実証プロジェクト（運営費交付金）

①概要

革新的な高効率送電技術を確立して高温超電導ケーブルの実用化を促進するた

め、工業生産プロセスで実用化レベルに達している高温超電導線材（ＤＩ－ＢＳ

ＣＣＯ等）を活用し、首都圏の系統に接続する実証試験及び評価を行う。

なお、本事業は、発電用施設による電気の供給の円滑化を図る観点から行うも

のである。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、２００ＭＶＡ級の中間接続部を有した三心一括型高温超

電導ケーブルを、冷却装置や保護装置などの付帯設備とともに６６ＫＶ実系統に

接続して、１２ヶ月以上の長期連系試験を行うことによって総合的な安全性や信

頼性を実証する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１２年度

４－Ⅳ－ⅴ．その他電力供給安定化技術

（１）大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証事業（運営費交付金）

①概要

大規模太陽光発電を電力系統に連系した場合に課題となる系統安定化対策やピ

ーク対策のための技術等を開発するとともに、その有効性を実証する。

また、国内外の先進的な次世代技術の価格性能を比較することを通じて技術開

発を加速する。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、下記の実証研究を行い、その有効性を確認する。

（イ）蓄電池等を組み合わせた出力変動抑制システムの有効性。

（ロ）発電出力のピーク制御（午後のピーク帯へのシフト）の有効性。

（ハ）大型インバータによる高調波抑制システムの有効性。

（ニ）国内外メーカーの太陽電池モジュールの特性比較を行い、性能、経済性等



を比較・検証。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（２）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金）

①概要

蓄電池技術は、新エネルギーの出力安定化や燃料電池自動車（ＦＣＶ）・ハイブ

リッド自動車（ＨＥＶ）・電気自動車（ＥＶ）等の高効率次世代自動車に共通する

重要なコア技術である。そこで、高性能蓄電システムに係る要素技術開発、新材

料開発及び基盤技術の開発を行う。

Ａ．系統連系円滑化蓄電システム技術開発

Ｂ．次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発

②技術目標及び達成時期

Ａ．２０１０年度末において、寿命１０年、コスト４万円／ｋＷｈ、１ＭＷ規模

のシステムおよび要素技術の確立と２０３０年において寿命２０年、コスト１．

５万円／ｋＷｈ、２０～３０ＭＷ規模の蓄電システムを見通せる技術開発。ま

た、新エネルギー対応の充放電パターン等、基礎データの整備、大型化に伴う

安全性や寿命等の評価手法の確立。

Ｂ．２０１１年度末において、電池開発では、０．３ｋＷｈモジュールを作製し、

重量エネルギー密度１００Ｗｈ／ｋｇ、出力密度２０００Ｗ／ｋｇ、寿命１０

年、コスト４万円／ｋＷｈを達成すること（条件：３ｋＷｈの組電池、１００

万台生産ベース）。電池構成材料及び電池反応制御技術の開発では重量エネル

ギー密度２００Ｗｈ／ｋｇ、出力密度２５００Ｗ／ｋｇ、コスト３万円／ｋＷ

ｈを小型単電池で達成すること（上記と同条件）。たま、電池周辺機器開発で

は、格段の高性能化、コンパクト化、低コスト化を達成すること。さらに、重

量エネルギー密度５００Ｗｈ／ｋｇを見通せる新規概念・構造の蓄電池基礎開

発の他、劣化・寿命診断法、安全性評価などの各種試験法等の開発およびそれ

ら共通基盤技術の基準・標準化。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（３）発電プラント用超高純度金属材料の開発（運営費交付金）

①概要

超高純度金属材料を発電設備の蒸気配管等に実用化することを目指し、高純度金属

材料の高度化に向けた低コスト・量産化製造技術を開発し、実使用環境における超高

純度金属材料の耐久性試験等を行う。 
なお、本事業は、発電用施設における電気の供給の円滑化を図る観点から行うもの

である。

②技術目標及び達成時期

２００９年までに、不純物総量１００ｐｐｍ未満、溶解量数１００ｋｇ以上での低

コスト・量産化技術製造技術を開発するとともに、製造された超高純度材料が発電プ



ラントの各種機器に適用でき、本材料の持つ優れた特性を長期に亘って発揮できるこ

とを確認する。

③研究開発期間

２００５年度～２００９年度

４－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用

４－Ⅴ－ⅰ．石油・天然ガス・石炭の探鉱・開発・生産技術

（１）石油・天然ガス開発・利用促進型大型／特別研究（運営費交付金）

①概要

石油及び可燃性天然ガス資源の開発に係る技術の振興を図る観点から、大水深、

複雑な地層といった悪条件化が進む石油・天然ガスの探鉱・開発技術、利用拡大

が見込まれる天然ガス田の開発促進に資する天然ガス有効利用技術等について、

短期間で実用化が期待され、民間ニーズに直結した研究開発を提案公募により実

施する。

②技術目標及び達成時期

２０１２年度までに、我が国の石油・天然ガスの探鉱・開発技術力の向上、及

び天然ガスの利用の促進に向けた天然ガスの有効利用技術の開発を行う。

③研究開発期間

２００１年度～２０１２年度

（２）石炭生産技術開発

①概要

石油代替エネルギーである石炭の安定供給を図るため、発熱量が低いものの低

灰分、低硫黄といった特徴を有する低品位炭の有効利用を目的として、低品位炭

の発熱量を高め、自然発火性を抑制する低品位炭改質技術を開発する。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに、3500～5000kcal/kg の発熱量の低品位炭を瀝青炭並みの

6000kcal/kg 以上に改質する低品位炭改質技術を開発し、600t/d 大型実証プラン

トでの製造技術を確立する。

③研究開発期間

２００６年度～２００９年度

（３）石油精製物質等簡易有害性評価手法開発（運営費交付金）

①概要

石油の生産及び流通の合理化を図る観点から、石油製品等に含まれる化学物質

によるリスクを把握し、必要な対策を適切に行うことを可能とするため、ｉｎｖ

ｉｔｒｏ培養系技術等の活用により遺伝子組換え細胞等を用いたｉｎｖｉｔｒｏ

系簡易有害性予測手法、また、トキシコゲノミクスを活用した短期動物試験結果

と相関する遺伝子発現データセットを開発する。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、遺伝子導入技術、幹細胞分化誘導技術、生物発光技術等



を適用した培養細胞を用いて、試験期間１ヶ月程度、発がん性、催奇形性及び免

疫毒性を予測評価できる試験手法を開発し、また、遺伝子発現解析技術を短期動

物試験に適用し、２８日間反復投与試験結果と相関する遺伝子発現データセット

を完成させる。また、標準的な試験プロトコルを策定する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（４）石油資源遠隔探知技術の研究開発

①概要

我が国が開発・運用する多様な地球観測センサ（ＡＳＴＥＲ、ＰＡＬＳＡＲ等）

の地球観測データを用いて、石油・天然ガス等の安定供給確保のため、資源開発・

探査、環境観測等に有効なデータの処理解析手法の研究開発を行う。また、地球

観測データのような大容量のデータを容易に扱えるシステムの研究開発を実施す

ることで資源開発・探査、環境観測を含む多様な分野でのリモートセンシングの

利用拡大を図る。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、資源開発・探査、環境観測等の分野における地球観測デ

ータ処理・解析技術の向上及び地球観測データの利用の拡大を図る。

③研究開発期間

１９８１年度～２０１０年度

（５）ハイパースペクトルセンサ等の研究開発（運営費交付金）

①概要

資源開発に有効な岩石・鉱物や地質構造解析の高次元解析を可能とするハイパ

ースペクトルセンサの開発を行うとともに、軌道上におけるデータ取得の実証を

行い、センサ技術の確立を行う。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までにスペクトル分解能２００バンド前後のハイパースペクトル

センサを開発し、地表面のスペクトル情報を取得して資源開発に有効なセンサ技

術の実証を行う。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（６）次世代合成開口レーダ等の研究開発

①概要

石油の生産及び流通の合理化を図る観点から行うものであり、石油及び可燃性

天然ガス資源等の開発に資するため、資源探査能力を格段に向上した合成開口レ

ーダである次世代合成開口レーダ（ＰＡＬＳＡＲ）の健全性評価やセンサを維持

することにより、取得される画像データを用いた石油・天然ガス資源の遠隔探知

を行う技術を確立する。



②技術目標及び達成時期

ＰＡＬＳＡＲの開発、健全性の評価・維持を実施することにより、２０１０年

度までに、レーダ技術の高度化（アンテナ指向の電子制御化、分解能の向上、多

偏波観測等）を図る。

③研究開発期間

１９９３年度～２０１０年度

（７）極軌道プラットフォーム搭載用資源探査観測システムの研究開発

①概要

石油の生産及び流通の合理化を図る観点から行うものであり、石油及び可燃性

天然ガス資源等の開発に資するため、資源探査能力を格段に向上した光学センサ

である資源探査用将来型センサ（ＡＳＴＥＲ）の健全性評価やセンサを維持する

ことにより、取得される画像データを用いた石油・天然ガス資源の遠隔探知を行

う技術を確立する。

②技術目標及び達成時期

ＡＳＴＥＲの開発、健全性の評価・維持を実施することにより、２０１０年度

までに、センサ技術の高度化（ポインティング機能の追加、分解能の向上、熱セ

ンサの搭載等）を図る。

③研究開発期間

１９８７年度～２０１０年度

４－Ⅴ－ⅱ．石油・天然ガスの有効利用技術

（１）石油燃料次世代環境対策技術開発

①概要

バイオマス燃料から製造した石油製品が自動車排出ガスに及ぼす影響、新たな

自動車燃焼技術（自着火燃焼（着火までに燃料と空気を十分に混合し、その混合

気体を点火プラグの使用なしで圧縮することにより着火させる燃焼法でＮＯｘ排

出低減、熱効率が高い等の利点がある））に適応した燃料に関する技術開発を実施

する。

また、建設機械、発電機等のオフロードエンジンの排ガスによる環境負荷低減

や石油燃焼機器の効率的な利用を進めるための技術開発を実施する。

②技術目標及び達成時期

バイオマス燃料の利用時における、燃料と自動車エンジン技術の両面の影響評

価を進め、技術的課題を解決し、運輸部門における燃料多様化を目指す。

また、オフロードエンジンの規制は欧米が先行していることから、２０１２年

頃、欧米において規制強化が予定されている排ガス規制に対応した技術を確立し、

我が国における規制強化に対応可能な燃焼技術を実現することを目指す。

③研究開発期間

２００２年度～２０１１年度



（２）石油精製高度機能融合技術開発

①概要

石油精製業を中心とする石油コンビナート全体の横断的かつ高度な運営機能の

融合を図り、単独企業のみでは達成困難なコンビナート域内の省資源、省エネル

ギーの向上を進めるため、異業種異企業間における限りある貴重なエネルギー資

源の利用効率の高い生産技術に関し技術の開発・実証を行う。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに、我が国における他のコンビナートへの波及効果を含め、

ＣＯ２排出量を６３万トン／年削減可能とする技術を確立する。

③研究開発期間

２００６年度～２００９年度

（３）将来型燃料高度利用技術開発

①概要

省エネ、二酸化炭素削減効果が見込まれる燃料電池自動車の燃料である高純度

（９９．９９％以上）水素を安定的かつ経済的に供給することは重要である。石

油は、その長所として豊富な水素供給余力と安価な水素製造技術及び全国に展開

した災害に強いガソリンスタンドを保有している。これら石油の長所を活かした

水素供給システムの確立により、水素社会の早期実現に貢献するものである。本

事業では、製油所からの高純度水素供給技術開発とガソリンスタンドを拠点とす

る高純度水素製造技術開発を行う。

②技術目標及び達成時期

コスト低減のため製油所におけるナフサから高効率（８０％以上）な高純度水

素製造を可能とする新たな技術を開発する。また、供給地のガソリンスタンドに

おいて有機ハイドライドから高純度の水素を高効率（８０％）に取り出すための

水素発生装置を開発する。また、脱硫後の灯油硫黄分を検出限界以下の１０ｐｐ

ｂ以下とする脱硫剤の開発を行うとともに、貴金属使用量を２－３ｗｔ％から０．

５ｗｔ％以下まで低減しても、従来と同等の高い性能が維持できる改質触媒を開

発する。さらに、膜分離型反応器を用いた９９．９９％高純度水素の製造効率を

８０％、４万時間の耐久性が期待できる水素製造システムを開発する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１０年度

（４）革新的次世代石油精製等技術開発

①概要

原油価格の高騰・高止まりや原油の重質化と製品需要構造変化等の石油を巡る

大きな環境変化のなか、連産品である石油製品を今後とも長期的に安定化かつ効

率的に供給するためには、製油所の更なる高度化に向けた技術の開発実用化が必

要である。このため、非在来型原油を含めた重質油を原料として、製油所におけ

るボトムレス化、余剰となる分解留分の高付加価値等のためのプロセスや触媒技

術等の開発を行う。また、次世代の技術シーズ創出のため、これまでの技術とは



異なる発想により我が国唯一の革新的な新規触媒研究、新規膜分技術研究、新規

製造プロセス研究等を産官学の連携等により実施する。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに重質油対応型高過酷度接触流動分解技術（ＨＳ－ＦＣＣ）

については、３千ＢＤ規模（商業レベルの１／１０規模）の実証研究を通じ、プ

ロピレン収率２０％以上（既存技術４％程度）、将来不足が予想される高オクタン

価ガソリン基材（ＲＯＮ９８（既存技術９２程度））の製造を可能とする技術を確

立する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（５）次世代高信頼性ガスセンサー技術開発

①概要

一酸化炭素中毒やガス漏れなどのガス事故を限りなくゼロに近づけるため、セ

ンサ素子のナノレベルでのメカニズム解析及び開発設計を行い、コードレスで高

信頼性を有する次世代高信頼性ガスセンサ（ＣＯセンサ・メタンセンサ）を開発

する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、最先端のナノテクノロジー及びＭＥＭＳ技術を導入し、

電池駆動で５年以上の長寿命、高信頼性（数百ｐｐｍ以下の故障率）、低コストな

ＣＯとメタンのセンサを開発する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１１年度

（６）天然ガスの液体燃料化（ＧＴＬ）技術実証研究（運営費交付金）

①概要

硫黄等を含まず排出ガスがクリーン、着火性が高いという特徴を有することか

ら石油系燃料代替として期待されるＧＴＬについて、天然ガス中に含まれるＣＯ

２を除去せず、原料として積極的に活用することから、従来利用が困難であった

ＣＯ２を多く含むガス田からの天然ガスが利用可能、ＣＯ２除去装置が不要であ

ることによる生産設備コストの低減が可能、といった強みを有する我が国独自の

ＧＴＬ製造技術の確立を図る。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、実証プラントによる運転研究（５００バレル／日）を行

い、商業規模でのＧＴＬ製造技術を確立する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（７）石油・天然ガス開発・利用促進型大型／特別研究（運営費交付金）（４－Ⅴ－ⅰ

参照）

（８）高効率ガスタービン実用化技術開発（４－Ⅰ－ⅱ参照）



４－Ⅴ－ⅲ．メタンハイドレート等非在来化石資源の利用技術

（１）メタンハイドレート開発促進委託費

①概要

日本周辺海域に相当量の賦存が見込まれ、国産のクリーンなエネルギー資源と

して有望なメタンハイドレートを利用可能とするため、資源量評価手法、生産手

法及び環境影響評価手法等の確立のための技術開発を行う。

②技術目標及び達成時期

２０１６年度までに、商業的産出のための技術を整備することを目指し、日本

周辺海域におけるメタンハイドレートの賦存状況と特性の明確化、有望賦存海域

からのメタンハイドレート資源フィールドの選択及び現場産出試験等による生産

手法の確立等を推進する。

③研究開発期間

２００１年度～２０１６年度

（２）革新的次世代石油精製等技術開発（４－Ⅴ－ⅱ参照）

４－Ⅴ－ⅳ．石炭クリーン利用技術

（１）革新的ゼロエミッション石炭火力発電プロジェクト

①概要

石炭の高効率な利用を図るために、

ⅰ． 酸素吹きによる石炭ガス化発電の開発実証及び化学吸収法によるＣＯ２の

分離・回収技術の実証

ⅱ．石炭ガス化発電からＣＣＳまで一貫したトータルシステムの設計等

ⅲ．次世代ＩＧＣＣ（石炭ガス化複合発電）など革新的な石炭ガス化技術にか

かる先進基盤研究

を行う。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに、パイロットプラントにおいて、高圧の石炭ガスからＣＯ

２の分離・回収技術の確立及びガス化炉の信頼性向上へ向けて、３炭種以上の適

応炭種拡大試験を実施する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１２年度

（２）国際革新的ゼロエミッション石炭火力発電プロジェクト補助金

①概要

石炭火力発電から排出されるＣＯ２の削減技術について諸外国との実証事業等

を実施し、当該技術の普及基盤を整備することにより、エネルギー供給に対する

環境上の制約を取り除き、もって我が国エネルギー需給構造の安定化を図る。

②技術目標及び達成時期

石炭ガス化技術等実証普及事業では、海外において取り組みが進められている

ゼロエミッション型石炭火力発電の石炭ガス化・発電技術、ＣＯ２分離回収技術、



ＣＯ２輸送貯留技術等に関する情報収集や関連する技術調査の実施等により、我

が国におけるゼロエミッション型石炭火力発電の実用化開発に資する技術・知見

を得る。

酸素燃焼国際共同実証事業では、既存の微粉炭火力発電の改造による酸素燃焼

方式のゼロエミッション型石炭火力発電プラントの実用化を目標とするものであ

り、既存のプラントの改造により対応可能であること、酸素燃焼を行うことによ

り、燃焼ガスからＣＯ２を分離する装置が不要であることから、比較的低コスト

で極めて大きなＣＯ２削減効果が期待できる。

石炭火力発電原油増進回収国際共同事業では、２００８年５月の日中首脳会談

で合意された「日中間でのＣＣＳ－ＥＯＲ（二酸化炭素の回収・貯留、石油増進

回収法）協力」に係る日中共同事業として、中国における石炭火力発電ＣＣＳ－

ＥＯＲ事業の事前調査としてＣＣＳ－ＥＯＲの有効性確認、ＣＣＳ－ＥＯＲの経

済性・事業実現性等を検討する。これらにより、多量のＣＯ２排出削減を実現す

るモデルの構築、世界のＣＯ２排出削減への貢献が期待出来る。

③研究開発期間

２００７年度～２０１６年度

（３）先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発費補助金

①概要

従来の超々臨界圧火力発電（ＵＳＣ）は、蒸気温度の最高温度は６３０℃程度

が限界で、送電端熱効率も４２～４３％が原理的限界といわれてきた。しかしな

がら、近年の材料技術の進歩により、７００℃以上の蒸気温度を達成できる可能

性が見えてきたことから、これらの材料を活用した先進超々臨界圧火力発電技術

（Ａ－ＵＳＣ）の開発を行うものである。Ａ－ＵＳＣ は、蒸気温度７００℃級で

４６％、７５０℃級で４８％の高い送電端熱効率の達成が可能な技術であり、２

０２０年以降増大する経年石炭火力発電のリプレース需要に対応するため、早急

に技術開発を進める必要がある。そのため、ボイラーメーカー、タービンメーカ

ー及び材料メーカーが共同でＡ－ＵＳＣ の技術開発に取り組む。

②技術目標及び達成時期

平成２２年度までにシステム基本設計を完了し、シミュレーションにより送電

端熱効率４６％～４８％の達成が可能なことを確認する。平成２４年度までにボ

イラー、タービン部材等が７００℃以上の蒸気温度に耐えられるかどうかを試作、

評価し、経済性を含めたシステム成立性への見通しを得る。平成２７年～平成２

８年度に実缶試験、回転試験を実施し、蒸気温度７００℃以上の条件下でボイラ

ー、タービンの信頼性を確認する。また、ボイラー、タービン部材について３万

～７万時間の長期信頼性試験を実施し材料特性を検証する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１６年度



（４）石炭利用技術開発（一部、運営費交付金）

①概要

環境適合的な石炭利用の拡大を図るため、石炭利用プロセスにおける環境影響

を低減させる手法の開発等、クリーン・コール・テクノロジーの開発を行う。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに、

・ 化学原料等に利用可能な合成用ガスを石炭乾留ガスから無触媒で製造する技

術をパイロットプラントで確立する（無触媒石炭乾留ガス改質技術開発）。

２０１１年度までに、

・ 石炭利用プロセスにおいて、環境分析技術の高精度化、環境影響成分の挙動

解析のためのモデルの構築等により、環境への影響低減手法を開発する（戦

略的石炭ガス化・燃焼技術開発）。

③研究開発期間

１９９５年度～２０１１年度

・戦略的石炭ガス化・燃焼技術開発 ２００７年度～２０１１年度

・無触媒石炭乾留ガス改質技術開発 ２００６年度～２００９年度

（５）噴流床石炭ガス化発電プラント開発費補助金

①概要

供給安定性に優れた石炭の高効率かつ低環境負荷での利用を図るため、石炭を

ガス化して燃料とし、コンバインドサイクル（ガスタービンと蒸気タービンの組

合せ）を駆動する高効率発電技術（石炭ガス化複合発電技術（ＩＧＣＣ：Ｉｎｔ

ｅｇｒａｔｅｄ ｃｏａｌ Ｇａｓｉｆｉｃａｔｉｏｎ Ｃｏｍｂｉｎｅｄ Ｃｙｃ

ｌｅ）の実証試験を行う。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに、２５万ｋＷの実証機を用いた実証試験により、熱効率４０．

５％（送電端、高位発熱量ベース）を目指す。この目標は５０万ｋＷの商用機にお

ける熱効率４６～４８％に相当する。本技術は実証試験終了後の２０１０年度より

商用化が可能である。

③研究開発期間

１９９９年度～２００９年度

（６）資源対応力強化のための革新的製銑プロセス技術開発（運営費交付金）（４－Ⅰ

－ⅱ参照）



４－Ⅴ－ⅴ．その他・共通

（１）新エネルギー技術実用化補助事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照）

（２）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照）

（３）固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発(運営費交付金)(４－Ⅲ－ⅴ参照)

（４）燃料電池先端科学研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（５）固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発(運営費交付金）(４－Ⅲ－ⅴ参照）

（６）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（７）水素貯蔵材料先端基盤研究事（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（８）水素社会構築共通基盤整備事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（９）水素先端科学基礎研究事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（１０）固体酸化物形燃料電池実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（１１）燃料電池システム等実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）



５．政策目標の実現に向けた環境整備（成果の実用化、導入普及に向けた取組）

５－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上

� 事業者単位の規制体系の導入

� 住宅・建築物に係る省エネルギー対策の強化

� セクター別ベンチマークの導入と初期需要創出（高効率機器の導入補助等）

� トップランナー基準の対象機器の拡充等

� アジアにおける省エネルギー対策の推進を通じた我が国の国際競争力の向上

� 国民の省エネルギー意識の高まりに向けた取組

５－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化

� 公共的車両への積極的導入

� 燃費基準の策定・改定

� アジアにおける新エネルギー協力

� 国際標準化による国際競争力向上

５－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進

� 補助金等による導入支援

� 新エネルギーベンチャービジネスに対する支援の拡大

� 新エネルギー産業構造の形成

� 電気事業制度・ガス事業制度の在り方の検討

５－Ⅳ．原子力利用の推進とその大前提となる安全の確保

� 電力自由化環境下での原子力発電の新・増設の実現

� 資源確保戦略の展開

� 次世代を支える人材育成

� 中小型炉の海外市場への展開、我が国原子力産業の国際展開支援

� 原子力発電拡大と核不拡散の両立に向けた国際的枠組み作りへの積極的関与

� 国と地域の信頼強化

５－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用

� 資源国等との総合的な関係強化（研究開発の推進・協力、人材育成・技術移転、経

済関係強化など）

� 化石燃料のクリーンな利用の開拓

６．研究開発の実施に当たっての留意事項

事業の全部又は一部について独立行政法人の運営費交付金による実施されるもの（事業

名に（運営費交付金）と記載したもの）は、中期目標、中期計画等に基づき、運営費交付

金の総額の範囲内で当該独立行政法人の裁量によって実施されるものである。

また、事業名に（採択テーマ）と記載された事業は、提案公募事業により採択されたテ

ーマを記載したものであり、その採択や評価等は、提案公募事業の実施機関の責任の下、

実施されるものである。



７．改訂履歴

（１）平成１６年７月７日付け、省エネルギー技術開発プログラム基本計画、新エネルギ

ー技術開発プログラム基本計画、燃料技術開発プログラム基本計画、電力技術開発プ

ログラム基本計画、原子力技術開発プログラム基本計画制定。固体高分子形燃料電池

／水素エネルギー利用プログラム基本計画（平成１６・０２・０３産局第６号）は、

新エネルギー技術開発プログラム基本計画に統合することとし、廃止。

（２）平成１７年３月３１日付け制定。省エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成

１６・０６・０４産局第８号）、新エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１６・

０６・０４産局第１０号）、燃料技術開発プログラム基本計画（平成１６・０６・０４

産局第１２号）、電力技術開発プログラム基本計画（平成１６・０６・０４産局第１１

号）、原子力技術開発プログラム基本計画（平成１６・０６・０４産局第１３号）は、

廃止。

（３）平成１８年３月３１日付け制定。省エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成

１７・０３・２５産局第１４号）、新エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１

７・０３・２５産局第９号）、燃料技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２

５産局第１７号）、電力技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局第１

２号）、原子力技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局第１３号）は、

廃止。また、次世代低公害車技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２９産

局第２号）は、省エネルギー技術開発プログラム基本計画及び燃料技術開発プログラ

ム基本計画に統合することとし、廃止。

（４）平成１９年４月２日付け制定。省エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１

７・０３・３１産局第１９号）、新エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１８・

０３・３１産局第１５号）、燃料技術開発プログラム基本計画（平成１８・０３・３１

産局第１８号）、電力技術開発プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第１７

号）、原子力技術開発プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第１６号）は、

廃止。

（５）平成２０年４月１日付け、エネルギーイノベーションプログラム基本計画制定。省

エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１９・０３・２６産局第１号）、新エネ

ルギー技術開発プログラム基本計画（平成１９・０３・２０産局第４号）、燃料技術開

発プログラム基本計画（平成１９・０３・１９産局第７号）、電力技術開発プログラム

基本計画（平成１９・０３・１６産局第３号）、原子力技術開発プログラム基本計画（平

成１９・０３・２３産局第２号）は、本プログラム基本計画に統合することとし、廃

止。

（６）平成２１年４月１日付け制定。エネルギーイノベーションプログラム基本計画（平

成２０・０３・２５産局第５号）は廃止。
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Ｐ０７０１４  
 

（エネルギーイノベーションプログラム・ナノテク･部材イノベーションプログラム） 
 

「高温超電導ケーブル実証プロジェクト」基本計画 
 

新エネルギー技術開発部 
 
１．研究開発の目的・目標・内容 
（１）研究開発の目的 
 資源に乏しい我が国が、将来にわたり持続的発展を達成するため、革新的なエネルギ

ー技術の開発、導入・普及によって、各国に先んじて次世代型のエネルギー利用社会の

構築に取り組んでいくことを目的とした「エネルギーイノベーションプログラム」、及び、

情報通信、ライフサイエンス、環境、エネルギーなど、あらゆる分野に対して高度化あ

るいは不連続な革新（ジャンプアップ）をもたらすナノテクノロジー及び革新的部材技

術を確立するとともに、その実用化や市場化を促進することで、我が国産業の国際競争

力の維持・強化や解決困難な社会的課題の克服等を可能とすることを目的とした「ナノ

テク・部材イノベーションプログラム」、の一環として本プロジェクトを実施する。 
エネルギー資源の約８割を海外に依存する我が国は、近年増加している世界のエネル

ギー需給動向の変動によって社会・経済が大きな影響を受けるため、エネルギー利用効

率化の促進が求められている。また、地球環境問題への対策の観点から省エネルギーや

環境負荷低減に配慮したエネルギー利用が求められている。このような状況においては、

十分な安全確保を前提に、需要に見合った信頼性の高い安定で効率的なエネルギー供給

システムを構築することが重要である。効率的なエネルギー供給システムに資する技術

として、高機能部材である超電導線材を利用し、送電損失を大幅に低減することが可能

な高温超電導ケーブルシステムの技術を開発し、産業利用の早期実現を図ることは、エ

ネルギー安全保障（セキュリティ）に貢献するとともに、社会や経済の安定した発展に

大きく貢献する。 
本プロジェクトでは、超電導技術分野技術戦略マップのエネルギー・電力分野機器開

発のうち「環境･エネルギー調和型社会の構築」、「送変配電」、「電力ケーブル」および、

第３期科学技術基本計画のエネルギー分野の重点科学技術「電力供給システム」、「送電

技術」に位置付けられている高温超電導ケーブルを、社会の重要なインフラである電力

供給システムに適用するために、「交流超電導電力機器基盤技術研究開発」（平成１２年

度～１６年度）によって得られた高温超電導ケーブルの開発成果などを踏まえ、高温超

電導ケーブルや冷却技術などを統合する高温超電導ケーブルシステムを構築して、超電

導ケーブル単体だけではなく、線路建設、運転、保守を含めたトータルシステムの信頼

性を実証するために、実系統に連系した実証試験を実施する。このことによって、超電

導ケーブルのトータルシステムとしての総合的な信頼性を実証するとともに、革新的な

高効率送電技術の開発・検証を行うことを目的とする。 
これにより、安定的かつ高効率な電力供給に資する技術開発を行うとともに、超電導

ケーブルの初期市場形成と新規産業の創出に資する。 
 

（２）研究開発の目標 
 平成２１年度までに、高温超電導ケーブルシステムの重要要素（ケーブル、中間接続

部、冷却システム等）に関して、実系統に適用し得る所定の性能、機能を有し、送電シ

ステムが構築できることをモデルシステムによって検証した上で、平成２４年度までに、

200MVA 級の中間接続部を有する三心一括型高温超電導ケーブルを、冷却装置や保護装置

などの付帯設備とともに 66kV 実系統に接続して１２ヶ月以上の長期連系試験を行うこ
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とによって総合的な安全性や信頼性を実証する。 
 超電導ケーブルを実用に供する上での運転技術の指針や課題等を明らかにして、高効

率送電技術の開発・検証を行うとともに、高圧ガス保安法の規制緩和や国際標準化の提

案を行う。 
  
（３）研究開発内容 
 上記目標を達成するために、以下の研究開発項目について、別紙の研究開発計画に基

づき研究開発を委託により実施する。 
 ①高温超電導ケーブルの総合的な信頼性研究 

（ⅰ）高温超電導ケーブルの重要要素技術の検証 
（ⅱ）トータルシステム等の開発 
（ⅲ）送電システム運転技術の開発 
（ⅳ）実系統における総合的な信頼性の実証 

②超電導ケーブルの適用技術標準化の研究 
 
 
２．研究開発の実施方式 
（１）研究開発の実施体制 
 本研究開発は、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、「NEDO
技術開発機構」という）が、単独ないし複数の原則本邦の企業、研究組合、公益法人等

の研究機関（原則、国内に研究開発拠点を有していること。ただし、国外企業の特別な

研究開発能力、研究施設等の活用あるいは国際標準獲得の観点からの国外企業との連携

が必要な場合はこの限りではない。）から公募によって研究開発実施者を選定の後、委託

して実施する。 
 研究開発に参加する研究開発グループの有する研究開発ポテンシャルの最大限の活用

により効率的な研究開発の推進を図る観点から、NEDO 技術開発機構は東京電力株式会

社 技術開発研究所長 原 築志氏を研究開発責任者（プロジェクトリーダー）とし、

その下に研究者を可能な限り結集して効果的な研究開発を実施する。 
 
（２）研究開発の運営管理 
 研究開発全体の管理・執行に責任を有する NEDO 技術開発機構は、経済産業省及び研

究開発責任者と密接な関係を維持しつつ、プログラムの目的及び目標、並びに本研究開

発の目的及び目標に照らして適切な運営管理を実施する。具体的には、必要に応じて設

置される技術検討委員会等における外部有識者の意見を運営管理に反映させる他、四半

期に一回程度プロジェクトリーダー等を通じてプロジェクトの進捗について報告を受け

ること等を行う。 
 
 
３．研究開発の実施期間 
 本研究開発の期間は、平成１９年度から平成２４年度までの６年間とする。 

 
 
４．評価に関する事項 
 NEDO 技術開発機構は、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目的達成度、

成果の技術的意義ならびに将来の産業への波及効果等について、外部有識者による研究

開発の中間評価を平成２１年度、事後評価を平成２５年度に実施する。また、中間評価

結果を踏まえて必要に応じプロジェクトの加速・縮小・中止等見直しを迅速に行う。な

お、評価の時期については、当該研究開発に係る技術動向、政策動向や当該研究開発の
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進捗動向等に応じて、前倒しする等、適宜見直すものとする。 
 
５．その他の重要事項 
（１）研究開発成果の取り扱い 

①共通基盤技術の形成に資する成果の普及 
得られた研究開発成果のうち、下記共通基盤技術に係る研究開発成果については、

NEDO 技術開発機構、実施者とも普及に努めるものとする。 
ａ）実系統への適用技術の確立 
 ・超電導送電システムの総合的な信頼性技術 
 ・高効率超電導送電システムの運転技術 

②標準化等との連携 
得られた研究開発成果については、知的基盤整備または標準化等との連携を図るた

め、データベースへのデータ提供、標準情報（TR）制度への提案等を積極的に行う。 
特に、冷却設備の規制緩和に関しては積極的に提案を行う。 

③知的財産権の帰属 
委託研究開発の成果に関わる知的財産権については、「独立行政法人新エネルギー・

産業技術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規定等に基づ

き、原則として、すべて受託先に帰属させることとする。 
 
（２）基本計画の変更 
 NEDO 技術開発機構は、研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、

内外の研究開発動向、政策動向、プログラム基本計画の変更、評価結果、研究開発費の

確保状況、当該研究開発の進捗状況等を総合的に勘案し、達成目標、実施期間、研究開

発体制等、基本計画の見直しを弾力的に行うものとする。 
 
（３）プロジェクトの根拠法 
 本プロジェクトは、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法 第１５条

第１項第１号イに基づき実施する。 
 
（４）その他 
・超電導関連の他プロジェクト（超電導応用基盤技術開発（第Ⅱ期）、イットリウム系超

電導電力機器技術開発等）と必要な連係を図るものとする。 
 ・高圧ガス保安法の緩和を提案するために委員会を設置する。 

 
 
６．基本計画の改訂履歴 
（１）平成１９年３月、制定。 
（２）平成２０年７月、イノベーションプログラム基本計画の制定により、｢（1）研究開

発の目的｣の記載を改訂。 
（３）平成２１年３月、研究開発の実施期間及びＰＬ氏名を追記して改訂。
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（別紙）研究開発計画 
 
研究開発項目① 「高温超電導ケーブルの総合的な信頼性研究」 
 
 高温超電導ケーブルを社会の重要なインフラである電力供給システムに適用するためには、高温

超電導ケーブル単体のさらなる低損失化や低コスト化を図るだけでなく、線路建設、運用、保守を

含めたトータルシステムとしての総合的な信頼性を確立することが要求される。そのためには、実

系統に連系した実負荷での実証試験は不可欠であり、高温超電導ケーブルシステムの安全性や信頼

性の知見を得るための総合的な信頼性研究が必要である。 
 
（１）高温超電導ケーブルの重要要素技術の検証 
 
・研究開発の必要性 
 実系統連系試験に適用する高温超電導ケーブルシステムの重要要素（ケーブル、中間接続部、

冷却システム等）に関して、実系統に適用し得る所定の性能、機能を有し送電システムが構築で

きることを模擬システムにより事前に検証する必要がある。 
 
・研究開発の具体的な内容 
 66kV、200MVA 級３心一括型高温超電導ケーブル等の重要要素技術が、実系統連系試験に適

用可能であることを検証する。 
 
・達成目標（平成２１年度中） 
 重要要素技術が、実系統連系に適用し得る次の性能、機能を有することを模擬システムにて検証 
する。 
・交流損失：1W/m/１相（３心一括型高温超電導ケーブル（66kV、2kA）、150mmφ管路収容） 
・短絡電流：31.5kA-2 秒の短絡電流 
・中間接続部の導体接続損失：2kA 通電相当で 1μΩ／相以下 

 
 
（２）トータルシステム等の開発 
 

・研究開発の必要性 

高温超電導ケーブルシステムが、市場に導入されるためには、線路建設、運転監視、運用・保

守方法などのトータルシステムとしての技術を確立する必要がある。 
 
・研究開発の具体的な内容 
 高温超電導ケーブルシステムの線路建設、運転監視、運用・保守方法等のトータルシステムと

してのシステム基本設計を確立するとともに、実運用を行う際の安全性や信頼性、経済性、環境

面の評価を行う。 
 
・達成目標 
 中間目標（平成２１年度中） 
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高温超電導ケーブルシステムの線路建設、運転監視、運用・保守等を検討し、トータルシステ

ム構築要領を作成する。 
最終目標（平成２３年度中） 
 高温超電導ケーブルシステムの線路建設、運転監視、運用・保守方法等のトータルシステムと

してのシステム基本指針を作成する。また、既存ケーブルの送電損失に比べて１／２以下の高効

率送電システムの設計技術を確立する。 
 
 
（３）送電システム運転技術の開発 
   

・研究開発の必要性 
送電システムの負荷や電流の変動などの系統変化や系統事故などに対応した平常時運用や事故

時運用、および高温超電導送電システムの一部設備の障害時における復旧方法などの高温超電導

ケーブルシステムの運転技術が、既存送電システムの運転と整合のとれた運用ができることは重

要であり、そのための運転技術を開発することは必要である。 
 
・研究開発の具体的な内容 
 高温超電導ケーブルを用いた送電システムが、負荷や電圧の変動などの系統変化や系統事故な

どに対応した系統運用において、自動的に追随した運転（冷却含む）や、送電システムの一部設

備の障害時における復旧方法など送電システムの運転技術を開発する。また、その運転技術を実

系統連系試験において検証する。 
 
・達成目標 
中間目標（平成２１年度中） 
 高温超電導ケーブルの運転技術が、既存送電システムの運転技術と整合するための課題を整理

する。 
最終目標（平成２４年度中） 
既存送電システムの運転技術と整合のとれた平常時/事故時および障害復旧時等の高温超電導

送電システムの運転技術指針を作成する。 
 
 
（４）実系統における総合的な信頼性の実証 
 
・研究開発の必要性 
 高温超電導ケーブルを社会の重要なインフラである電力供給システムに適用するためには、実

系統に連系した実負荷での実証試験は不可欠であり、トータルシステムとしての安全性や信頼性

の知見を得るための研究が必要である 
 
・研究開発の具体的な内容 

実系統連系試験のためのサイト選定や試験方法などの基本事項を検討する。その上で、実証試

験の目的に沿った高温超電導ケーブルシステムの構築を行い、中間接続部を有する高温超電導ケ

ーブルを実系統に連系して、１２ヶ月以上の長期試験により総合的な信頼性の検証を行う。この
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ことによって、高温超電導ケーブルのトータルシステムとしての安全性や信頼性を実証する。 
 
・達成目標 
中間目標（平成２１年度中） 

  実系統連系試験サイトを決定するとともに、実系統連系試験基本計画書を作成する。 
 最終目標（平成２４年度中） 

実系統に連系した１２ヶ月以上の長期試験による総合的な信頼性の評価指針を作成する。 
高温超電導ケーブルは次の要求仕様を達成するものとする。 
・送電容量：200MVA 級（66kV、３心一括型高温超電導ケーブル、150mmφ管路収容可能） 
・交流損失：1W/m/１相（３心一括型高温超電導ケーブル（66kV、3kA）、150mmφ管路収容） 

  ・短絡電流：31.5kA-2 秒の短絡電流に対応 
  ・中間接続部の導体接続損失：3kA 通電相当で１μΩ／相以下 
 
 
 
研究開発項目② 「超電導ケーブルの適用技術標準化の研究」 
 
１．研究開発の必要性 
 超電導ケーブルは、効率的なエネルギー供給システムになくてはならないものであり、エネル

ギーの高効率な輸送だけでなく、系統安定化にも大きな効果が期待される。その早期の市場導入

や実用化を円滑に進めるためには、冷却設備における規制緩和や運転管理などを考慮した既存電

力ネットワークとの整合を取るための適用技術を標準化することが必要である。 
 
２．研究開発の具体的な内容 
 超電導ケーブルを適用する電力ネットワークの形態や規模などから、超電導ケーブルの適用技

術を評価するとともに、冷却設備の安全性、運用性を考慮した法規制のあり方を研究する。また、

実証試験を通じて、運転管理や評価・計測技術等の超電導送電システムの国際規格化を進めるた

めに、標準化項目を整理して必要なデータ収集を行い、適用技術標準化の研究を行う。 
 
３．達成目標 
中間目標（平成２１年度中） 
・超電導ケーブルの適用技術の評価項目や冷却設備の法規制あり方の概要を取りまとめるととも

に、超電導送電システムの国際規格化を進めるための標準化項目を作成する。 
最終目標（平成２４年度中） 
・電力ネットワークの形態や規模に応じた構成、機能、経済性、環境面などの適用技術や導入効 
果を評価して超電導ケーブルの導入シナリオを定める。 

・冷却設備における規制緩和に向けた技術基準を研究し、規制緩和の提案資料を作成する。 
・超電導送電システムの運転管理や評価・計測法等の国際規格化を進めるため PAS（公開仕様書） 
や TS（技術仕様書）策定に資するデータ整理を行い、規格の提案を目指す。 



 

 

 

 

 

 

 

 

超電導技術分野 
 

 

 

超電導技術は、電気抵抗がゼロであるという特徴的な性質により電流が流れる際のエネ

ルギー・ロスを抑えることができることや、磁石からでる磁力線を超電導物質が跳ね返す

性質（マイスナー効果）、超電導物質内部に侵入した磁力線を捕捉してしまう性質（ピン

ニング効果）等の様々な特長を有している。1986 年に「高温超電導物質」と呼ばれる酸化

物系超電導物質が発見されたことをきっかけに、科学技術の大幅な加速進展のみならず、

エネルギー・電力分野を始め、産業・輸送分野、診断・医療分野、情報・通信分野等の幅

広い分野において、超電導技術の応用に関する期待が世界中で高まり広く研究に取り組ま

れてきた。近年、工業化を図るために丌可欠な技術が出始めており、超電導材料を用いた

様々な機器の開発・実証・実用化が現実のものとなりつつある。その一方では、新しい超

電導物質の発見や超電導現象の理論解明によるブレークスルーへの試みも続けられており、

「常温超電導物質」の発見という人類の夢に向けた試みも絶えてはいない。【参考資料１：

超電導の性質と将来性】【参考資料２：超電導物質の探索】 

また、京都議定書発効に伴う温暖化緩和策の一環としての省エネルギー技術の開発・導

入や各種資源の枯渇・高騰等も喫緊の課題となっており、「クールアース－エネルギー革

新技術計画」の技術テーマにも選定される等、超電導技術を早期に実用化することによっ

て、環境負荷の低減と資源の有効な利用という２つの目的を効率的かつ実効的に達成し、

多様な分野におけるエネルギーの効率的利用に資すること等が強く期待されている。 

 これらの状況を踏まえ、かつての「夢の超電導技術」から「21世紀のキーテクノロジー」

と呼ばれるまでに進化を遂げつつある超電導技術について、諸々の社会ニーズに対応して

いくことを念頭に中長期的な観点と早期実用化の観点から技術戦略マップを作成した。 

なお、2020年頃迄を目途に実現が期待される社会の姿についてのイメージを得るため、

【参考資料３：社会に役立つ超電導技術 2020年の社会像】を示した。 



            超電導技術分野の技術戦略マップ 

 

Ⅰ. 導入シナリオ 

（１）超電導技術分野の目標と将来実現する社会像 

近い将来において超電導技術を適用した機器の実現が期待される分野は、①エネル

ギー・電力分野（電力ケーブル、限流器、変圧器、発電機、フライホイール、SMES（超

電導電力貯蔵装置）等）、②産業・輸送分野（舶用モータ、磁気浮上式鉄道用マグネッ

ト、半導体引上装置、磁気分離装置等）、③診断・医療分野（MRI、NMR、MCG（心磁計）、

MEG（脳磁計）、質量分析器等）、④情報・通信分野（ルータ・スイッチ、SFQ コンピュ

ータ、バンドパスフィルタ、AD コンバータ等）の４分野に大きく分けることができる。

分野によって求められる社会ニーズ等には異なる部分が勿論あるが、共通基盤技術が

成長しつつあることにより、戦略的な機器開発・導入を図るべき時期が到来している

ことについては一様である。そこで、４分野それぞれにおける代表的かつ戦略的な機

器について、開発・導入に係る想定シナリオを時系列で示すこととした。 

（２）研究開発の取組み 

研究開発の戦略的な推進については、様々な社会ニーズと研究開発目標との関係を

明らかにした上で、効率的な研究開発体制を構築することが重要である。特に、超電

導技術応用機器の開発に際しては、全ての機器開発の共通基盤技術である超電導材料

の開発（線材化・バルク化・デバイス化）と機器適用周辺技術開発（冷凍・冷却技術）

とを同時並行的に進め、要求仕様を相互にフィードバックさせながら、各種応用機器

を実現するためのタイムリーな技術開発を進めていくことが必要丌可欠である。 

しかし、研究開発を推進した結果として国際的な競争力を発生させ得るに足る研究

成果が得られたとしても、実用化・事業化が行われなければ何の役にも立たない。研

究開発の初期段階から将来の事業化を想定した企業が参画すること等により、スムー

ズな事業化につながる方策を講じていくことが重要である。 

（３）関連施策の取組み 

我が国においては、官民のリソースの選択と集中を行うことによりここまで研究開

発を進めてきたところであるが、21 世紀における良好な環境の維持と我が国経済の持

続的成長とを両立させていくためには、超電導技術産業市場の早期創出と自律的な発

展の開始に向けた導入普及促進策等の推進や、規制緩和、標準化等を通じた新たな市

場競争ルールの導入といった関連施策を行うことにより、民間企業が市場競争の中で

自ら効率的な事業展開を図っていくための戦略的な体制作りと研究開発とを一体的に

推進することが必要である。 

また、我が国経済が将来に亘って更なる発展を遂げていくためには、先導的効果を

狙った高度に進んだ機器の開発投入や、全ての活動の基礎となるエネルギーについて

将来顕在化することが懸念される資源制約等を総合的に考慮した、効率的なアプロー



チを図っていくことが重要である。そのためには、①研究開発の戦略的な推進が丌可

欠であるとともに、②国際的な競争力を有する研究成果の実用化・事業化の推進、③

導入普及促進策、関連産業連携策、規制緩和、標準化等の関連施策と研究開発との一

体的な推進が必要である。 

〔規制・制度改革〕 

・超電導技術の実用化を促進するため、高圧ガス保安法、電気事業法などの規制につ

いて導入促進のための規制緩和を図る必要がある。 

〔国際標準化〕 

・超電導機器の導入に向けて、研究開発と並行して標準化の検討を進めることが重要

なテーマについて、各分野の導入シナリオに示した。（2006 年版策定時から） 

・超電導関係の国際標準化のための取組及び具体的進展状況について理解を容易にす

るため、【参考資料６：超電導標準化について】を示した。（2007 年版策定時から） 

〔広報･啓発〕 

・例年春に行われている「超電導技術動向報告会」や、2007 年冬から開催されている

「超電導 EXPO」等の展示会を通じて、超電導技術及び超電導市場の最近の動向につ

いて広く周知する機会の増加を図る。 

（４）海外での取組み 

超電導技術分野は、その将来的な優位性の高さから、日米欧での熾烈な技術開発

競争がなされているところである等、海外の動向も無視できない状況にある（【参

考資料４：世界の Y系超電導線材開発技術(2005 年以降) 】【参考資料５：SFQ技術

の国際評価】）。また、欧米においては、技術的に未成熟な段階から幾つものベン

チャー企業が起業し、超電導技術産業に係る市場を創出するべくチャレンジを繰り

返してきた。 

○ 改訂のポイント 

 診断・医療分野及び情報・通信分野を中心に、最新動向を踏まえた改訂を行った。 

 関連施策として、診断・医療分野に「革新的医薬品・医療機器創出のための５カ年

計画」、及び「先端医療開発特区」を、情報･通信分野に「IT 政策ロードマップ」を

追記した。 

 エネルギー・電力分野、産業・輸送分野、診断・医療分野、及び情報・通信分野に

おける海外での取り組みについて、米国、欧州における最新の研究開発プロジェク

ト等を追記した。 

 エネルギー・電力分野、産業・輸送分野、診断・医療分野、及び情報・通信分野に

おける技術開発のシナリオについて、最近の研究開発の進展状況に伴う見直しを行

った。 

 

Ⅱ．技術マップ 



（１）技術マップ 

超電導技術は、導入シナリオで示した４つの分野において、効率的かつ各々の導入

目的に合致した研究開発を行うための技術指標を明確化する必要があるとの観点から

技術のカテゴライズを図った。また、これらと同時並行的に進めていく必要がある共

通基盤技術についても、素材・部品を供給するという観点から技術のカテゴライズを

図った。 

  具体的には、それぞれ以下に示すような考え方に基づく分類を行っている。 

① エネルギー・電力分野 

エネルギー・電力分野の技術を、発電（創る）技術、送変配電（送る）技術、エネ

ルギー貯蔵（貯める）技術の３つに大別し、これを大分類とした。また、それぞれの

技術の利用形態に応じて開発すべき機器が異なるため、これを中分類とした。その上

で、利用形態に応じた機器を開発するためにマイルストーンを置いて取り組んでいく

ことが必要と考えられる主要な技術課題（大電流化、低損失化等）について、小分類

とした。 

② 産業・輸送分野 

産業・輸送分野の技術を、磁場応用（造る）技術、計測機器（測る）技術、回転機

（動かす）技術、変圧器（変える）技術の４つに大別し、これを大分類とした。また、

それぞれの技術の利用形態に応じて開発すべき機器が異なるため、これを中分類とし

た。その上で、利用形態に応じた機器を開発するためにマイルストーンを置いて取り

組んでいくことが必要と考えられる主要な技術課題（小型軽量化、高磁場化、大容量

化等）について、小分類とした。 

③ 診断・医療分野 

診断・医療分野の技術を、マグネット応用（視る）技術、加速器応用（治す）技術、

高周波デバイス応用（測る）技術、SQUID応用（診る）技術の４つに大別し、これを

大分類とした。また、それぞれの技術の利用形態に応じて開発すべき機器が異なるた

め、これを中分類とした。その上で、利用形態に応じた機器を開発するためにマイル

ストーンを置いて取り組んでいくことが必要と考えられる主要な技術課題（磁場安定

化技術、高感度化等）について、小分類とした。 

④ 情報・通信分野 

情報・通信分野の技術を、コンピュータ・ネットワーク機器（判断する）技術、無

線アクセス系機器（飛ばす）技術、計測機器（測る）技術の３つに大別し、これを大

分類とした。また、それぞれの技術の利用形態に応じて開発すべき機器が異なるため、

これを中分類とした。その上で、利用形態に応じた機器を開発するためにマイルスト

ーンを置いて取り組んでいくことが必要と考えられる主要な技術課題（処理能力／ラ

ック向上、低コスト化等）について、小分類とした。 

⑤ 共通基盤技術 



共通基盤技術は、超電導材料の開発（線材化・バルク化・デバイス化）及び機器適

用周辺技術開発（冷凍・冷却技術）から構成されることから、これを大分類とした。

超電導材料の開発については、それぞれを実現する製造方法やそれを加工する方法に

より技術的アプローチも異なると考えられるため、これを中分類とした。また、同じ

製造方法でも物質により性質等が異なってくることから超電導物質別の小分類、同じ

加工方法でも実現すべき形状により性質等が異なってくることから加工の要素技術

別の小分類とした。 

冷凍・冷却技術については、適用される対象の機器等により要求性能が大きく変わ

ることから、これを中分類とした。また、同じ機器でも使用される超電導物質によっ

て要求される冷却能力等が大きく異なってくることから、冷却能力・冷却手法別の小

分類とした。 

（２）重要技術の考え方 

技術マップにおいて抽出された各技術頄目はいずれも丌可欠であり、官民の一体的

取組みや民間の主体的な取組み等による積極的な開発が望まれるが、以下の観点から

評価されるものを重要技術と位置づけ、技術マップ中に色分けして示した。 

① 2020年頃迄を目途に、産業及び技術のブレークスルーを生み出す可能性のある技術 

② 超電導技術による実現の可能性が高く、コスト・性能等の面で競争優位性を生み出

す可能性のある技術 

③ これらの機器を実現するために丌可欠な共通基盤技術 

（３）改訂のポイント 

 診断・医療分野、情報・通信分野、及び共通基盤技術を中心に、最新動向を踏まえ

た改訂を行った。 

 診断・医療分野の技術中分類について、従来の MEG（脳磁計）と脊髄・末梢神経磁

場計測装置を統合し、新たに神経磁気診断装置（MEG（脳磁計）、脊髄・末梢神経磁

場計測装置）（重要技術）とした。また、新たに超低磁場 NMR/MRI を追加した。 

 情報・通信分野の技術中分類及び技術小分類について、一部の文言をより適切な表

現に修正する等の見直しを行った。 

 共通基盤技術の技術小分類について、一部の文言をより適切な表現に修正した。ま

た、デバイス機器用冷凍機技術（技術中分類）に対応する技術小分類のうち、「4K

冷凍機」を 4K 冷凍機（1～3W）（重要技術）と 4K 冷凍機（0.1～0.5W）に分割し、

後者を新たに追加した。 

 

Ⅲ．技術ロードマップ 

（１）技術ロードマップ 

技術マップに示された各技術課題のうち、重要技術として選定されたものについて、

2020 年頃迄を目途に、中長期的視点から各技術課題に必要と考えられるマイルストー



ンを配し、４つの技術分野及び共通基盤技術のそれぞれにおけるロードマップとして

示した。 

（２）改訂のポイント 

 診断・医療分野、情報・通信分野、共通基盤技術を中心に、最新動向を踏まえた改

訂を行った。 

 エネルギー・電力分野における電力ケーブルの長尺化（2011～2012）等の数値等に

ついて、最新の研究開発プロジェクトにおける開発目標値等を踏まえた見直しを行

った。 

 診断・医療分野の技術ロードマップについて、従来の MEG（脳磁計）（重要技術）と

脊髄・末梢神経磁場計測装置を統合して、新たに神経磁気診断装置（MEG（脳磁計）、

脊髄・末梢神経磁場計測装置）（重要技術）にするとともに、その「高機能化」に

対応するマイルストーンを追加した。 

 情報・通信分野と共通基盤技術（デバイス）の技術ロードマップについて、最新の

研究開発プロジェクト、技術レベル、及びコストの状況を踏まえ、各機器・デバイ

ス・技術課題に係る数値、時期、及び文言について多くの見直しを行った。 

 共通基盤技術（線材、及び冷凍・冷却）の技術ロードマップについて、最新の技術

レベルやコストの状況を踏まえ、各材料・機器・技術課題に係る数値、時期、及び

文言について多くの見直しを行った。 

 

Ⅳ．その他の改訂のポイント 

○ アカデミアからの提言への対応 

 応用物理学会のアカデミックロードマップ（超伝導技術）との比較を行ったが、対

象年次が異なること（本技術戦略マップ：～2020年、アカデミックロードマップ：

～2035 年）以外には、特に丌整合な点は見当たらなかった。またアカデミックロー

ドマップの策定に関不した委員から「アカデミックロードマップは本技術戦略マッ

プを参考にして策定されたこともあり、アカデミックロードマップから本技術戦略

マップに反映すべき特別なことはない」とのご意見を頂いた。このため、アカデミ

ックロードマップに対応した改訂は、現時点では必要ないと判断された。 

 

 



超電導技術分野の導入シナリオ（エネルギー・電力分野） （1／4）

2005 2010 2015 2020

線材

冷凍・冷却

バルク

共
通
基
盤
技
術

環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
調
和
型
社
会
の
構
築

多
様
化
す
る
電
源
ニ
ー
ズ
に
対
応
す
る
高
信
頼
か
つ
高
品
質
電
力
の
供
給
・運
用

技

術

開

発

海
外
で
の
取
り
組
み

環
境
整
備

導入普及促進策

規制緩和

標準化

エネルギー・電力
関連政策関

連

施

策

RPS法(2003）
「新エネルギー等電気利用目標」

電事法 50kW以上小売自由化

今後10年間の基本方針：①安定供給の確保 ②環境への適合 ③市場原理の活用
エネルギー基本計画(2003.10)

京都議定書発効（2005.2） CO2削減目標 (ポスト京都議定書)

(電力構造改革)

エネルギー

貯蔵

送変配電

発電

国際標準化の推進（電気機器性能試験規格、等整備）

導入支援策の検討（政府調達、導入優遇措置、等）

高圧ガス保安法の緩和・簡素化（無人運転許容、遠隔監視、点検周期延伸、等）

小型冷凍機普及 低コスト小型冷凍機導入・普及 大型・高効率・低コスト冷凍機導入・普及

高性能・小型普及 大型・高性能・低コスト普及

Nb系線材普及 Bi系線材（低交流損失・低コスト）導入・普及 Y系線材（長尺・低コスト）導入・普及

需給部会報告(2005) （2030年エネルギー需給見通）

(４年ごとの目標見直し)

風力用発電機実証

電力用発電機実証 電力用発電機実用化

風力用発電機実用化
＜導入・普及＞

66kV級限流器
実用化

66kV級変圧器
実用化

66kV級変圧器
信頼性実証

66kV級ケーブル
実用化

CO2削減
省エネルギー

6.6kV級限流器
実用化

6.6kV級限流器
信頼性実証

66kV級限流器
信頼性実証

NbTi瞬低補償用
SMES(1～10MW)導入

負荷変動補償・周波数調整用
SMES(十数kWh～数十kWh)実用化

系統安定化用
SMES実用化

FW装置(50kWh)

実証
FW装置(50kWh)

実用化

電力品質
維持・向上

系統安定化用
SMESシステム化実証

負荷変動補償・周波数調整用
SMESシステム化実証

＜導入・普及＞

＜導入・普及＞

＜技術開発＞

＜技術開発＞

＜技術開発＞ CO2削減
省エネルギー

ITER用マグネットの実証(Nb系)
非化石燃料
エネルギー

＜技術開発＞

韓国

欧州

米国

中国

「新産業創造戦略2005」

人材育成 産学官連携の拡大（次世代電気技術者の創出・育成・活躍の場の提供、電気系教育環境の支援・整備等）

(３年ごとの見直し)

（2010年エネルギー需給見通）

第7次ﾌﾚｰﾑﾜｰｸﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
(smart energy network)

（2007.3）

新・国家エネルギー戦略（2006.5）

（2007）

AC66kV-3kA級
Ｂｉ系ケーブル信頼性実証

AC66kV-5kA級/275kV-3kA級
Y系ケーブルシステム

信頼性実証

SPI(発電機等)プロジェクト
ｹｰﾌﾞﾙ(Albany他)、限流器

SPEプロジェクト
Ｙ系機器（ｹｰﾌﾞﾙ、限流器)

第6次ﾌﾚｰﾑﾜｰｸﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(HTSSMES等)

限流器プロジェクト, 風力発電機

ケーブルプロジェクト(SECRI）等

DAPAS Phase3(2007～2010年)

154kVｹｰﾌﾞﾙ,限流器,変圧器,等

DAPAS Phase2

(ｹｰﾌﾞﾙ,限流器等)

Cool Earth-エネルギー革新技術計画（2008.3）

DHS：マンハッタンケーブルプロジェクト
DOE：風力発電機(AMSC)

ITER運転開始

2009



＜導入・普及＞

超電導技術分野の導入シナリオ（産業・輸送分野） （2／4）

2005 2010 2015 2020

小型冷凍機普及 低コスト小型冷凍機導入・普及 大型・高効率・低コスト冷凍機導入・普及

Nb系線材普及 Bi系線材（低交流損失・低コスト）導入・普及 Y系線材（長尺・低コスト）導入・普及

高性能・小型普及 大型・高性能・低コスト普及

Nb系デバイス普及 酸化物系SQUID導入・普及

線材

デバイス

冷凍・冷却

回転機

バルク

共
通
基
盤
技
術

技

術

開

発

海
外
で
の
取
り
組
み

米国

韓国

ﾛｯｸｳｴﾙﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(1600hp産業用モータ：2004年から継続)

ﾉｰｽﾛｯﾌﾟﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（舶用モータ：2006年目途)

AMSCﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(軍用、遊覧用、商用40MW級モータ：2006年目途)

12インチ半導体引上装置普及

＜導入・普及＞

変圧器

10T級ﾏｸﾞﾈﾄﾛﾝｽﾊﾟｯﾀ装置実証 10Tﾏｸﾞﾈﾄﾛﾝｽﾊﾟｯﾀ装置実用化

舶用モータ実証 数10kW級舶用モータ実用化 数MW級舶用モータ実証

数MW級産業用モータ実用化

＜導入・普及＞

数MW級産業用モータ実証

数MW級舶用モータ実用化

産
業
用
機
器

輸
送
用
機
器

磁場
応用

計測機器

18インチ半導体引上装置実証 18インチ半導体引上装置実用化

4000rpm級非接触軸受回転機実用化4000rpm級非接触軸受回転機実証

＜技術開発＞

＜技術開発＞

＜技術開発＞

環
境
整
備

導入普及促進策

規制緩和

標準化 国際標準化の推進（SQUID製品、電気機器性能試験規格等整備）

導入支援策の検討（政府調達、導入優遇措置等）

産業・輸送
関連政策関

連

施

策

高圧ガス保安法の緩和・簡素化（無人運転許容、遠隔監視、点検周期延伸、等）

半導体・通信テスタ実用化

SQUID応用装置実証

高分解能Ｘ線検出器実証

半導体・通信テスタ実証

SQUID応用装置実用化

高分解能Ｘ線検出器実用化＜技術開発＞

Nb系電圧標準導入

小
型
・
軽
量
化
、
高
速
度
化
、
高
度
生
産
性
等
を
通
じ
た
高
度
産
業
基
盤
の
実
現

小型化
軽量化

CO2削減

小型化
軽量化

CO2削減

高度生産性
小型化

高度生産性
高信頼性

京都議定書発効（2005.2） CO2削減目標 (ポスト京都議定書)

＜導入・普及＞

酸化物系電圧標準実証

欧州 舶用モータプ
ロジェクト他

世
界
を
リ
ー
ド
す
る
高
度
産
業
基
盤
構
築

「新産業創造戦略2005」

鉄道用酸化物系変圧器実証 鉄道用酸化物系変圧器実用化

人材育成 産学官連携の拡大（ポスドク等の大学の人材の積極的活用等）

16T無担磁型廃水磁気分離装置実用化16T無担磁型廃水磁気分離装置実証

DAPAS Phase3(2007～2010年)

ﾓｰﾀ,等

DAPAS Phase2

(ﾓｰﾀ等)

車載用モータ実用化

磁場応用
磁気浮上式鉄道用マグネット実証

誘導加熱装置
商業化(2008)

2009



海
外
で
の
取
り
組
み

超電導技術分野の導入シナリオ（診断・医療分野） （3／4）

2005 2010 2015 2020

環

境

整

備

導入普及
促進策

規制緩和

標準化

米国

デバイス

SQUID

応用

共
通
基
盤
技
術

加速器応用
・

高周波ﾃﾞﾊﾞｲｽ応用

バルク

小型冷凍機普及 低コスト小型冷凍機導入・普及 大型・高効率・低コスト冷凍機導入・普及

Nb系線材普及 Bi系線材（低交流損失・低コスト）導入・普及 Y系線材（長尺・低コスト）導入・普及

高性能・小型普及 大型・高性能・低コスト材普及

Nb系SQUID普及 酸化物系SQUID導入・普及

1.3GHz NMR実証

＜導入・普及＞

シールドレスMCG実証

＜導入・普及＞

技

術

開

発

マグネット
応用

健
康
長
寿
生
活
を
実
現

早
期
診
断
、
精
密
診
断
、
創
薬
等
の
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
先
進
医
療
機
器
の
実
現

NSF/DMR(1972年から継続)、NSF/MRSEC等
材料関連(1994年から継続)プロジェクト
NIH/MIT・Harvard CMR 高磁場NMR開発計画（2012年1.1ＧＨz, 2018年1.3GHz）

関

連

施

策

診断・医療
関連政策

「バイオテクノロジー戦略大綱」(平成14年)

「新産業創造戦略2005」

＜導入・普及＞

2.5GeV陽子ｻｲｸﾛﾄﾛﾝ実証

高輝度放射光源装置実証 高輝度放射光源装置実用化

10T 全身型 MRI実証

1.1GHz NMR実証

Nb系3T MRI普及
Nb系400MHz-1GHz NMR普及

Nb系7T MRI導入

10T 全身型 MRI実用化

1.1GHz NMR実用化
高度診断
創薬

高度診断

高度診断
治療

Nb系高機能ＭＣＧ実証

免疫診断装置実証

Nb系高機能MCG実用化

免疫診断装置実用化

Nb系MCG･MEG導入

Nb系質量分析器普及

1.3GHz NMR実用化

早期診断の精密化、低侵襲治療等の促進策、開発における機器と薬剤の融合等

薬事法（保険収載、等）、高圧ガス保安法（遠隔監視、点検周期延伸、等）の緩和・簡素化

国際標準化の推進ならびに国内標準化の推進（超電導診断機器等設置基準規格、等）

＜技術開発＞

＜技術開発＞

＜技術開発＞

シールドレスMEG実証

ACCEL Instruments GmbH陽子線治療用250MeV超電導サイクロトロン開発計画（2005-2007年）

欧州

線材

冷凍・冷却

HICATプロジェクト炭素イオン回転ガントリー建設と超電導化計画（2005年）

テラヘルツ波診断装置実証 テラヘルツ波診断装置実用化

重粒子(炭素等)ｼﾝｸﾛﾄﾛﾝ実用化重粒子(炭素等)ｼﾝｸﾛﾄﾛﾝ実証250MeV陽子ｻｲｸﾛﾄﾛﾝ実用化

「医療機器開発ガイドライン」(2005～
2007)

酸化物系モバイルＭＣＧ実証 酸化物系モバイルMCG実用化

人材育成 医工融合（医工連携の更なる推進）、産学官連携の拡大（ポスドク等の大学の人材の積極的活用等）

MDDS装置実証 MDDS臨床実証

FP7 MRIMEGプロジェクト(2008-2012年）

CEA/NEUROSPIN(2007年より運用開始） 11.7TMRI開発計画

「革新的医薬品・医療機器創出のための５カ年計画」(2007～)

「先端医療開発特区」(2008～2012)

MgB2系MRI装置実証

2009



海
外
で
の
取
り
組
み

超電導技術分野の導入シナリオ（情報・通信分野） （4／4）

2005 2010 2015 2020

技

術

開

発 80 GHz 140 GHz 

100万ＪＪ級回路
160 GHz 

>1000万ＪＪ級回路

>100 W耐電力

欧州

ベンチャー企業による
800 MHz帯レシーバ開発・販売

Nb系デジタルレシーバ開発プロジェクト

SFQデバイス
開発プロジェクト

携帯基地局レシーバ
開発プロジェクト

Ｎｂ系SFQ

デバイス技術

酸化物系SFQ

デバイス技術

コンピュータ・
ネットワーク機器

無線ｱｸｾｽ系機器
・

計測機器

冷凍・冷却

共
通
基
盤
技
術

小型冷凍機普及 低コスト小型冷凍機導入・普及

設計技術の共有化、チップ安定供給化、知財流通

半導体・光技術との連携、融合によるシステム構築

国際標準化の推進（高周波デバイス、デジタルデバイス評価法整備等）

＜導入・普及＞

＜導入・普及＞200GHz高速計測器実用化

高感度受信フィルタ実験（日本）・導入（米国）

広帯域・高精度
ＡＤコンバータ実証

導入普及促進策

関連産業連携

標準化

環
境

整

備

高
度
情
報
通
信
社
会
の
実
現

増
大
す
る
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
、
情
報
量
を
高
速
に
処
理
可
能
な
情
報
通
信
機
器
の
創
出

情報通信
関連政策

高度情報通信ネットワーク社会形成基本法（ＩＴ基本法）

関

連

施

策

SFQ/光ハイブリッド
スイッチ実証

高感度・高出力
デュプレクサ実証

高感度通信
CO2削減

高速演算
CO2削減

ＩＴ新改革戦略（2006.1） IT政策ロードマップ
（2008.6）

＜技術開発＞

＜技術開発＞

10 TFLOPS／ラック
SFQコンピュータ実用化

10 TFLOPS／ラック
SFQコンピュータ実証

20 Tbps ／ハーフラック

SFQルータ・スイッチ実用化

20 Tbps ／ハーフラック

SFQルータ・スイッチ実証

高速・大容量広帯域
レシーバ実用化

超高機能
レシーバ実用化

小型ソフトウェア
無線機実用化

200GHz高速計測器実証

高感度・高出力
デュプレクサ実用化

80 GHz 

500ＪＪ級回路
120 GHz 

2000ＪＪ級回路

160 GHz 

2万ＪＪ級回路

バンドパス
フィルタ

20～30 W耐電力10 W耐電力

小型送受信
システム実用化

小型送受信
システム実証

中国

米国

京都議定書発効（2005.2） CO2削減目標 (ポスト京都議定書)

「新産業創造戦略2005」

低コスト極小型冷凍機導入・普及

人材育成 産学官連携の拡大（ものづくりに立脚した人材の拡充、ポスドク等の大学の人材の積極的活用等）

第7次ﾌﾚｰﾑﾜｰｸﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
（S-PULSE等）

e-Japan戦略II

5万ＪＪ級回路

>kW耐電力

NSA：SFQ高性能コンピュータ
プロジェクト

2009



技術大分類 技術中分類 技術番号 技術小分類

ＳＭＥＳ 101
・低ｺｽﾄｼｽﾃﾑ化  ・大容量化  ・コイルの高性能化
・高信頼性化  ・耐高電圧化

フライホイール 102 ・大容量化　・低損失化　・総コスト低減

・高電圧化　・大電流化　・常電導転移時高抵抗化

・高速超電導復帰機構

・長尺化　・高電圧化
・大電流化　・低損失化（AC）　・短絡対策（AC）

・低コスト化

電力用
変圧器

105
・不燃化、ｺﾝﾊﾟｸﾄ化　　　・Sub-cool LN2技術
・高電圧化　・大容量化　・低コスト化

同期調相機 106 発電機と共通

発電機 107 ・大容量化　・低コスト、ｺﾝﾊﾟｸﾄ化

・磁場中高特性化　・大電流高強度化技術

・低損失化　・耐放射線化

重要技術

超電導技術分野の技術マップ（エネルギー・電力分野）　　　（1／5）

シーズ

ニーズ

限流器
(ＳＮ転移型)

エネルギー
貯蔵

103

環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー

調
和
型
社
会
の
構
築

108

104
電力

ケーブル
送変配電

発電
核融合用
マグネット



技術番号 技術小分類

半導体引上装置 201 ・ ウエハ大口径化

鉄鋼圧延装置 202 ・ 配列構造均一化

磁性材料調質装置 203 ・ 配列構造均一化

204 ・高磁場化（無担磁化）

205 ・高磁場化　・磁場均一化

206 ・高磁場化　・大面積化

207 ・高臨界温度化　・低コスト化

・広帯域化　・多チャンネル化　・低コスト化（モジュールコスト）

・冷却技術

・出力周波数向上　・高温動作化

・高精度化

・高温動作化　・高電圧化

・低コスト化　・低周波数利用技術

・エネルギー分解能向上　・計数率向上

・小型化、低コスト化

212 ・高感度化　・小型化

213 ・低ノイズ化　・高周波化

214 ・エネルギー分解能向上　・低コスト化

・小型化、自動化　・高機能化

・測定高速化

食品・薬品検査 216 ・磁気シールド簡易化　・異物検出限界向上　・低コスト化

半導体検査 217 ・空間分解能向上　・測定高速化　・低コスト化

鉱物探査 218 ・位置分解能向上　・ 環境ノイズ除去技術　・小型化

219 ・高速回転化　・高載荷力化

・高速回転、大容量化　　・小型軽量化　・効率向上

・低速回転、大容量化

・低速回転、大容量化　・小型軽量化　・効率向上

・高速回転、大容量化

222 ・小型軽量化　・高速回転　・効率向上

磁場応用 223 ・信頼性向上、低コスト化

変圧器 224 ・大容量化　　・低損失化　・小型軽量化

　　　＊印は、「エネルギー・電力分野」の機器と関連する技術であり、環境・エネルギー調和型社会の構築にとっても重要である。

重要技術

215

220

221

208

209

210

211

超電導技術分野の技術マップ（産業・輸送分野）　　　（2／5）

ニーズ

廃水磁気分離装置

粒子加速器

技術大分類 技術中分類

シーズ

世
界
を
リ
ー

ド
す
る
高
度
産
業
基
盤
構
築

磁気シールド

鉄道用変圧器＊

輸送用
機器

産業用モータ＊

計測機器

Ｘ線検出器　（EDX）

回転機

半導体・通信テスタ　（サンプラ）

産業用
機器

磁気浮上式鉄道用マグネット

車載用モータ＊

磁場応用

舶用モータ＊

構造物検査

ミキサ

ＳＱＵＩＤ
応用装置

宇宙線検出器

非接触磁気軸受回転機＊

磁場中材料
加工処理

電圧標準

マグネトロンスパッタ装置

直流

ボロメータ

回転機

交流



技術大分類 技術中分類 技術番号 技術小分類

ＭＲＩ 301
・大口径、短軸化　・高磁場化　・線材高特性化
・磁場安定化技術

ＮＭＲ 302 ・超高磁場化　・磁場安定化技術

質量分析器 303 ・高磁場化　・高均一化

・高磁場化　・高磁気勾配化

・小型・軽量化　・低消費電力化　・ナノ磁性粒子薬剤開発

磁気誘導カテーテル 305 ・高磁場化　・高磁気勾配化

高輝度放射光源
（アンジュレータ・

ウイグラー）
306 ・高輝度化　・磁石ギャップ長可変技術

テラヘルツ波
診断装置（光源）

307 ・高機能化

医療用粒子線
加速器

308 ・高機能化

ＭＲＩ／ＮＭＲ
（高周波プローブ）

309 ・高感度化　・低損失化

質量分析器
（イオン検出器）

310 ・分解能向上　・測定時間短縮　・高機能化

テラヘルツ波
診断装置（検出器）

311 ・高機能化

・システム高感度化　・高機能化（多検体処理）　・操作性向上

・低コスト化

・高感度化　・磁気シールド簡易化

・高機能システム化

・磁気シールド簡易化　・多チャンネル化

・高機能化

・低コスト化

超低磁場NMR/MRI 315 ・複合化　・新機能化　・高性能化

重要技術

超電導技術分野の技術マップ（診断・医療分野）　　　（3／5）

ニーズ
シーズ

健
康
長
寿
生
活
の
実
現

マグネット
応用

ＭＤＤＳ
（磁気誘導薬物配送）

304

加速器
応用

高周波
デバイス応用

ＳＱＵＩＤ
応用

神経磁気診断装置
（MEG(脳磁計)、脊髄・末梢

神経磁場計測装置）

SQUID
免疫診断装置

312

ＭＣＧ
（心磁計）

313

314



技術大分類 技術中分類 技術番号 技術小分類

・大容量化  ・方式、アーキテクチャ
・ラック当たりスループット向上

・低コスト化

・ＳＦＱプロセッサの大規模化　・高速超電導メモリ大容量化
・処理能力/ラック向上　・低消費電力化

・アーキテクチャ

・回路規模（対応量子ビット数）拡大

・回路消費電力低減　　・高速化

・方式　・帯域・ビット精度向上　・低コスト化

・モジュール小型化

・高機能化　・小型化　・モジュール低コスト化

・周波数調整技術

・耐電力特性向上　・高調波歪み低減　・送受信複合化

・低コスト化

・小型化、軽量化　・高信頼化 　・高機能化

・送受信複合化　・冷却技術

超電導アンテナ 408
・指向性、効率向上　・アレイ化　・冷却技術
・環境ノイズ影響低減技術

・帯域、ビット精度向上

・モジュール小型化、低コスト化

・方式（入力、被測定対象）　・広帯域化　・小型化、低コスト化

・高感度化

重要技術

ＳＦＱコンピュータ、
サーバ

超電導技術分野の技術マップ（情報・通信分野）　　　（4／5）

ニーズ
シーズ

ＳＦＱルータ・スイッチ

高
度
情
報
通
信
社
会
の
構
築

409

410

407

コンピュータ・
ネットワーク

機器

衛星用通信機器
 (フィルタ、マルチプレクサ）

広帯域ADコンバータ
（計測用）

高速計測機器
（サンプラ）

量子コンピュータ

計測機器

送信フィルタ

高精度・広帯域
ADコンバータ（無線用）

無線アクセス
系機器

受信フィルタ

404

401

402

406

405

403



技術大分類 技術中分類 技術番号 技術小分類
・NbTi
・Nb3Sn
・その他（Nb3Al等）

・Bi2212
・Bi2223
・MgB2

・その他
・Y(RE)系
・その他
・歪特性改善技術
・素線接続技術
・巻線技術
・絶縁技術
・コイル保護技術
・RE123系
・Bi2212系
・その他
・RE123系
・Bi系
・その他
・Nb集積回路プロセス技術
・NbN集積回路プロセス技術
・酸化物集積回路プロセス技術
・Nb系SFQデバイス
・NbN系SFQデバイス
・酸化物系SFQデバイス
・入出力インターフェイス技術
・低温実装技術
・Nbプロセス技術
・酸化物プロセス技術
・Nb系SQUID
・酸化物系SQUID
・実装技術
・MgB2薄膜技術
・RE123系薄膜技術
・バンドパスフィルタ
・アンテナ
・実装技術

冷凍・冷却技術 ・４K冷凍機
・20K～50K冷凍機
・65K冷凍機
・４K冷凍機（1～3W）
・４K冷凍機（0.1～0.5W）
・50K、70K冷凍機
・LNG冷熱利用技術
・サブクール冷却技術
・LH2冷熱利用技術

伝導冷却技術 514 ・高効率冷却技術
・薄肉断熱技術
・封止化技術
・低熱侵入化
・機械的強度
・耐高電圧化
・大電流化

重要技術

電流リード技術

パワー機器用冷凍機技術

大容量冷却技術

クライオスタット技術

デバイス機器用冷凍機技術

加工熱処理法技術
（含ブロンズ法技術）

パウダーインチューブ法技術

薄膜線材技術

導体化技術

SQUID応用技術

超電導技術分野の技術マップ（共通基盤技術）　　　（5／5）

超電導線材技術

超電導バルク技術

超電導デバイス技術

高周波デバイス技術

コイル化技術

溶融凝固バルク技術

焼結バルク技術

デジタルデバイス技術

501

502

503

504

505

506

507

508

513

515

516

509

510

511

512



・低ｺｽﾄｼｽﾃﾑ化

・大容量化

・コイルの高性能化

・高信頼性化

・高耐電圧化

SMES
数kWh～10kWh

系統安定化 5万円/kW 

負荷変動補償等 14万円/kW 

冷凍機MTBF≧2万h

電流ﾘｰﾄﾞ部≧15kV電流ﾘｰﾄﾞ部≧6kV

系統安定化 7万円/kW 

負荷変動補償等20万円/kW 

超電導技術分野の技術ロードマップ（エネルギー・電力分野） (1／8）

2005       2006       2007       2008       2009       2010       2011       2012       2013       2014       2015        2016       2017       2018        2019        2020

数十kWh～数百kWh

電力用
変圧器

・不燃化、コンパクト化

・Sub-cool LN2利用技術

・高電圧化

・大容量化

・低コスト化 常電導器の1.5倍
（66kV級20MVA）
（10数年で償却）

154～275kV 

100～500MVA

限流器
（ＳＮ転移型）

・高電圧化

・大電流化

・常電導転移時高抵抗化

6.6kV

0.6～１kA

66kV級
1～4kA

動作の安定化と高比抵抗の両立

154・275kV

5～8kA

発電機

・大容量化

・低コスト、コンパクト化

600MVA電力用200MVA

高温超電導線材コイル化技
術検討

NbTi線材の適用

フライ
ホイール

並列運転制御による大容量化（MWh級）・大容量化

・低損失化

・総コスト低減

5kWh 50kWh

機械軸受方式の1/3

4,000円/Wh

・磁場中高特性化

・大電流高強度化技術

核融合用
マグネット

磁界：20T

コイル：ソレノイド

電力
ケーブル

・長尺化

・高電圧化

・大電流化

・低損失化（AC）

・短絡対策（AC）

数km

154kV・275kV

数GW

数km

AC66kV級
5～10kA （単心、三相一括）

数km

66kV級
10kA （単相）

100～500m(Bi系)

AC66kV（三相一括）
AC77kV（単相）

1kA

1W/m/相＠1kA

31.5kA 0.2s

低損失線材の適用検討

不燃性・コンパクト

2kW, COP0.06

66kV級/6.9kV

2MVA

Y系線材コイル適用

(巻線損失≦1/10))

数十m（Y系）、中間接続部有
AC66kV-5kA級(三相一括)

AC275kV-3kA級（単心）

十数kWh～数十kWh

磁界：13T

コイル：ソレノイド
(Nb系)

50kWh

機械軸受方式の1/10

2,000円/Wh

風力発電用1～10MVA

2W/m/相＠66kV-5kA(三相)

0.8W/m/相＠275kV-3kA(単心)

Y系線材の適用

0.5W/m/相＠3kA(三心)

2kV以上の電気絶縁性能

66kV

2MVA(単相)

Ｙ系線材コイル化
検討(1kA)

Ｙ系線材コイル化
検討(2kA,

巻線損失≦1/3)

2kW, COP0.10

66kV級/6.9kV

20MVA

数百m（Bi系）
AC66kV-3kA級(三相一括)



廃水磁気
分離装置

・高磁場化

（無担磁化）

半導体
引上装置 ・ウエハ大口径化

5Ｔマグネット（ＮｂＴｉ線材）
1Tマグネット(Y系バルク）

12インチ径ウェハ用
マグネット（NbTi）

超電導技術分野の技術ロードマップ（産業・輸送分野） （2／8）

・大容量化

・低損失化

・小型軽量化

鉄道用
変圧器

25kV、4MVA（Ｂｉ系）

電力損失≦120kW （含む冷凍
機）

重量約4.1トン

2005       2006       2007       2008       2009       2010       2011       2012       2013       2014       2015        2016  2017       2018        2019        2020

ﾏｸﾞﾈﾄﾛﾝ
ｽﾊﾟｯﾀ装置

・高磁場化

・大面積化

半導体・通信テスタ
（ｻﾝﾌﾟﾗ）

・広帯域化
・多チャンネル化

・低コスト化
（モジュールコスト）

Ｘ線検出器
(EDX)

・ｴﾈﾙｷﾞｰ分解能向上

・計数率向上

・出力周波数向上

・高温動作化
電圧標準

・高温動作化

・高電圧化

1000万円 200万円

50 GHz

1 ch

100 GHz

1 ch テスタ用多チャンネル

10 k Hz
50 K

100 Hz
4-10 K

NbN 10 K動作
1 V

酸化物系 50 K動作
10 V

4 eV
1 G cps

4 eV
1 M cps

10 eV
1 M cps

10 eV
1 k cps

交流

直流

SQUID応用
装置

構造物検査

食品・薬品

検査

半導体検査
0.5ミクロン

30min

100百万円

0.1ミクロン
10min 

50百万円

1ミクロン
60min

200百万円

・空間分解能向上
・測定高速化
・低コスト化

・磁気シールド簡易化
・異物検出限界向上
・低コスト化

LN2仕様30百万円 LN2仕様20百万円 冷凍機仕様10百万円 冷凍機仕様<10百万円

パーマロイシールド方式
0.5mm

アクティブシールド方式
0.4mm

アクティブシールド方式
0.1mm

・小型化、自動化

・高機能化

LN2冷却、アクティブ
シールド可動システム

欠陥（傷、クラック）検査 疲労等前兆診断

静磁場：6T

横磁場：1T

面積：20cm2

静磁場：8T

横磁場：1.5T

面積：１m2級

静磁場：10T

横磁場：3T

面積：10m2級

非接触磁気軸受
回転機

・高速回転化

・高載荷力化

2000rpm

浮上距離10mm

(重量30kg)

浮上距離20mm

（重量40kg)

10000rpm

産業用
モータ

・高速回転、大容量化

・小型軽量化

・効率向上

1800rpm/20MW

容積1/10、重量1/3

・低速回転、大容量化
・小型軽量化
・効率向上

舶用
モータ

360～720rpm、15kW

（Bi系線材、Y系ﾊﾞﾙｸ）

200~300rpm/20MW

容積1/10、重量1/3以下

磁気浮上式
鉄道用マグネット

・信頼性向上、低コスト化 ４コイル検証（Ｂｉ系線材）

10 k Hz
4-10 K

冷凍機冷却
ロボット化システム

静磁場：10T

横磁場：3T

面積：5m2級

1 k Hz
4-10 K

NbN 10 K動作
10 V

冷凍機冷却
シールドレス可動システム

4000rpm

浮上距離20mm

（重量40kg）

3600rpm/3ＭＷ

容積1/10、重量1/3

200～300rpm、１～3MW

容積・重量：1/2

効率：2%向上

（常電導モータ比）

電力損失20kW（含む冷凍機）

重量約2.4トン

25kV、4MVA以上

電力損失≦20kW（含む冷凍機）

重量2.4トン以下、床下設置可能

線材に即した機能向上

16T無担磁型冷凍機伝
導冷却マグネット

18インチ径ウェハ用マグネット



神経磁気診断装置
（MEG（脳磁計）、脊髄・末
梢神経磁場計測装置）

・磁気シールド簡易化

・多チャンネル化

・高機能化

SQUID

免疫診断装置

・システム高感度化

・高機能化（多検体処理）

・操作性向上
冷凍機冷却

最小検出蛋白質量
3アトモル

10検体処理

雑音除去技術

最小検出蛋白質量
0.02 アトモル

小型軽量シールド

ＭＲＩ

NMR

・大口径、短軸化

・線材高特性化

・磁場安定化技術

・高磁場化

・超高磁場化

・磁場安定化技術

2005       2006       2007       2008       2009       2010       2011       2012       2013       2014       2015        2016  2017       2018        2019        2020

MCG

(心磁計) 

・高感度化、磁気シールド簡易化

・高機能システム化

伝導冷却

22T（溶液試料、950MHｚ）

磁場時間減衰率：20ppB/h以下

Nb系：10fT/Hz1/2 高機能MCGシステム 複合システム（他の機器との統合）

中心磁場強度1.5～3T機
常温空間90cmΦ、軸長1.5～2m

Ｎ値≧40

磁場時間減衰率：0.1ppm/h以下

中心磁場強度7T

・高輝度化

・磁石ギャップ長可変技術

輝度：1019光子/秒mm2/mrad2

ギャップ長：50-12mm

・高機能化
がん診断応用

ﾌｧｲﾊﾞ結合型オンサイト
がん診断装置

・高機能化
医療用

粒子線加速器
2.5GeV陽子

サイクロトロン：RI用

重粒子(炭素等)

シンクロトロン：治療用

酸化物系：100fT/Hz1/2 酸化物系：30fT/Hz1/2

高感度同時多点計測

24.7T（固体試料、1.1GHｚ）

磁場時間減衰率：20ppB/h以下

中心磁場強度1.5～3T機
常温空間90cmΦ以上、軸長1.0m

Ｎ値≧40

磁場時間減衰率：0.1ppm/h以下

中心磁場強度10T

輝度：1021光子/秒mm2 /mrad2

ギャップ長：30-5mm

CCD型オンサイト
がん診断装置

モバイルMCG ｼｰﾙﾄﾞﾚｽ

検査自動化

30.6T（固体及び溶液用、1.3GHｚ)

磁場時間減衰率：20ppB/h以下

ｼｰﾙﾄﾞﾚｽ

最小検出蛋白質量
0.1 アトモル

100検体高速処理

高輝度
放射光源

テラヘルツ波
診断装置

超電導技術分野の技術ロードマップ（診断・医療分野） （3／8）

・高磁場化

・高磁気勾配化

8T

7～8cm深部、5T/m

5T

5cm深部、5T/m

10T

10cm深部、5T/m
MDDS

脊髄神経磁場計測装置 末梢神経磁場計測装置



広帯域
ADｺﾝﾊﾞｰﾀ
（計測用）

・帯域、ﾋﾞｯﾄ精度向上

高速計測機器
（ﾃﾞｼﾞﾀﾙ・ｵｼﾛ）

・方式（入力、被測定対象）

・広帯域化

・小型化、低コスト化 ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟ型
200万円

10 GHz
4 bit

20 GHz
6 bit

30 GHz
8 bit

電流計測
100 GHz

電気・光入力
50 GHz

光入力
200 GHz

2005       2006       2007       2008       2009       2010       2011       2012       2013       2014       2015        2016       2017       2018        2019        2020

・大容量化

・方式、アーキテクチャ

・ラック当たりスループット向上

SFQ

ﾙｰﾀ・ｽｲｯﾁ

SFQ

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ、ｻｰﾊﾞ

4x4

・SFQプロセッサの大規模化

・高速超電導メモリ大容量化

・処理能力/ラック向上

高精度・広帯域
ADｺﾝﾊﾞｰﾀ
（無線用）

・方式

・帯域・ﾋﾞｯﾄ精度向上

・低コスト化

・高機能化

・小型化

・モジュール低コスト化

受信
ﾌｨﾙﾀ

送信
ﾌｨﾙﾀ

・耐電力特性向上

・高調波歪み低減

・送受信複合化

20 GHz
40 GHz
10GOPS

80 GHz
200 GFLOPS

32 Mb 256Mb 1 Gb

600万円/基地局

小型送信システム
容積15L以下

200万円/基地局 100万円/基地局

高感度・高出力
デュプレクサ

2000万円 1000万円 200万円 100万円

SFQｽｲｯﾁ
10 Tbps

SFQｽｲｯﾁ
50 Tbps

SFQ/光
ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞｽｲｯﾁ

1 Pbps

ﾛｰﾊﾟｽ
10 MHz・14 b

ﾛｰﾊﾟｽ
100 MHz・14 b

ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾚｼｰﾊﾞ用
ﾊﾞﾝﾄﾞﾊﾟｽ

100 MHz・14 b

ｿﾌﾄｳｪｱ無線用
ﾊﾞﾝﾄﾞﾊﾟｽ

200 MHz・14 b
ﾛｰﾊﾟｽ

200 MHz・14 b

高感度・高選択度
受信フィルタ

広帯域
受信フィルタ

小型受信システム
容積15L以下

IP3= 60 dBm
10 W

IP3= 80 dBm
20 ～30W

IP3> 100 dBm
100 W

32x32 128x128 256x256

・低消費電力化
10 TFLOPS

冷凍機込み消費電力50kW
（半導体システムの1/25）

1 PFLOPS
冷凍機込み消費電力1MW
（半導体システムの1/50）

SFQｽｲｯﾁ
1 Tbps

SFQｽｲｯﾁ
160 Gbps

超電導技術分野の技術ロードマップ（情報・通信分野） （4／8）

IP3> 100～120 dBm
ｋW

ﾃﾞｽｸｻｲﾄﾞ型
1000万円

光入力
100 GHz



2005       2006       2007       2008       2009       2010       2011       2012       2013       2014       2015        2016       2017       2018        2019        2020

・長尺化

・量産化

・大電流化

・低コスト化

・ｎ値向上技術

（長尺均一化技術）

・高強度化（引張強度）

Y (RE)系

Bi2223 1.5km

・大電流化

・長尺化

・低コスト化 20～30円/Am＠77K &0T

0.5km

Ic=300A/cm幅 ＠77K&0T

Ic=  30A/cm幅 ＠77K&3T

製造速度＝10～20m/h 製造速度＝20～50m/h

8～12円/Am

3ｋｍ

製造速度＝100～200m/h

Ic=400A/cm幅 ＠65K&0.1T

Ic=250A/cm幅 ＠77K&3T

1～3円/Am

200A/4mm幅＠77K &0T 300A/4mm幅＠77K

2.0km

10円/Am＠77K &0T 2～4円/Am＠77K &0T

Bi2212
・大電流化

・低コスト化

1kA/φ1mm ＠4.2K &0T

4.0～6.0円/A・m＠4.2K &5T

（絶縁付）
1.0円/A・m＠4.2K &5T

（絶縁付）

1.5kA /φ1mm ＠4.2Ｋ&0T

n=20 n=40

200～500MPa 500～1000MPa

ＭｇＢ２

・高電流密度化

・長尺化、多芯複合化

・低コスト化

500A/φ0.8mm＠10K＆2T

1km 

19～55芯
10km

19～55芯

2.5～5.0円/Am ＠20K＆2T 0.4～1.2円/Am＠20K＆2T 

500A/φ0.8mm＠20K＆2T

500A/4mm幅＠77K

3.0km

超電導技術分野の技術ロードマップ（共通基盤技術－線材） （5／8）

400A/4mm幅＠77K

5円/Am＠77K &0T

0.3km

1～19芯

１ｋｍ



2005       2006       2007       2008       2009       2010       2011       2012       2013       2014       2015        2016       2017       2018        2019        2020

・高Jc化

・高信頼性化

・着磁技術

・最適形状化

・低コスト化

・大電流化(電流リード)

RE123系

任意形状成長

15cm径0.7cm厚
＜20万円

15cm径0.7cm厚
＜10万円

機械的強度
熱特性向上

個別機器、材料形状に
対応する高強度化

成形体加工
I字型・渦巻型接続

４T＠65K2T＠77K 10T＠40K

10万A/cm２

@77K

Jc：5万A/cm２

@77K

20万A/cm２

@77K

一般汎用

高特性応用

2Tパルス＠65K ４Tパルス＠ 65K

静磁場

パルス

Ic=20kA Ic=４0kA Ic=100kA

15cm径2cm厚
100-200万円

15cm径2cm厚
50-１00万円

15cm径2cm厚
＜20万円

15cm径2cm厚
＜10万円

超電導技術分野の技術ロードマップ（共通基盤技術－バルク） （6／8）



2005       2006       2007       2008       2009       2010       2011       2012       2013       2014       2015        2016       2017       2018        2019        2020

・ジョセフソン接合技術
(微細化、高電流密度化)     

・平坦化積層技術

Nb集積回路
プロセス技術
（ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾃﾞﾊﾞｲｽ)

酸化物集積回路
プロセス技術
（ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾃﾞﾊﾞｲｽ)

・ジョセフソン接合技術

(微細化、均一性向上)

・薄膜積層技術

Nb系
SFQデバイス

・高速化

・回路規模拡大

酸化物系
SFQデバイス

・高速化(40 K)     

・回路規模拡大

入出力
インター

フェイス技術

・超電導出力増幅回路

高速化

・SFQ/光信号変換技術

低温実装
技術

・ＭＣＭ配線多層化、高速化

・高速信号入出力技術

(多ピン化)

2 mm幅
s=5 %

超電導 4層

80 GHz 140 GHz

100万JJ

160 GHz

>1000万JJ

80 GHz

500 JJ

光出力
40 Gbps

光入力
40 Gbps

Nb信号線1層
100 Gbps

広帯域ピン数
32

全光入出力実装
>1000

・接合技術（構造、IcRn積）

・薄膜積層、加工技術

・アレイ化技術

酸化物
プロセス技術
(SQUID応用)

酸化物系
SQUID

・構造、感度向上（77 K）

・検出コイル技術

ﾊﾞｲｸﾘｽﾀﾙ
0.5 mV

超電導2層
平坦化

< 10 1000

入力ｺｲﾙ集積
30 fT/Hz1/2

1次微分(8の字) 2次微分

1 mm角
10 kA/cm2

Ｎｂ 6層

10 Gbps

Nb信号線1層
60 Gbps

ﾊﾞｲｸﾘｽﾀﾙ
< 0.3 mV

ﾌﾘｯﾌﾟﾁｯﾌﾟ
100 fT/Hz1/2

1次微分

広帯域ピン数
100

・表面抵抗低減
（77 K, 10GHz）

・低コスト化技術

300 mW

10 W

酸化物系
薄膜技術

(高周波ﾃﾞﾊﾞｲｽ)

バンドパス
フィルタ

・耐電力特性向上

・小型化

<150 mW

20 ～30W

2インチ両面
10万円

2インチ両面
50万円

フィルタサイズ
2インチ径

0.5mm角
40 kA/cm2

1 mm幅
s=5%（面内）

平坦化 4層

120 GHz

2000 JJ

40 Gbps

Nb信号線2層
160 Gbps

広帯域ピン数
1000

ﾗﾝﾌﾟｴｯｼﾞ
0.5 mV

100

超電導3層
平坦化

>100 W

フィルタサイズ
１インチ径

160 GHz

2万JJ

Nb信号線3層
200 Gbps

平坦化 6層

0.25mm角
160 kA/cm2

0.5mm幅
s=3 %

入力ｺｲﾙ集積
15 fT/Hz1/2

超電導技術分野の技術ロードマップ（共通基盤技術－デバイス） （7／8）

Ｎｂ 8層

5万JJ

＞kW

フィルタサイズ
1インチ径

フィルタサイズ
１.5インチ径5



2005       2006       2007       2008       2009       2010       2011       2012       2013       2014       2015        2016       2017       2018        2019        2020

パワー機器応用
20~50K冷凍機

パワー機器応用
65 K冷凍機

デバイス機器応用
4 K冷凍機

(1-3 W@4 K)

・小型化

・高信頼化

・低コスト化

デバイス機器応用
50K、70 K冷凍機

(1-5 W@70 K,

0.1-1 W@50 K)

・低コスト化

・小型化

・高信頼化

・冷却時間短縮
（計測器用小型）

・ユーザビリティ向上

100-300万円 40-100万円 20-40万円

60 min 15 min 5 min

横置き可能
任意位置
使用可

300-1000万円 200-500万円

重量130～250kg 重量50 kg

・大容量化

・高信頼化

・高効率化

・低コスト化

・大容量化

・高信頼化

・高効率化

・低コスト化

20W

20K：COP 1/150
50K：COP 1/50

20K：25万円/W
50K：15万円/W

100W

1kW

COP 1/20～1/25

3.5万円/W

数kW

COP １/１7

2万円/W

数10kW

メンテナンス間隔 1年以下 メンテナンス間隔 3～5年

メンテナンス間隔 1年以下 メンテナンス間隔 3～5年

メンテナンス間隔 1年以下 メンテナンス間隔 3年

メンテナンス間隔 3～6年 メンテナンス間隔 6年

10～15 kg 5 kg

パワー機器応用
4 K冷凍機

・大容量化

・高信頼化

・高効率化

・低コスト化

8W（GM/JT)

COP 1/1000

500万円/W

10～15W

COP １/750

150～300万円/W

メンテナンス間隔 1年 メンテナンス間隔 2年

超電導技術分野の技術ロードマップ（共通基盤技術－冷凍・冷却） （8／8）

2kW

COP 1/12

3 kg

20K：COP 1/140
50K：COP 1/40

20K：10万円/W
50K：5万円/W



J

T

常電導

TC

0

Jc

HC

超電導

H

Tc

T

Jc

J

4.2K
77K

３つの臨界値

臨界温度（Tc)
超電導を示す温度の上限

臨界電流（Jc)
超電導を維持できる電流
の上限

臨界磁場（Hc)
超電導を維持できる磁場
の上限

入力電気
エネルギー

超電導（＝抵抗ゼロ）

常電導金属(Cu等）

放散熱エネルギー
＝(電流)2ｘ抵抗

エネルギー
減衰

エネルギー
ロス無し

出力電気
エネルギー

超電導の４条件（田中の基準）
以下の４条件を全てクリアして、初めて超電導体と認定される。
（東京大学の田中昭二教授が1987年に提唱した客観的条件）

結晶構造およびその物質の何が超電導体であるのか
マイスナー効果を示すか
電気抵抗が転移点付近で急激に消失するか
実験結果に十分再現性があるか

超電導状態
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Ni

Cu

Ag

常電導
(非超電導状態)

超電導材料

超電導産業の将来市場規模(2020年フロー)
国内 ： 約２，７３５億円
海外 ： 約２兆５，１１０億円
（超電導分野技術戦略マップ策定委員会2007による試算）

（参考資料１：超電導の性質と将来性）
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系

（代表物質）
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Hg系
（HgBa2Ca2Cu3Oｘ）

5
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La1.2Sr0.8CuOy（東京大学）
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Bi2Sr2Ca2Cu3Ox（金属材料技術研究所）

Tl2Ba2Ca2Cu3Ox

HgBa2Ca2Cu3Ox

C60

77K：液体窒素温度

4.2K：液体ヘリウム温度

La0.85Ba0.15CuOy

Nb3Ge
20K：液体水素温度

MgB2（青山学院大学）

[K]

金属系超電導体

Ｃ６０系超電導体

酸化物系超電導体

110K：液化天然ガス(LNG)温度

元素数が少ない方が
比較的製造しやすい

各種超電導線材の臨界電流密度
(九州大学木須教授 作成)

SmFeAsO1-xFx

（中国科学院）

（参考資料２：超電導物質の探索）

LaFeAsO1-xFx

（東京工業大学）
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［エネルギー・電力分野］ ［診断・医療分野］

［産業・輸送分野］

環境・エネルギー
調和型社会の構築

健康長寿生活
を実現

世界をリードする
高度産業基盤構築

超電導線材技術 冷凍・冷却技術超電導デバイス技術超電導バルク技術

ＳＭＥＳ
(MW級瞬低補償、MW級系統制御、
負荷変動補償、周波数調整）

変圧器 (不燃、高効率)

フライホイール

限流器
(電力ﾈｯﾄﾜｰｸの保護に有効）

発電機 (1-100MW)
(含風力用発電機）

電力ケーブル
(高効率、大容量、国際連系、
直流データセンタ)

粒子加速器、粒子検出器

核融合炉(ITER)

神経磁気診断装置
（ＭＥＧ （脳磁計）、脊
髄・末梢神経磁場計

測装置）

半導体・通信テスタ

X線検出器(EDX)

鉄道用変圧
器（軽量化)

舶用モータ

半導体引上装置
(20インチφ 以上Si単結晶）

磁気浮上式鉄道用
マグネット

ＮＭＲ

質量分析器
ＭＲＩ

医療用粒子線加速器

ＭＣＧ （心磁計）

SQUID免疫診断装置

宇宙線検出器、ミキサ、ボローメータ

産業用モータ

磁気分離装置

電圧標準
(直流・交流）

早期診断、精密診断、創薬等のニーズに応える
先進医療機器の実現

小型・軽量化、高速度化、高度生産性等を通じた
高度産業基盤の実現

多様化する電源ニーズに対応する
高信頼かつ高品質電力の供給・運用

非接触磁気軸受
回転機

マグネトロンスパッタ装置

高輝度放射光源

SQUID応用装置
(構造物検査、食品・薬品検査、
半導体検査、鉱物探査)

［共通基盤技術］

［機器固有技術］

高度
診断

治療
創薬

ＣＯ２削減

省エネ
ルギー

高速度化

非化石燃料
エネルギー電力品質

維持・向上

［情報・通信分野］

高度情報通信社会
の実現

SFQサーバ

SFQルータ・スイッチ
（０．１－１Ｐｂｐｓ）

無線用広帯域・高精度
ADコンバータ

バンドパスフィルタ
（基地局電波送信・受信用）

SFQコンピュータ
（１－１０ＰＦＬＯＰＳ）

計測用広帯域ADコンバータ

高速計測機器

高感度
通信

ＣＯ２削減高速演算

社会に役立つ超電導技術
［2020年の社会像］

増大するネットワーク、情報量を
高速に処理可能な情報通信機器の創出

小型化

高信頼性

軽量化

高度生産性ＣＯ２削減

ＭＤＤＳ（磁気誘導薬物配送）

テラヘルツ波診断装置

磁気誘導カテーテル

車載用モータ

磁気
シールド

（参考資料３）



参考資料４：世界のY系超電導線材開発技術(2005年以降)
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RSFQ技術の評価 ※米ではSFQをRSFQと呼称する

（米NSA「超電導技術評価」報告書(2005.8)より抜粋）

名古屋大学がSRL標準プロセスで作製した
11,000接合からなる20GHz動作再構成可能

なデータパスを持つプロセッサ
（高性能計算機のアクセラレータとして使

用） (2008.8)

名古屋大学がSRL-ADPで作製した90GHz動作
2x2SW (2008.10)

超電導工学研究所及び名古屋大学が
作製した自動配線ツールでレイアウトした

大規模SFQ回路(16x16 switch circuit） (2005.3)

（参考資料５：SFQ技術の国際評価）
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超電導材料

超電導部材・デバイス

超電導機器・装置

システム・
一般機器

冷凍機

協調・連携

IEC/TC90（超電導）

VAMAS(ベルサイユサミットに基づく

新材料と標準に関する国際共同研究)との連携

IEC/SB1(送電及び配電),

TC8(電力供給システム),

TC14(絶縁材料),

SC17C(高圧開閉装置及び制御装置組立品),

TC20(電力ケーブル),等

ISO/TC86(冷凍技術及び空気調和技術),

TC220(極低温容器)

（参考資料６：超電導標準化について）活発 将来活動

超電導材料の
性能試験方法

(13規格)

電流リードの特性
(1新規格案検討)

[2006年6月～]
用語

(1規格)

Nb-Ti

Nb3Sn

酸化物

MgB2
未定

検討

済

臨
界
電
流

残
留
抵
抗
比

銅
比

機
械
強
度

表
面
抵
抗

臨
界
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度

交
流
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失

捕
捉
磁
場

規格化進捗状況
※ １性能ごとの規格ではないため、

規格数と項目数は一致していない。



 

事前評価書 
 

作成日 平成１８年２月２６日 

１． 事業名称 

 （コード番号） 

 高温超電導ケーブル実証プロジェクト 

２．推進部署名  新エネルギー技術開発部 

３．事業概要 

(1) 概要：高温超電導ケーブルを社会の重要なインフラである電
力供給システムに適用するため、本事業では、66kV、200MVA 級
３芯一括型高温超電導ケーブルのシステムとしての開発を行
い、変電所構内における実系統運用試験によって検証・評価
し、総合的な信頼性を確立する。これらによって、実用化に向
けた革新的な高効率送電技術を確立する。  

(2) 事業規模：総事業費 ２７億円（委託） 
(3) 事業期間：平成１９年度～２３年度（５年間） 

４．評価の検討状況 

（１） 事業の位置付け・必要性 

［事業の位置づけ］ 

超電導ケーブルは、NEDO が平成 16 年度まで実施した「交流超電導電力機器基

盤技術研究開発」において①超電導送電ケーブル用導体の技術開発、②液体窒素

による 500m 長の導体を冷却する技術開発を行い、実用に供するための成立性を

明らかにした。しかし、社会の重要なインフラである電力供給システムに適用す

るためには、超電導ケーブル単独ではなく超電導送電ケーブルシステムとしての

総合的な信頼性を確立することが必要である。そのため、これまでに開発してき

た高温超電導ケーブルや冷却技術などを統合して、実系統に高温超電導ケーブル

を連系したシステムとしての実証試験を実施することで、超電導技術を用いた革

新的な高効率送電技術の確立を目指す。 

超電導技術分野の技術マップ（平成 18 年４月制定）において、エネルギー･電

力分野機器開発のうち「環境･エネルギー調和型社会の構築」、「送変配電」、「電

力ケーブル」に位置付けられる。また、エネルギー分野の重点科学技術「電力供

給システム」、「送電技術」に位置付けられている。 

［事業の必要性］ 

高温超電導ケーブルを社会の重要なインフラである電力供給システムに適用す

るためには、さらなる低損失化、低コスト化を図り、省エネルギー効果を確実に

するとともに、線路建設、運用、メンテナンスを含めた総合的な信頼性を確立す

ることが要求される。そのためには、実系統に連系した高電圧・大電流での実証

試験が不可欠である。安全性や信頼性の知見を得るための実証試験は、超電導

ケーブルの中間接続や実系統と連系した運用試験など、技術的・設備的にリスク

を伴ったものであるが、日本が先行する超電導技術が長期に亘り競争力を維持す

る上で重要である。さらに、実証実験を通じて超電導送電システムの運転管理や

評価・計測技術の規格化を進め、早期に国際規格化をはかることも重要である。
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（２） 研究開発目標の妥当性 

高温超電導ケーブルの総合的な信頼性を確立するため、高温超電導線材を用い

た超電導ケーブルを実系統の変電所内電力用ケーブルとして連系し、実証試験及

び評価を行う。 

［中間目標］ 

現状の技術は、信頼性や経済性も含めて実用に供するための高温超電導ケーブ

ルシステムが成立するかどうかの検証を行っているレベルであるので、以下のよ

うな中間目標を定めて、実系統での実証試験に進めるかどうかの評価を加えるも

のとする。 

①超電導ケーブルシステムの検証 

 実系統に連系するための事前評価として、３芯一括型高温超電導ケーブルが

66kV/2kA、交流損失１Ｗ/ｍ/１相以下の性能を達成できることを確認する。 

②システム運用の実証試験項目検討 

 超電導送電ケーブルシステムの運用（冷却含む）において実証すべき試験項目

を明確化し、実系統連系試験に最適なサイトを選定する。 

③運転・保守方法の検討 

 運転監視、保守・運用方法について検討し、評価基準を明確にして実線路とし

ての運用が可能なことを確認するための試験内容を定める。 

［最終目標］ 

高温超電導ケーブルの実系統での実証試験を行い、超電導ケーブルを用いた送

電技術を確立する。 

①実系統における送電実証 

 200MVA 級の中間接続部を有した高温超電導ケーブルを、遮断器や保護装置な

どの付帯機器とともに 66kV 実系統に接続し、連続６ヶ月以上の連続運転を行

うことによって安全性や信頼性を確認する。 

②システム運用の実証 

 実系統に連系して、負荷の変動や過電流等の系統電流の変化に自動的に追随し

たシステム運用（冷却含む）などが可能なことを確認する。 

③運転・保守方法の実証 

 実証試験における運転監視、保守・運用方法が、実運用を行う際の安全性や信

頼性に適合することの評価を行うとともに、経済面・環境面での効果を明確化

する。 

④標準化のデータ収集 

 実証実験を通じて超電導送電システムの運転管理や評価・計測技術の国際規格

化を進めるための標準化項目を明確化するとともに、必要なデータ収集を行

う。 

 

    上記の研究開発目標は、技術戦略マップ「超電導技術分野ロードマップ 電力

ケーブル」の実現に向けた目標設定であり妥当であると考える。 

 

（３） 研究開発マネジメント 

公募により実施体制を決定し、効率的かつ効果的な研究の推進を図るためＰＬ

の指名又は委嘱を行う。本事業開始後３年目に中間評価を予定しており、その結

果を踏まえて事業全体について見直しを行うことも想定する。また、超電導関連

の他プロジェクトとの連携を行い、最先端の超電導材料開発の成果が、本事業に

役立つように効率的に進める。また、超電導分野の事業を効率的に進捗させるた

め外部有識者からなる超電導技術委員会に専門的知見の提供・助言を求め、適宜

計画の調整を図る。 

 事後評価については平成２４年度に外部有識者からなる委員会にて実施する。
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（４） 研究開発成果 

本事業の研究成果で、実用化が促進されることによって、水力発電機端構内連

絡ケーブルなどへの超電導ケーブルシステムの適用が期待できる。また、超電導

ケーブルの導入によって既存ケーブルに比べて電力損失が約 50Ｗ/m･cct 低減の

省エネルギー効果が見込まれており、このことによって 2020 年に CO2 削減は、

28 千ﾄﾝ/年の削減(高温超電導市場開拓検討委員会:2006 年）が期待できる。シス

テム運用性で重要な冷却技術の研究成果は産業分野で利用される冷却機器の信頼

性向上に広くて適用されることが期待できる。 

 

（５） 実用化・事業化の見通し 

超電導ケーブルは、既存のケーブルに比べて送電容量の大幅な増加や運転損失

の低減による省エネ効果が見込まれており、本事業の成果によって、超電導ケー

ブルのトータルシステムの信頼性（運用・保守）が、実用に供するレベルに達し

たことを示すものである。このことによって、既存送電ケーブルのリプレース需

要などへの適用が期待され、需要の増加によって経済性の改善に関する技術開発

が加速されることで「超電導技術分野ロードマップ」で示されている「2016 年

頃、66kV 電力ケーブルの実用化」が期待できる。 

 

（６） その他特記事項 

平成 18 年 12 月から平成 19 年 3 月まで、「高温超電導ケーブル開発動向に関す

る調査」を実施する。この中で、既存及び開発段階の超電導ケーブルの比較調査

を行い、超電導ケーブルを実用化するための課題を明らかにする。本調査の成果

は、本事業の基本計画策定等に反映させる予定。 

 

５．総合評価 

   本事業は、超電導送電ケーブルシステムを社会インフラに導入するのに必要な安

全性や信頼性を評価・確認するため、実系統に連系した高電圧・大電流での技術

的・設備的なリスクを伴った実証試験を実施するものであり、超電導ケーブルにお

ける革新的な高効率送電技術を確立するために不可欠と考えられるため、ＮＥＤＯ

事業として実施する意義があると判断する。 
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「高温超電導ケーブル実証プロジェクト基本計画（案）」に対するパブリックコメント募集の結果について 

 
平成１９年４月５日 

ＮＥＤＯ技術開発機構 

新エネルギー技術開発部 

 

ＮＥＤＯ ＰＯＳＴ ３において標記基本計画（案）に対するパブリックコメントの募集を行いました結果をご報告いたします。 

みなさまからのご協力を頂き、ありがとうございました。 

 

１．パブリックコメント募集期間 

平成１９年２月２６日～平成１９年３月５日 

２．パブリックコメント投稿数＜有効なもの＞ 

計０件 

 



 投稿ログ 2006 年 9 月 20 日 11:30 現在 

＜高温超電導ケーブル実証プロジェクト＞  

投稿No.6                                           2006/09/20 (水) 08:53 

2000～2004年度に実施された「交流超電導電力機器基盤技術研究開発」が成功裏に終了したこと

で日本の超電導技術の実力を世界に示すことができた．しかし，事業原簿によれば，超電導ケーブル

実用化を目指し，研究成果を踏まえた更なる冷凍機の高信頼化，低コスト化，及び，ケーブル冷却シス

テムの技術開発の重要性が記載されている．さらに，経済産業省の技術戦略マップには共通基盤技

術として，パワー機器応用65K冷凍機の大容量化，高信頼化，高効率化，低コスト化の目標が示され

ており，当プロジェクトにおいて．この目標に沿った最適な冷却システム及び冷凍機開発を実現するこ

とが超電導ケーブル実用化に必要と考える． 

１）高信頼化 

冷凍機単体に比べ，ケーブル含む冷却システム全体の信頼性検証は相対的に十分とはいえない．

そのため，実線路を想定した長期連続運転による危急時を含めた運用方法の確立，信頼性に関する

実証と課題の洗い出しを行い，システムの信頼性を定量的に評価しその向上を図ることが，実用的な

超電導ケーブルの系統運用のために重要な研究項目であると考える．そのため当プロジェクトにおけ

る中間接続部を持つ実線路運用を考えた冷却試験は非常に貴重なデータを得られる機会であると確

信する．その中で冷却システム全体を考慮し，トータルシステムとして低コストかつ効率的な冷媒流路

の冗長化検討と冷媒流量制御方法の確立も信頼性向上に必要と考える．冷凍機や送液ポンプなどの

個々の構成機器についても冗長系を持たずに高信頼化を達成させることが必要であり，そのための研

究実施を期待する． 

２）高効率化 

長距離管内の冷媒搬送では全体損失の中に占める搬送損失の割合が非常に大きくなる．圧力損失

の増大は送液ポンプの昇圧比を大きくすることになり，ポンプ動力の増大や熱侵入量の増大を引き起

こす．このため送液ポンプ自体の高効率化達成を図るとともに，熱伝達率及び管摩擦係数を考慮した

ケーブル内の冷媒流路形状等の見直しを行うことが長距離配管の設計技術の確立に必要である．こ

のため当プロジェクトの実験成果が実用的な冷却系統の運用を行い設計にフィードバックすることが非

常に重要な項目であり，その研究実施を期待したい．また，実ケーブルにおいては中間接続や分岐や

必要となると考えるが，システム全体を考えた適正な冷媒流路の確保及び冷媒分配方法の確立が信

頼性の上からも必要であり，その意味から当プロジェクトは的を射た研究と考える．さらに，冷凍機単

体の高効率向上に際して重要なのは定格点の効率ではなく年間を通した通年効率を評価することが

重要である．そのためには冷凍サイクルも含め新たな冷凍システムへのチャレンジも視野に入れる必

要があると考える． 

 
投稿No.5                                           2006/09/19 (火) 15:36 

本プロジェクトは、平成12年度から16年度にNEDOにおいて実施された「交流超電導電力機器基盤

技術研究開発」の「超電導送電ケーブル基盤技術の研究開発」の研究成果を踏まえ、超電導送電ケー
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ブルの実用化への中間ステップに位置付けられるプロジェクトと考えられます。その観点から、実系統

連係試験による実証研究により信頼性を確立することは国家的に取り組むべき課題であり、必要性は

非常に高いと思われます。 

さらに本プロジェクトを有意義なものにし、その有効性を高めるためには、 「交流超電導電力機器基

盤技術研究開発」の研究成果で得られた実用化に向けた技術課題をきちんとクリアしておく必要があ

ります。 

 「交流超電導電力機器基盤技術研究開発」の事業原簿のIV-18に「2.3 実用化に向けた長期計画と

開発目標のマイルストン」に記載されていますが、「今後の技術課題としては、ケーブルでは超電導ケ

ーブル中間接続技術の開発である。」と記載されています。この技術課題は本プロジェクトで解決され

るでしょう。その他、経済性に関しては、「超電導線材の低コスト化、液体窒素冷凍機の冷凍効率の高

効率化技術の確立が不可欠である。これらの基盤技術や周辺技術を結集して超電導ケーブルと限流

器、変圧器を組み合わせた超電導送変電パイロットシステムを試験して、コストダウンの方策を明らか

にする必要がある。」と記載されています。交流損失や断熱管の熱侵入の更なる低減も低コスト化のた

めの開発課題として挙がっています。 

 特に超電導送電ケーブルに最適な冷却システムの構築は非常に重要だと思います。超電導ケーブ

ルに最適な冷凍機は今のところ世の中に存在していないため、高効率の超電導ケーブル用冷凍機の

開発は不可欠ですし、コストを議論するためには、超電導ケーブルの運転温度（運転温度により冷凍

機効率と使用する超電導線材コストとはトレードオフの関係にあるため）も考慮した最適な冷却システ

ムの開発が必要となります。また、信頼性の観点からはシステム振動による冷却不安定性の解析をき

ちんと行っておく必要があります。 

 以上の観点からもご検討いただき、より有意義なプロジェクトにしていただければ幸いです。 

 
投稿No.4                                           2006/09/19 (火) 09:49 

高温超電導ケーブルは日本が世界を席巻する技術の一つです。 

三芯一括式100m高温超電導ケーブル試験，交流超電導電力機器基盤技術研究開発プロジェクトの

単芯500m高温超電導ケーブル試験等，世界に先駆けて実施してきました。交流基盤プロジェクトの 

終了に伴い，国内の超電導ケーブルプロジェクトは終了してしまい，これらの試験で培われてきたノウ

ハウなどが失われてしまう恐れがありましたが，アメリカや韓国に超電導ケーブルが納入され，技術は

受け継がれてきましたが，超電導ケーブルの技術が海外に流出してしまうことが懸念されます。 

先月末に開催されたApplied Superconductivity Conference 2006でも，アメリカのアルバニープロジェ

クトや韓国のDAPASプロジェクトの概要が報告され，海外のプログラムが華々しく発表されていました。

三芯一括式の高温超電導ケーブル技術は前述のとおり日本企業が世界に先駆けて開発したものであ

り，それが海外で活用されることはうれしいことですが，日本国内で実施されないことは憂うべきことで

した。そんな中，国内において高温超電導ケーブルの実証試験を実施するという今回のプログラムは

日本発の技術が国内でも実証されるという喜ばしい試験であると思われます。500mケーブルは今なお

世界最長の超電導ケーブルであり，それらの試験で得られた知見も活用することにより，将来の電力
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送電技術の一つとして技術を国内で確立することは重要かつ有効なことと思われます。今ここでこの

試験を実施することが，海外に追いつかれたこの分野において，再度日本が一歩抜き出す大きなチャ

ンスだと思われます。ぜひとも国内の様々な知見を結集し，成功裏にこの実証試験が遂行されること

に期待します。 

 
投稿No.3                                           2006/09/14 (木) 19:05 

高温超電導の電力応用に関する技術開発は、省エネルギー・地球環境負荷低減や、電力の品質向

上・コスト低減による社会的・経済的効果を意図して、国家的に取り組むべき課題である。とりわけ、送

電ケーブルへの応用は、老朽化して非効率な電力系統の改善と安定運用を目指して、事業者の規制

や送電インフラの近代化などを進めている米国で、早期の実用化が見込まれている。現在、活発な技

術開発・実証研究が進められており、わが国の民間企業も重要な一員として参加している。わが国内

においても、将来のリプレース需要を見越して、超電導送電ケーブルの実証研究に積極的に取り組ん

で、システムの信頼性を検証し、実用化を促進することが重要であり、本事業を推進する必要性は高

い。ここ数年の国家プロジェクトや民間の努力によって、第１世代のビスマス系超電導線材の特性は飛

躍的に向上して実用化レベルに達しており、また、 更なる低コスト化・低損失化が見込める第２世代の

希土類１２３系線材の長尺化も実現しているため、本事業を開始する時期としても適当と判断される。 

 高温超電導ケーブル実証事業の必要性は上記に述べた通りであるが、その有効性をさらに高めるた

めには、短絡事故時の故障電流を大きく低減できる限流器の研究開発を並行して進めることが望まし

い。現在の超電導ケーブルは、定格電流の10倍以上にもなる短絡電流に対応するため、高温超電導

導体層の内側と磁気シールド導体層の外側に銅の保護導体を装備している。特に、外側の保護導体

の存在は、ケーブルのコンパクト性を損なうため、その省略が強く求められているが、超電導送電ケー

ブルと直列に限流器を接続することによって、それが実現できる。本事業のみを考慮すれば、コンパク

ト性はそれほど大きなファクターではないかも知れないが、将来の実用化を考えると、経済性から実現

可能性の高い管路布設を想定した場合に重要となる。超電導送電ケーブルの実用化を真剣に考えて

いる米国においては、電力研究所（Electric Power Research Institute）が中心になり、エネルギー省の

援助を得つつ、送電レベル（69 kV）の半導体限流器の開発、超電導限流器の研究開発を進めている。

これまで、6.6 kV 等の配電レベルでは（常電導の）限流器がいくつか実用化しているが、今回の事業

で想定している 66 kV で使えるものはまだ無く、技術的・経済的な困難性から民間のみでの自主的な

取り組みは期待できない。わが国においても、超電導送電ケーブルの短絡事故対策と言う観点から、

66 kV 級限流器の研究開発に、国家プロジェクトとして積極的に取り組むべきであると思う。 

 
投稿No.2                                           2006/09/14 (木) 14:13 

高温超電導ケーブル実証プロジェクトの必要性と有効性についてのコメント: 

（１）必要性 

 超電導技術は電力機器にとって重要な究極の省エネルギー技術であり，将来の地球規模の環境に

関わるエネルギーに対して必須の技術である。とりわけ，超電導ケーブルは最大磁界が高くないので
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高温超電導線を使用するには最適であり，最も早い実用化が期待される。 

 日本における超電導ケーブルの開発は，国家プロジェクトとして推進され，「66kV-1kA級3心一括高

温超電導ケーブル－100m」の性能検証試験，および，「単相77kV-1kA級高温超電導ケーブル-500m」

の長尺冷却実証試験が行われた。これらの技術は世界的な評価を受け，その実績を元に，米国のア

ルバニープロジェクトでわが国の高温超電導線が使用されることになった。 

 一方，米国においては，実系統での運転を目的とした3つの超電導ケーブルのプロジェクト（アルバニ

ー，ロングアイランド，オハイオ）が開始され，実系統に組み込まれて運用を開始した。日本の超電導

ケーブル技術は世界をリードしているにもかかわらず，米国のほうが早く実系統運用を開始しているの

はその国の事情によるところが多いと思われる。わが国では，これまでに着実に推進してきた実証試

験結果を踏まえて，その次のステップである実系統運用での運用システムや信頼性などを今回のプロ

ジェクトで実施することになっている。したがって，本プロジェクトは超電導ケーブルの実用化に大きな

飛躍が期待できので，本プロジェクトの必要性は十分に高いものと判断できる。 

（２）有効性 

今回の超電導ケーブル実証プロジェクトに関して，日本では，３心一括型（超電導シールド付単相同

軸ケーブルを3本収納した形）を進めているが，米国では，この方式以外に，Tri-axial （３相同一軸型）

の超電導ケーブルも推進しており，これは，超電導材料を半分近くまで削減できる経済性のある方式

である。したがって，ケーブルを小型にできるために熱侵入が少ないこと，および，超電導材料の量が

少ないので交流損失も減少できるなどの利点を有している。最近は，米国の超電導ケーブルプロジェ

クトの一つとして，オハイオ州コロンバスの変電所で実際に設置して実試験を開始した。高温超電導材

料は高価格とならざるを得ないので，経済性のあるTri-axial型も開発することが肝要と思わる。 

低コスト，低損失を目標とした本プロジェクトを有意義なものとするには，両者を比較しながら，良い

方法を選択することが本プロジェクトの有効性を高めることになろう。 

 
投稿No.1                                           2006/09/11 (月) 21:14 

本プロジェクトの必要性と有効性を考察するためには、わが国における高温超電導ケーブルの研究

開発の主要な歴史を振り返る必要がある。 

約 20 年前に高温超電導材料が発見された後、ケーブルメーカーにより実用レベルのビスマス系高

温超電導線材の製造技術が開発された。これを基に、次のステップとして、ケーブルメーカーと電力会

社との協同研究が実施された。この協同研究では、66kV1kA 級 3 心一括型高温超電導ケーブルが設

計・製造され、2001 年～2002 年の 1 年間に亘り 100ｍの試験線路で実用性能の検証が行われた。次

に、経産省産業環境局のプロジェクト「交流超電導電力機器基盤技術研究開発」の一環として、2003

年～2005 年に 77kV1kA 級単心高温超電導ケーブルの長尺冷却実証試験が 500ｍの試験線路を建設

して実施された。 

以上二つの高温超電導ケーブル及び長尺冷却性能実証試験では、当時の技術レベルでの目標を

達成したが、実用線路への導入を可能とするために次の三つの課題を残したと考える。すなわち、 

① 定格電流 1kA 級の性能は検証されたが、交流高温超電導ケーブルの生命線ともいえる導体交流
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損失の更なる低減が必要である。それに関連するが、交流高温超電導ケーブルのメリットが発揮

できる定格電流 2kA 級以上の領域を合理的なケーブル外径と交流損失の値で実現する技術が確

立されていない。 

② ケーブル終端接続部については、技術的課題とその解決策が見出されたが、実用線路で通常必

要となる中間接続部の設計・製作・施工・性能に関しては未検証である。 

③ 高温超電導ケーブルは、－200℃程度の冷却を必要とするビスマス系高温超電導体を使用すると

いう点において画期的な技術であるにも拘わらず、ケーブル技術者による設計・工場での製造・フ

ィールドでの施工及び電気事業者による線路運用等の経験・実績は十分でない。 

本プロジェクトの研究内容概要によれば、定格電流 2～3kA 級の技術検証を目標としているので、最

近開発された加圧焼成法による高性能ビスマス系線材などの新技術導入が ➀ の課題の解決に繋

がるであろう。また、② の中間接続部も本プロジェクトで検証の対象となっており、③ の関連では、実

際の変電所構内での線路として建設し、運用することになっているので技術実績・経験の不足を補え

そうである。 

本プロジェクトは、高温超電導ケーブルの初めての実線路運用を目的としているので、過去に実施さ

れた二つのプロトタイプ高温超電導ケーブル・冷却システムの性能実証試験の延長線上に位置付ける

ことによって、その実施の意義と必要性が見出せると考える。また、有効性の視点からは、上記①、②

及び③に示したような課題を解決し、最新技術を導入した高温超電導ケーブルを合理的なサイズと交

流損失の値で実現し、真に実用線路への適用を可能とする技術レベルに到達することが期待できる。 

 

以上 
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付録資料5　　特許リスト H21年11月6日現在

No. 出願番号 出願日 発明の名称 発明者 審査請求

1 2007-208527 2007/8/9
超電導ケーブル用のフォーマと、その製造方法及び超電導
ケーブル

大屋　正義

2 2007-208536 2007/8/9 超電導ケーブルの接続構造 芦辺　祐一 未
3 2007-211069 2007/8/13 超電導ケーブル 大屋　正義 未
4 2007-211076 2007/8/13 超電導複合線材および超電導ケーブル 芦辺　祐一 未
5 2007-295987 2007/11/14 超電導ケーブルの端末接続構造 芦辺　祐一 未
6 2008-007461 2008/1/16 超電導層の端部構造、接続構造及び接続方法 芦辺　祐一 未
7 2008-007462 2008/1/16 超電導ケーブルの中間接続構造 芦辺　祐一 未
8 2008-007463 2008/1/16 超電導ケーブルの端末接続部構造 芦辺　祐一 未

9 2008-008546 2008/1/17
超電導ケーブル用のフォーマと、その製造方法及び超電導
ケーブル

大屋　正義、廣瀬　正幸 未

10 2008-179042 2008/7/9
超電導ケーブル用のフォーマと、その製造方法及び超電導
ケーブル

大屋　正義､ 廣瀬　正幸 未

11 2008-179043 2008/7/9
超電導ケーブル用フォーマの接続方法、および超電導ケーブ
ル用フォーマの接続構造

芦辺　祐一 未

12 2008-179044 2008/7/9 超電導ケーブル 大屋　正義 未
13 2008-179045 2008/7/9 極低温機器用の電流リードおよび端末接続構造 南野　忠彦､ 八束　健､ 大屋　正義 未
14 2008-179046 2008/7/9 超電導ケーブルコアの接続構造 芦辺　祐一 未
15 2008-214070 2008/8/22 交流用超電導ケーブル 大屋　正義 未
16 2008-277221 2008/10/28 超電導ケーブルの端末接続構造 芦辺　祐一 未

17 2009-006694 2009/1/15
超電導ケーブルの接続部、及びそれを用いた超電導ケーブ
ル線路

芦辺　祐一､ 廣瀬　正幸､ 滝川　裕史､ 本
庄　昇一､ 三村　智男､ 野口　裕､ 鬼頭

未

18 2009-006695 2009/1/15
超電導ケーブル、及びそれを用いた接続構造並びにその施
工方法

芦辺　祐一､ 本庄　昇一､ 三村　智男､ 野
口　裕､ 鬼頭　豊

未

19 2009-006696 2009/1/15 はんだ付け装置及びはんだ付け方法
芦辺　祐一､ 本庄　昇一､ 三村　智男､ 野
口　裕､ 鬼頭　豊

未

20 2009-041405 2009/2/24 超電導ケーブルを用いた送電システム
大屋　正義､ 本庄　昇一､ 三村　智男､ 野
口　裕､ 鬼頭　豊

未

21 2009-132463 2009/6/1 超電導ケーブル線路
大屋　正義､ 本庄　昇一､ 三村　智男､ 鬼
頭　豊､ 野口　裕

未

22 2009-171948 2009/7/23 断熱管
芦辺　祐一､ 本庄　昇一､ 三村　智男､ 野
口　裕､ 鬼頭　豊

未

23 2009-190536 2009/8/19 超電導ケーブルの中間接続構造
芦辺　祐一､ 本庄　昇一､ 三村　智男､ 野
口　裕､ 鬼頭　豊

未

24 2009-194044 2009/8/25
超電導ケーブルの接続部、及びそれを用いた超電導ケーブ
ル線路

滝川　裕史､ 芦辺　祐一､ 廣瀬　正幸､ 本
庄　昇一､ 三村　智男､ 野口　裕､ 鬼頭

未

25 2009-204160 2009/9/3 超電導ケーブル冷却装置及び方法
増田　孝人､ 渡部　充彦､ 本庄　昇一､ 三
村　智男､ 鬼頭　豊､ 野口　裕､ 池内　正
充､ 仲村　直子､ 大野　隆介､ 矢口　広晴

未



H21年11月6日現在

No. 発表年月 発表媒体 発表タイトル 発表者・執筆者 備考

1 H19-11 International Workshop on HTS Power
Applications 2007

Cable Project in Japan 本庄昇一

2 H20-3 平成20年電気学会全国大会 低損失超電導ケーブル導体の開発 大屋正義　他

3 H20-3 平成20年電気学会全国大会 高温超電導ケーブル実証プロジェクト（系統導入時の
雷サージによる影響検討）

鬼頭　豊　他

4 H20.3 平成20年電気学会全国大会 高温超電導ケーブル実証プロジェクトの概要 三村　智男　他

5 H20-05 2008年度春季低温工学・超電導学会 低損失Bi2223超電導ケーブル導体の開発 大屋　正義、他

6 H20-05 2008年度春季低温工学・超電導学会 Bi2223超電導ケーブル導体の過電流特性 大屋　正義、他

7 H20-06 超伝導科学技術研究会 高温超電導ケーブル実証プロジェクト 本庄　昇一

8 H20-08 平成２０年電気学会電力エネルギー部門大会 高温超電導ケーブル実証プロジェクト－ケーブル導体
に関する検討－

大屋　正義、他

9 H20-08 平成２０年電気学会電力エネルギー部門大会 高温超電導ケーブル実証プロジェクト－短絡電流によ
る影響検討－

鬼頭　豊、他

10 H20-08 Applied Superconductivity Conference A New HTS Cable Project in Japan 湯村　洋康、他 査読あり

11 H20-9 FSSTNews 高温超電導ケーブル実証プロジェクトの概要 本庄　昇一

12 H20-11 2008年度秋季低温工学・超電導学会 Bi2223超電導ケーブルの交流損失特性 大屋　正義、他

13 H20-11 International Superconductivity Symposium
(ISS2008)

Design study of a HTS cable in YOKOHAMA Project 増田　孝人、他 査読あり

14 H20-11 International Superconductivity Symposium
(ISS2008)

Outline of a new HTS Cable Project in Yokohama 三村　智男、他 査読あり

15 H20-11 EPRI meeting A New HTS Cable Project in Yokohama, Japan Randy Show
16 H20-11 低温工学協会「2008年度九州・西日本支部

若手セミナー」

超電導技術の応用～送電ケーブル～ 本庄　昇一

17 H20-11 月刊エネルギー 高温超電導ケーブル実証プロジェクトの概要 東京電力

18 H21-3 平成２１年電気学会全国大会 高温超電導ケーブル実証プロジェクト－開発状況－ 野口　裕、他

19 H21-3 平成２１年電気学会全国大会 高温超電導ケーブル実証プロジェクト －ケーブル設

計ならびに30m検証試験－

増田　孝人、他

20 H21-3 平成２１年電気学会全国大会 高温超電導ケーブル実証プロジェクト ―耐短絡電流特

性に関する検討―
増田　孝人、他

21 H21-3 平成２１年電気学会全国大会 高温超電導ケーブル実証プロジェクト －冷却システ
ム構成の検討－

鬼頭　豊、他

22 H21-3 平成２１年電気学会全国大会 高温超電導ケーブルの保護について(短絡電流対応の

検討)
増田　孝人、他

23 H21-3 低温工学超電導応用研究会シンポジウム 超電導電力ケーブル 三村　智男

24 H21-5 2009年度春季低温工学・超電導学会 超電導送電ケーブル用冷却システムの研究概要 池内　正充、他

付録資料6　発表・論文リスト



No. 発表年月 発表媒体 発表タイトル 発表者・執筆者 備考

25 H21-5 CIGRE D1 Workshop Demonstration HTS cable project in YOKOHAMA 三村　智男

26 H21-6 電気学会・超電導応用研究会 高温超電導ケーブル実証プロジェクトの開発状況 増田　孝人

27 H21.9 EUCAS 2009 Update of YOKOHAMA Project　(HTS Cable
Design and Evaluation)

湯村　洋康、他 査読あり

28 H21.10 低温工学・超電導応用研究会 高温超電導ケーブル実証プロジェクト 増田　孝人

29 H21.11 電気学会論文誌B 高温超電導ケーブル実証プロジェクトの進捗状況 増田　孝人、本庄
昇一

査読あり

30 H21.11 International Superconductivity Symposium
(ISS2009)

Test results of a 30-meter HTS cable pre-
demonstration system in Yokohama project

渡部　充彦、他 査読あり

31 H21-11 家電月報アルレ（ALLE）
実証試験が始まる超電導送電とは-低炭素社会実現に寄
与する技術-

三村　智男

32 H21-12 電気評論 交流超電導送電ケーブルの実証プロジェクト 本庄　昇一
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